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序 章 問題の所在と課題設定

第１節 問題の所在

北海道の稲作は，石狩川流域を中核地帯とし

て形成されてきた。近年，農地取得とそれに伴

う機械・施設の装備を拡充しながら規模拡大を

進めてきた。しかし，米政策の変化が稲作地帯

に大きな影響を与えた。1970年からの生産調整

開始以降，国による減反政策の割当面積は北海

道の稲作にとって過重になっている。また食糧

管理制度は廃止され，食糧法施行により，米流

通は国による管理から市場原理が本格的に導入

されていったのである。1990年代に入り稲作地

帯をめぐる農業環境は，より厳しい状況になり，

1997年の米価下落は，個別経営の大きな転換を

もたらすものとなった。さらに2000年代に入り

制度・政策の変更がなされ，2002年の米政策改

革大綱による生産調整の抜本的な見直しと市場

原理の定着が図られた。そして，離農により農

家戸数が減少し，残った農家は更なる規模拡大

を進めた。農業開発公社による農地保有合理化

事業により農地流動化は進み，規模拡大はより

一層激しさを見せたのである。しかし，それ以

上に離農が多発し，受け手不足による耕作放棄

などが懸念されるようになっている。

2004年からは水田農業ビジョンが稲作地帯

で開始され，米産地と担い手の再編の取り組み

が始められている。これによって北海道の稲作

地帯は，生き残りをかけた方策を問われ，転作

部門の再編を迫られることになった。古くから

複合部門の導入が進んでいた地域では高齢化の

中での産地の維持が課題となり，水稲単作的な

大規模地域ではいわゆる転作部門の本作化とそ

れに伴う土地利用体系の確立が課題となってい

る。

こうした産地と担い手の再編と同時に，法人

化による複数戸の共同経営の設立が近年増加し

ている。こうした農業構造の変動は，それぞれ

の地域の課題に応じたものと考えられる。そこ

で法人の機能を地域農業構造の変動から検討す

ることは，稲作地帯の地域農業維持を図る上で

の何らかの示唆を与えると考える。

第２節 既存研究の整理

北海道稲作地帯を対象とした研究は数多く，

その全て整理することは出来ない。しかし，そ

の中で必ず触れなければならない研究として臼

井編［18］の「大規模稲作地帯の農業再編」が

あげられる。「大規模稲作地帯の多くが大河川の

下流域に立地し稲作単作的なるがゆえに今日停

滞的状況にあり，多額の負債を抱えることが少

なくない」と指摘している。1992年の農水省に

よる『新しい食糧・農業・農村政策の方向』の

中で，「望ましい稲作経営の展望」として10年

後（当時から2002年頃）には10～20haの個別

経営体と組織経営体で稲作生産の80％を占め

るという将来像が描かれている。その将来像が

既に達成したのが北海道稲作地帯の石狩川下流

域に位置する南空知地域である。同書は，その

南空知地域の一典型町村として南幌町を取り上

げ，一町村の分析を通じて大規模稲作地帯の形

成，発展から停滞への局面変化に内在する論理

を解明している。その中で規模拡大による農地

取得，特殊な土壌条件の克服のための土地改良

や基盤整備事業による多額の負債，同時に機

械・施設の大型化による負債という「負債問題

の象徴」として指摘している。これは大規模稲

作地帯を考察する上で重要なポイントと考えら

れる。

本論で事例対象として取り上げる南幌町を対

象とした研究をみると，1980年代後半において

北海道農業研究会のメンバーらにより南幌町を

対象に大規模な調査・研究［111］が実施され，

南幌町における地域農業の構造的な特質と負債

発生のメカニズムを明らかにしている。この中

で黒河は，負債累積のメカニズムを「規模拡大

のために増加した借入金返済の予定が災害に

よって，その目処が立たなくなったという局面

にあると見られる。同時に事業が終了した圃場

整備の負担金支払いが（中略）助長させたとい

える」と指摘している。

また集団的な対応としての法人化の動向につ

いては，仁平［96］によって南空知における法

人の増加と特徴について整理されている。他に

仁平［95］では水田作法人経営における事業多

角化の新たな動向が指摘されている。法人化対
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応と農協との関係の視点については坂下［48］

が整理している。

最近の法人化論議は，府県の集落営農ともあ

わせて議論され，地域農業の有力な担い手とし

て法人が位置づけられている。北海道において

も法人が増加する傾向にある。しかし，北海道

には集落営農という概念は無く，農協－農事組

合（振興組合など）のルートで地域の意思結集

が行われており，農協の影響力が大きい。この

ような中で目的を明確にし，地域の課題に対応

可能な法人化が望まれる。

このように一連の研究では，北海道の大規模

稲作地帯における農業再編と1990年代初頭の

到達点をまとめている。しかし，1990年代は農

業構造にドラスティックな変化がおきた。本論

で注目する法人化はこうした最近のドラス

ティックな変動をうけて展開したものである。

本来，法人化の議論は地域農業の構造変動を踏

まえたうえで議論する必要があるが，既存の法

人論は企業的経営の確立という視点からのもの

が多く，このようにドラスティックに変化しつ

つある地域性とのかかわりについては十分議論

されていない。そのため本論文では，北海道稲

作地帯の実情を踏まえ，農協を含めた地域的対

応が必要となりつつあるという視点に立って法

人の増加を捉えることとする。また，研究の新

規性という点では，事例対象を１法人のみに限

定するのではなく法人化の先進的地域である南

幌町全体および全法人（註１）としていること

である。

第３節 課題の設定と論文の構成

前節の既存研究の整理より，地域農業の構造

変動をベースとして法人化の動きを分析するこ

とが必要となるが，その場合，北海道では農協

との関係が重要となる。そのため本論文では，

北海道の稲作地帯の問題が集中的に表れている

南空知地域の南幌町を対象とし，1990年代以降

の農業構造の変化を整理し，直面している課題

に応じて各地域を類型化した上で農協や地域の

対応の結果として設立された法人化の意義と今

後の展望を示すことを課題とする。

本論文の構成は以下の通りである。序章では，

問題の所在を示し，既存研究の整理から本論の

課題を示す。続く第１章では，南幌町における

農業構造の変化を見ていく。またその構造の変

化に農協がどのように対応したのかを農家負債

対策，転作対応，野菜作振興と法人化という視

点で見ていく。そして南幌町を地域類型により

分類し地域を特徴づける。第２章以降は，以下

の通りである。まず第２章において，米麦に特

化する大規模経営を取り上げ，その大規模地域

の展開を明らかにする。次に第３章では，大規

模限界地域を対象に離農の多発と負債対策の対

応についてみていく。また第４章は，中規模地

域における集約化の進展と集団的対応をみる。

続く第５章は，兼業地域における労働力問題に

触れ，作業受託を通した地域の変化を見る。そ

して第６章では小規模地域における高齢化問題

への模索についてみていく。最後に終章では明

らかになった構造変化の地域性に対応する形

で，設立された法人の有効性や評価を試みて，

その意義と稲作地帯における今後の展望を示

す。

註

(註１)2006年現在，南幌町の農業生産法人の

数は10法人を数えている。しかし，本論文は

2004年現在を対象としているため，法人数は

８法人である。

第１章 大規模稲作地帯の地域農業構造

――南幌町を中心に――

第１節 課 題

北海道における稲作地帯は，石狩川流域をそ

の中核地帯とし，またその中でも中規模地帯

（上・中流域）と大規模地帯（下流域）（図1－

1）とに分類できる。本章ではその中での大規模

地帯に位置する南幌町を対象として農業構造の

変化を明らかにしていく。南幌町を対象とする

のは，近年の動向によって，もっとも大きく影

響を受けるのは大規模農家であり，また大規模

地帯といえども比較的小規模農家も存在するこ

とから本章の課題を明らかにするのに適してい

ると考えるからである。

またこうした課題に応えていくためには農協

の動向を把握する視点も欠かせない。それは地
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域と農協が不可分の関係にあるためであり，地

域の問題を解決しようと農協が関わっていくこ

と自体，農業構造を変化させる要因となってい

るからである。

本章の流れは以下の通りである。まず統計資

料に依拠しながら特に1990年代以降の農業構

造の変化を整理していく。つぎに農協による地

域農業戦略をトレースし，最後に地域の類型化

とその特徴づけを行う。

第２節 南幌町における農業構造の変化

南幌町は石狩川下流域の南空知に位置し，三

方を河川に囲まれた平坦地である。土壌条件は，

高位泥炭土壌が広く分布する中で，沖積土壌が

一部地域に存在している。

農林業センサス（表1－1）より農業構造の変

化みてみよう。農家戸数をみると1970年には

938戸あったのが，離農が急速に進み，2000年

には396戸とこの30年間で1/3に減少してい

る。特に1995年以降の離農は，1970～75年を超

える減少率となっている。専兼別に見ると，1980

年代以降，第１種兼業農家が増加し，1985年以

降は全体の約60を占めている。経営耕地面積は

5,500haで，１戸当たりの経営面積も14ha

（2000年）になっており，規模拡大が進んでい

ることがわかる。

水稲作付面積は，減少傾向を見せていたが減

反の緩和で1995年には一旦4,000haほどに回

復した。しかし，2000年では，減反の再強化が

実施されたことから1,000haほど減少し

3,000ha弱で全体の57％を占める。転作率は減

反緩和時期に一時的に下がってはいるが，この

20年ほど40％弱の水準にある。転作物は圧倒的

に秋小麦で占められる。一方で農協の野菜作振

興もあり1980年以降，キャベツを中心にその面

積を増加させている。しかし，2000年では２割

ほど減少している。ここから南幌町の作付傾向

は，米麦に偏向しているといえる。

離農が進んだ背景の１つとして，1980年代以

降地価の下落が続き，また1990年代後半からは

米価下落も進んだことがあげられる。また離農

により農地の流動化も活発化した（表1－2）。

1985年から売買移動が活発化し，1993年以降は

図1－1 石狩川流域における1990年以降の水田地帯の大規模化

資料：農業センサスより作成。
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農業開発公社の介入が始まり，その移動は大き

くなりなっている。後継者不在農家の離農によ

る農地放出が本格化したのである。

地価に関しては，1980年代の80万円から

年々下がり，2000年には42万円と半分以下の

水準となっている。低米価基調も加わり農地取

得に伴う負債の増加が必至となった。農地移動

は売買から賃貸借（公社中間保有も含む）に移

行し始めた。もう１つは1970年代から1980年

代にかけて実施された土地改良・基盤整備事業

表1－2 南幌町における農地移動（1993－00年) 単位：ha，千円

売買
移動
Ａ

公社
買入
Ｂ

公社
売渡
Ｃ

実質
売買
Ａ－Ｃ

公社
買入
金額

公社
買入
単価

公社
売渡
金額

賃貸
移動
Ｄ

公社
貸付
Ｅ

実質
賃貸
Ｄ－Ｅ

1993 235.4 12.5 0 235.4 68 543 0 136.4 0 136.4

94 163.4 18.5 0 163.4 89 481 0 112.1 31.0 81.1

95 212.0 162.8 1.0 211.0 782 480 5 84.7 95.9 －11.2

96 188.9 158.0 0 188.9 750 475 0 484.2 284.9 199.3

97 134.9 183.2 5.6 129.3 838 457 29 270.6 181.7 88.9

98 209.4 157.1 14.2 195.2 712 453 77 331.8 126.9 204.9

99 157.0 105.7 33.3 123.7 453 428 166 312.0 198.8 113.2

00 246.8 107.3 211.1 35.7 445 415 999 154.2 63.7 90.5

累計 1,547.8 905.2 265.1 1,282.7 4,137 457 1,277 1,886.0 982.9 903.1

注１：『北海道農地年報』ならびに北海道農業開発公社資料により作成。

２：マイナスは資料期間の不整合による。

表1－1 南幌町における農業構造 単位：戸，％，ha

専兼別農家戸数
農家
戸数

年次間
減少率

経営耕
地面積
①

１戸当
たり経
営面積専業 割合

第１種
兼業

割合
第２種
兼業

割合

1970年 938 779 83.0 131 14.0 28 3.0 5,878 6.3

1975年 793 －15.5 394 49.7 306 38.6 93 11.7 5,555 7.0

1980年 724 －8.7 237 32.7 421 58.1 66 9.1 5,877 8.1

1985年 671 －7.3 182 27.1 416 62.0 73 10.9 5,763 8.6

1990年 586 －12.7 158 27.0 360 61.4 68 11.6 5,701 9.7

1995年 483 －17.6 126 26.1 319 66.0 38 7.9 5,677 11.7

2000年 396 －18.0 103 26.0 239 60.4 54 13.6 5,528 14.0

水稲作
付面積
②

耕地面
積に閉
める水
稲面積
の割合
②/①

転作面
積③

転作率
③/①

麦類作
付面積

野菜
面積

うち
キャベ
ツ面積

1970年 5,112 87.0 766 13.0 － 67 －

1975年 3,164 57.0 2,391 43.0 74 55 －

1980年 3,721 63.3 2,156 36.7 1,047 65 4

1985年 3,316 57.5 2,447 42.5 1,561 91 51

1990年 3,213 56.4 2,488 43.6 1,664 128 85

1995年 4,108 72.4 1,569 27.6 625 222 97

2000年 3,162 57.2 2,366 42.8 1,336 177 64

資料：農業センサスおよび南幌町農協資料より作成。

注：1990年以降は販売農家を示す。
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による農家の負担金引き上げが，負債として農

家経済を極度に悪化させることになったことも

あげられる。

第３節 農協による地域農業戦略

このような構造の変化に農協は，様々な対応

を取ってきた。その１つとして1980年代以降，

問題となった農家の負債対策への取り組みであ

る。農家階層区分によるといわゆる優良農家が

激減していたため，積極的負債対策に取り組ん

だ。プロパー資金の利子軽減，利率の継続的引

き下げ，償還の期間引き延ばしや据え置きを実

施した。農協は組織的に負債対策に取り組み，

通年指導や家族指導といった部分にまで指導を

行ってきた。負債対策は農家経済の全面見直し

の中で存続農家と離農農家を峻別し，収入構造

の固定化と支出削減を行う合理化を進めてきた

のである。

しかし，農地価格の下落による担保力の低下

や農産物価格の低下による収入の減少が続き，

金融条件の緩和と債権保全を行わなければ，農

協の経営にも支障をきたす事態につながりかね

なくなり，負債整理と農地流動化を促進させる

戦略が模索されたのである。

もう１つの対応としてあげられるのは，転作

の対応として野菜作振興に重点を置いてきたこ

とである。米麦に偏向している作付体系の見直

しと，また高収入を得る手段として収益性の高

いキャベツや長ネギの作付が振興された。

キャベツ生産は表1－3をみると農協が本格

的に産地形成を図り始めた1985年以降，作付面

積を増やしてきていることが分かる。当初は価

格も安定し作付面積が増えたが，価格の乱高下

や消費者側のニーズに対応できず，さらには転

作の緩和時期には，いっせいに水稲作付に転じ

表1－3 南幌町におけるキャベツ作付動向

戸数
(戸)

面積
(ha)

数量
(t)

金額
(千円)

単価
(円/kg)

10a当り
収量

(kg/10a)

１戸当り平
均面積
(a/戸)

1982 15 560 20,435 36.49 3,733

1983 18 632 128,928 204.00 3,511

1984 55 1,960 96,917 49.45 3,564

1985 65 2,330 287,330 123.32 3,585

1986 83 2,340 101,199 43.25 2,819

1987 56 1,710 124,052 72.55 3,054

1988 63 2,380 162,789 68.40 3,778

1989 48 81 2,430 116,950 48.13 3,000 169

1990 84 87 2,950 185,822 62.99 3,410 104

1991 90 117 4,500 314,376 69.86 3,860 130

1992 100 144 3,550 142,309 40.09 2,460 144

1993 87 120 5,690 514,517 90.42 4,750 138

1994 83 115 4,440 249,642 56.23 3,860 139

1995 75 127 4,950 244,501 49.39 3,900 169

1996 88 125 4,280 232,008 54.21 3,420 142

1997 72 88 2,449 210,770 86.06 2,783 122

1998 62 96 3,515 251,445 71.53 3,661 155

1999 51 74 2,511 227,417 90.57 3,393 145

2000 45 64 2,376 164,871 69.39 3,712 142

2001 45 60 3,124 212,264 67.95 5,206 133

2002 42 79 3,797 261,100 68.76 4,806 188

2003 47 93 4,740 318,624 67.22 5,097 198

2004 37 116 5,691 450,393 79.14 4,906 314

資料：南幌農協資料より作成。

注：1982年から1988年にかけての戸数と１戸当り平均面積は資料が残存し

ていないため不明。
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たため，野菜作を取りやめる農家が増えたため

その面積は減少に転じた。そのため安定的な野

菜作振興が困難になってきた。現在，市場への

安定した供給体制の構築と産地形成を図る取り

組みが模索され，法人が安定した供給体制の一

翼を担い始めた。法人が担う面積は51.4％

（2004年）にものぼり，安定した供給体制を構

築している（表1－4）。

以上のように農業展開と構造変動に対応し

て，農協は負債対策や転作対応として野菜作振

興を実施してきた。しかし，1990年代以降の構

造変化は激しくなり，事業ごとの対応を見直さ

なければならなくなった。また，地域において

も各農家では，個別経営の継続が難しくなって

いる例も見られはじめ，早急に地域包括的な対

応を取らざるを得なくなった。そこで農協は，

負債対策や転作対応をセットに地域再編も合わ

せ，離農跡地の受け皿的機能を有した「地域拠

点型」の法人化を検討したのである。

南幌町では，1987年に農協の中期５カ年計画

により集落再編が実施されたが，個別完結型を

志向する農家が多数存在したため，集落営農を

想定した振興組合にはならなかった。その後，

経営規模の拡大が進行（15ha以上）し，米価下

落下では，個別による規模拡大のみでは，今後

の農地流動化に対応することが困難であると考

えられた。これらを受け2000年に農業生産法人

の設立と運営支援，組合員個々人の実情に即し

た個人経営の相談と中期的経営シミュレーショ

ンを行う窓口を設置した。

農協の法人化への考え方は，共同化すること

で効率的な作業体系の構築や，機械・施設運用

の効率化や経費削減にとどまらず，法人化する

ことで経営転換（所得向上と確実な負債返済），

地域の多様性に応じた機能と農協との連携を図

ろうとするものである。すなわち効率的な土地

利用により新規作物の導入（農協の産地形成に

も対応）が図られ，その結果，経営の安定と所

得の向上がなされて負債の返済が進むこと，そ

して離農地の受け手機能を有することで農地流

動化促進の担い手の創出を目指していた。

また，所得の分配は役員報酬＋小作料＋機械

のリース料を基本として，法人参加前の3ヵ年

の経営実績に応じて配分される。負債の返済は

個別対応として，返済が滞ることのないシステ

ムにされていることが特徴的である。

その結果，2001年に最初の法人（㈲フローア）

が設立され，2004年までに合計８つの法人が設

立されている。法人の中には，経営の管理も含

めて農協と密接な関係や強い支援を受ける法人

があるほか，逆に農協とそれほど結びつきが強

くない法人も見られ，必ずしも一様ではないこ

とが窺うことができる。また，地域・地区が抱

える課題が異なっていることから，法人の地域

における位置づけは同じではない。

なお，現在南幌町で設立された法人は，事例

で紹介（第３章㈲NOAH，第４章の㈲ほなみ，

第５章の㈲フローア，第６章の㈲ライフ）する

以外に，キャベツ専作経営の㈲ job，野菜（主に

長ネギ）の㈲ハル，販売を視野に入れた㈲なん

ぽろ風蔵やミニライスセンター（以下，MRCと

略）の利用した㈲豊夢などがある。

第４節 南幌町農業の地域類型とその特徴

以上のように南幌町農業の展開と変化ならび

にそれに対する農協の取り組みをみてきた。南

幌町農業における1990年代以降の変化は，ドラ

スティックな動向を示している。また地域・地

区レベルにおいてもその変化は同様である。そ

こで1990年代以降の変化に留意しながら，主に

農業センサスのデータを用いながら地区ごとの

指標値を一定の基準（何％，haなど）で仕分け

して，そのグループ化されたものを地域の類型

（表1－5，図1－2）として，その特徴づけを行っ

表1－4 個別農家と法人のキャベツ作付面積

単位：a，％

2003年度 2004年度

個別農家 5,621 58.3 5,692 48.6

法人 ライフ 644 6.7 633 5.4

NOAH － － 586 5.0

豊夢 － － 1,485 12.7

ほなみ 950 1.0 700 6.0

job 2,432 25.2 2,608 22.3

計 4,026 41.7 6,012 51.4

合 計 9,647 100.0 11,704 100.0

資料：南幌町農協資料より作成。
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表1－5 類型化による各地区の農業構造

類型 町平均 類型１ 類型２ 類型３ 類型４ 類型５

類型化別地域名 大規模地域
大規模限界

地域
中規模地域 兼業地域 小規模地域

町内における地理的位置
中央部～
南部

北部～
北東部

南西部～
西部

中央部
西寄り

中央部東寄
り～南東部

土壌分布
沖積・泥炭

土壌
主に沖積・
中間土壌

泥炭土壌
沖積・中間

土壌
泥炭・中間

土壌
沖積・泥炭

土壌

経営主の平均年齢 （歳) 52.8 51.3 47.9 53.1 54.2 55.7

95年 （戸) 395 102 52 103 77 61

農家戸数 00年 （戸) 389 97 54 100 77 61

04年 （戸) 339 92 42 99 63 43

増減率 95年⇨04年 （％) (14.2) (9.8) （19.2) （3.9) （18.2) （29.5)

後継者人数 （人) 38 18 1 7 8 4

確保率 （％) 11.2 19.6 2.4 7.1 12.7 9.3

兼業戸数 （戸) 82 21 6 13 29 13

兼業割合 （％) 24.2 22.8 14.3 13.1 46.0 30.2

95年 （ha) 11.7 13.5 13.5 11.7 10.8 9.2
１戸当たり
平均経営面積

00年 14.0 16.8 17.9 13.0 12.8 9.7

04年 （ha) 14.1 16.8 19.7 11.3 13.3 10.4

増減率 95年⇨04年 （％) 20.5 24.5 46.5 （3.7) 23.3 12.6

本地面積 （ha) 5,060 1,543 840 1,219 914 544

水稲作付面積 （ha) 2,607 896 296 586 506 324

転作面積 （ha) 2,453 647 544 634 408 220

秋小麦作付面積 （ha) 1,489 485 311 335 219 138

野菜作付面積 （ha) 233 25 25 100 42 42

内キャベツ作付面積 （ha) 111 8 11 61 18 13

水稲作付面積率 （％) 51.5 58.1 35.2 48.0 55.3 59.5

転作率 （％) 48.5 41.9 64.8 52.0 44.7 40.5

秋小麦作付面積率 （％) 29.4 31.4 37.0 27.5 24.0 25.4

野菜作付面積率 （％) 4.6 1.6 3.0 8.2 4.6 7.7

キャベツ作付面積率 （％) 2.2 0.5 1.3 5.0 1.9 2.3

作付体系
（特徴としての作付傾向)

米麦一毛作
傾向（水稲
面積＞秋小
麦面積)

米麦一毛作
傾向（水稲
面積＜秋小
麦面積)

水稲＋秋小
麦＋野菜

（キャベツ
が多い)

水稲＋秋小
麦＋野菜

水稲＋秋小
麦＋野菜

地域対応（法人化)
（個別大規
模経営) NOAH

ほなみ，
job，なん
ぽろ風蔵，
豊夢

フローア，
ハル

ライフ

資料：農林業センサス，南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.8)，同補足調査（2004.12)より作成。

注１：農家戸数には法人構成農家も入れている。

２：農家戸数とその増減率，１戸当たり平均面積とその増減率は構造変動が著しく変化する前の1995年

とその後著しく変化する2004年を比較している。

３：2004年の１戸当たり平均面積には，法人の面積は抜いている。
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た。

以下では，これらの指標に基づいた地域類型

を用いて地域・地区の特徴を示していく。

まず類型１と区分された大規模地域の特徴

は，購入による土地取得を通じて規模拡大を進

めてきたことである。そのため１戸当たりの平

均経営面積が16.8haと大規模地域の様相が伺

うことができ，更なる拡大を志向している。ま

たもう１つの特徴として，作付面積のうち水稲

が58.1％を占め，転作率は41.9％となってい

る。転作の内訳は秋小麦が31.4％となってお

り，野菜などはほとんど作付けられていない。

そのため作付体系は米麦に偏向している。

つぎに類型２の大規模限界地域の特徴を見て

みよう。この地域は，高位泥炭土と呼ばれる劣

悪な土壌条件を抱え，その土地改良による投資

による負債問題が発生していることである。ま

た，農家戸数は1995年52戸から2004年の42

戸と減少率が約20％となっており，離農の多発

が見られることである。規模拡大の結果，１戸

当たりの平均面積は19.7ha（2004年）に達し，

1995年（13.5ha）に比べ46.5％の増加である。

水稲面積は35.2％，秋小麦の面積が37.0％で，

転作率は64.8％と町内で最も高くなっている。

土壌条件から作付体系は米麦に偏向し，中でも

転作（秋小麦）面積が大きい地域である。

また類型３の中規模地域の特徴は，転作対応

として秋小麦のほかに野菜（キャベツ）の作付

がみられることである。土壌条件も沖積土壌と

比較的恵まれていることから，水稲作付へのこ

だわりが大きく，地域内には２つのミニライス

センターが設立されている。

そして類型４の兼業地域の特徴は，兼業割合

が町内で最も多く43.3％（29戸）存在している

ことである。１戸当たり平均面積は1995年の

10.8haから2004年の12.9haと規模拡大は進

図1－2 類型化された地域と法人

資料：南幌農協50年史より地図を引用，加工し作成。

注１：地域類型は，表1－ の類型化に対応。大規模地域はＡ1～3・Ｂ・Ｃ・Ｄ地区。大規模限界地域はＥ・

Ｆ地区。中規模地域はＧ・Ｈ・Ｉ地区。兼業地域はＪ・Ｋ・Ｌ・Ｍ地区。小規模地域はＮ・Ｏ・Ｐ・

Ｑ地区である。

２：ローマ数字と噴出しは各法人の位置を示している。 「NOAH」（栄進）， 「ほなみ」（西幌）， 「フ

ローア」（晩翠）， 「reif」（旧岐美）， 「job」（夕張太中央）， 「なんぽろ風蔵」（夕張太中央），

「豊夢」（夕張太西）， 「ハル」（晩翠暁）にそれぞれ位置している。

65工藤康彦：北海道稲作地帯における農業構造の変動と地域対応



んでいるが，それほど大きくない。またその地

域の兼業農家が多いことから作業受託が盛んで

ある。

最後に類型５の小規模地域の特徴は，経営主

の平均年齢が55.8歳と町内で最も高く，高齢化

が進行していることである。また後継者数も４

人と少なく，兼業戸数は13戸となっている。１

戸当たりの平均面積は9.2haと小さく規模の

変化は大きくない。また野菜作振興も盛んで，

特にキャベツの面積が町内で３番目に多い地域

となっている。

以上のように地域類型に従い南幌町農業を地

域に区分し，各地域の特徴を示した。これによ

ると南幌町農業は地域・地区別にみていくとそ

の特徴，傾向や抱える問題は一様ではないこと

がいえる。

以下ではこの地域類型に従い，構造変化に対

する各地域の対応を見ていく。

第２章 大規模地域における

「米麦一毛作経営」の展開

第１節 課 題

ここでは類型１の大規模地域を対象として取

り上げる。この地域は1990年代以降も一貫して

規模拡大を進めてきた大規模経営が多く存在す

る。それらの大規模経営は農地購入と大型機械

の導入などによって達成され，米麦に偏った土

地利用体系を展開しながらも，健全な経営を確

保してきた。そこで本章はＳ氏一族を事例とし

て大規模経営の展開とその特徴を明らかにして

いく。

第２節 大規模化と米麦一毛作――大規模

地域（類型１）の農業状況――

第１章の類型化において大規模経営地域と位

置づけたＡ－1，Ａ－2，Ａ－3，Ｂ，Ｃ地区の農

業構造を見ていこう。

表2－1は大規模地域（類型１）における各地

区の農業構造を示したものである。地域の経営

主の平均年齢は51歳と町平均の52.8歳より若

干若い。農家戸数は1995年に102戸存在してい

たが2004年現在では92戸と10戸ほど減少し，

95年からの増減率は－9.8％となっている。後

継者は地域全体で18人確保されており町全体

の38人の内47％を占めており，後継者が比較

的多く存在している地域である。兼業農家の戸

数は21戸で兼業戸数率は22.8％となってい

る。１戸当たりの平均経営面積は1995年の

13.5haから 2004年には 16.8haと 増減率

24.5％と規模拡大が進展している。

地域全体の本地面積は1,543haの内，水稲作

付面積は896ha（58.1％），転作面積647haで転

作率41.9％となっている。転作は秋小麦が485

ha（31.4％），野菜は25ha（1.6％）となってお

り，野菜の内キャベツは８ha（0.5％）となって

いる。このことから大規模地域における作付体

系は米麦一毛作傾向（水稲＞秋小麦）にある。

また，町内では法人化が進められている中で，

この地域は個別大規模経営によって営農が進め

られている。

つぎに，この地域を構成する各地区の概況を

前掲表2－1と表2－2～2－7から簡単にみてい

く。Ａ－1地区は，16戸が営農している。経営

主の平均年齢は49歳で比較的若く，後継者が確

保されているのは３戸である。兼業は３戸で主

に冬場の除雪作業などである。離農跡地の受け

手など地域の担い手として目される農家は４戸

となっている。規模拡大状況（表2－2）を見る

と1990年以降，上位６戸の農家を中心に規模拡

大が進められている。地区の平均経営面積は18

haとなっている。作付体系は水稲＋秋小麦を基

本に野菜（キャベツ）の作付がみられ，この地

域の中では最も多く作付けている。

Ａ－2地区は12戸が営農している。経営主の

平均年齢は48歳と比較的若い。後継者は確保さ

れていない。兼業はなく専業農家で構成されて

いる。離農跡地の受け手など地域の担い手とし

て目される農家は５戸となっている。規模拡大

状況（表2－3）を見ると1990年以降上位６戸の

農家を中心に規模拡大が進められている。作付

体系は水稲＋秋小麦を基本に野菜が若干みられ

る。転作率は35.0％と町全体（48.5％）と比較

すると低い地区となっている。

Ａ－3地区は16戸が営農している。経営主の

平均年齢は48歳で比較的若い。後継者が確保さ

れているのは４戸である。兼業は４戸で見られ

冬場の除雪，土木関係が主なものである。離農
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跡地の受け手など地域の担い手として目される

農家は９戸となっている。規模拡大状況（表2－

4）を見ると1990年以降上位９戸の農家を中心

に規模拡大が進められている。作付体系は水

稲＋秋小麦に偏向して転作率は46.8％となっ

ている。

Ｂ地区は14戸が営農している。経営主の平均

年齢は55歳で若干高くなっている。後継者が確

保されているのは１戸である。兼業は見られな

い。離農跡地の受け手など地域の担い手として

目される農家は１戸となっている。規模拡大状

況（表2－5）を見ると1990年以降上位１戸の農

家を中心に規模拡大が進められ，最上位のNo.

７農家のみが突出している。一方で経営面積が

10haに満たない層では年々経営面積を減少さ

せている。その受け手は地区内の最上位の農家

に委ねている。５年以内にはこれらの農家から

の離農が多く発生することが予測されている。

作付体系は水稲＋秋小麦を基本として，転作率

は35.2％となっている。

Ｃ地区は12戸が営農している。経営主の平均

年齢は54歳である。後継者が確保されているの

は２戸である。兼業は６戸で見られ年間を通し

て建築・土木関係に従事している農家が数戸み

られる。離農跡地の受け手など地域の担い手と

して目される農家は６戸となっている。規模拡

大状況（表2－6）を見ると1990年以降上位６戸

の農家を中心に規模拡大とりわけ借入（公社経

由）が進められている。一方で経営面積が10ha

に満たない層では年々経営面積を減少させてい

る。その受け手は地区内の大規模層に委ねてい

る。５年以内にはこれらの農家からの離農が多

く発生することが予測されている。作付体系は

水稲＋秋小麦を基本に野菜（キャベツ他）となっ

表2－1 大規模地域（類型１）おける各地区の農業状況

農 家 戸 数 増減率 １戸当たり平均経営面積 増減率

地 区
経営主
の平均
年齢

後継者
人数

確保
割合

兼業
戸数

兼業
戸数
割合

土壌分布
95年 00年 04年

95年⇨
04年

95年 00年 04年
95年⇨
04年

（戸) （戸) （戸) （％) （人) （％) （戸) （％) （ha) （ha) （ha) （％)

Ａ－１ 49.3 17 16 16 （ 5.88) 3 18.75 3 18.75 12.52 19.58 17.64 40.89

Ａ－２ 48.7 16 16 13 （18.75) 0 0.00 0 0.00 14.86 19.16 17.27 16.22
沖積土壌

Ａ－３ 48.0 17 14 14 （17.65) 4 28.57 4 28.57 13.46 17.42 21.75 61.59

Ｂ 55.5 13 13 13 0.00 1 7.69 5 38.46 13.27 14.07 11.18（15.75)

Ｃ 54.6 21 20 20 （ 4.76) 2 10.00 6 30.00 11.93 15.57 15.98 33.95 中間土壌

Ｄ 51.9 18 18 16 （11.11) 8 50.00 3 18.75 14.68 14.77 16.68 13.62

類型１ 51.3 102 97 92 （ 9.80) 18 19.57 21 22.83 13.45 16.76 16.75 24.50

南幌町平均 52.8 395 389 353 （10.63) 38 10.76 82 23.23 11.74 13.97 13.80 17.56

地 区 本地面積
水稲作付
面積

転作面積
秋小麦作
付面積

野菜作
付面積

内キャ
ベツ作
付面積

水稲作
付面積
割合

転作率
秋小麦
作付面
積割合

野菜作
付面積
割合

キャベ
ツ作付
面積割合

作付体
系

地域対
応（法
人化)

位 置

（ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （％) （％) （％) （％) （％)

Ａ－１ 282.27 166.11 116.16 87.28 5.48 4.39 58.85 41.15 30.92 1.94 1.56

Ａ－２ 224.53 145.95 78.58 43.36 3.04 0.00 65.00 35.00 19.31 1.35 0.00

Ａ－３ 304.48 161.78 142.62 107.03 0.64 0.00 53.13 46.84 35.15 0.21 0.00

米麦一
毛作傾
向（水
稲＞秋
小麦)

（個 別
大規模
経営)

中央部～
南部Ｂ 145.31 94.23 51.08 38.71 1.28 0.00 64.85 35.15 26.64 0.88 0.00

Ｃ 319.57 163.21 156.36 128.39 9.28 3.88 51.07 48.93 40.18 2.90 1.21

Ｄ 266.85 164.95 101.90 80.39 5.41 0.00 61.81 38.19 30.13 2.03 0.00

類型１ 1,543.01 896.23 646.70 485.16 25.13 8.27 58.08 41.91 31.44 1.63 0.54

南幌町平均 5,060.08 2,606.97 2,452.82 1,489.05 233.43 110.86 51.52 48.47 29.43 4.61 2.19

資料：農林業センサス，南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.8)，同補足調査（2004.12）より作成。

作成。

注１：農家戸数には法人構成農家も入れている。

２：農家戸数とその増減率，１戸当たり平均面積とその増減率は構造変動が著しく変化する前の1995年

とその後著しく変化する2004年を比較している。

３：2004年の１戸当たり平均面積には，法人の面積は抜いている。
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ている。転作率は48.9％となっている。

Ｄ地区は16が営農している。経営主の平均年

齢は51歳とこの地域の平均年齢となっている。

後継者は８戸で確保されている。兼業戸数は３

戸で土木関係に従事している。離農跡地の受け

手など地域の担い手として目される農家は７戸

となっている。規模拡大状況（表2－7）をみる

と1990年以降上位７戸の農家を中心に規模拡

大が進んでいる。作付体系は水稲＋秋小麦を基

本に野菜となっている。転作率は38.2％となっ

ている。

大規模地域を構成する６地区の農業構造をみ

たが，共通してあげられることは，経営主の平

均年齢が若いことが１つにあげられる。その理

由として後継者に経営委譲されたことも要因１

つであろう。１戸当たりの経営面積も町内平均

よりも高く，全体的に規模拡大が進められてい

るといえる。農地の移動状況をみると，大規模

層が中心となって離農跡地を集積している。ま

た米価下落の下で資金調達の関係から購入ベー

スで進めたのを借入または公社経由に切り替え

る動きも見られ，依然として規模拡大の動きが

進んでいる。農地取得の特徴は，他の地区への

出作傾向がある。また隣接地を中心に取得して

いることから，畦畔撤去による圃場の大区画化

が行われている。さらに大型機械・施設の導入

も同時に行われることで，労働力の調達問題が

解消されるとともに，生産費の増加を抑えた効

表2－2 Ａ－1地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営主
年齢

後継者
の有無

兼業の
有無

地域の
担い手

離農の
予測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.12 60 ○38 ○ 34.3 41.4 54.4 54.3 58.6

No.６ 48 ○ 14.9 27.4 30.8 30.8 107.1

No.15 53 ○27 ○ 6.8 13.6 17.1 29.9 343.0

No.17 36 ○ 15.4 16.5 22.6 24.6 59.7

No.５ 41 10.6 11.5 19.6 19.5 83.7

No.３ 46 14.4 14.3 18.6 18.6 29.5

No.４ 48 11.8 9.9 16.6 16.6 40.8

No.１ 53 17.4 18.7 13.8 15.3 －11.8

個

人

営

農

No.９ 54 15.4 14.9 14.9 14.9 －3.6

No.８ 44 9.7 9.7 12.7 14.2 46.5

No.14 37 12.0 12.0 11.9 11.9 －0.3

No.13 62 ○ 9.4 9.4 9.4 9.4 0.0

No.11 60 ○ ○ 7.2 7.2 7.2 7.2 0.0

No.２ 57 ○ ○ 7.0 7.0 7.0 7.0 0.0

No.16 66 ○ 6.6 6.6 6.6 4.1 －38.1

No.７ 47 ○ ○ 4.0 4.0 4.0 4.0 0.0

離農 No.10 8.7 8.7 2.0 0.0 －100.0

平均年齢 51

平均経営面積 18

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注１：平均年齢および平均経営面積は2004年現在の数値。

２：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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率的な経営が実現されている。

次節では，大規模層の規模拡大過程の特徴に

ついて事例を用いてみていく。事例は鶴城地区

に入植したＳ氏農家と分家した一族を対象とす

る。Ｓ氏一族は分家後，各地区で規模拡大を進

め，その地区の上位層に位置している。Ｓ氏の

戦前から水田利用再編対策が始まるまでを整理

し分析した既存研究とあわせて，聞き取り調査

からの資料と1990年以降を中心に経営概況も

あわせて大規模層の規模拡大過程をみていく。

第３節 Ｓ氏一族経営展開とその特徴

１)入植から1970年代までの規模拡大の推

移

この節では南幌町の大規模経営の事例とし

て，Ｓ氏一族を取り上げ，各農家における規模

拡大過程をみていく。まず，既存の研究も含め

Ｓ氏一族の全体像についてみてみよう。黒澤（註

１）が戦前から1970年代まで経営概史を基に整

理したものがある。その整理を引用しながら聞

き取り調査資料と合わせてＳ氏の経営概史をみ

ていく。

表2－8は，Ｓ氏一族における戦前期から

1970年代後半までの家族構成，労働力，経営高

地，機械化などの経営概況を示している。Ｓ氏

一族は大正９年に新潟県より入植し，農地の購

入を繰り返し一貫して規模拡大を進めている

（註２）。その後も規模拡大を進め，1950年代か

ら1960年代にかけ13ha規模の経営が続いて

いる。この間に弟たちの分家用の土地が購入さ

れている（註３）。さらに規模拡大は進められ

表2－3 Ａ－2地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営主
年齢

後継者
の有無

兼業の
有無

地域の
担い手

離農の
予測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.３ 46 ○ 29.6 32.2 43.9 43.7 47.8

No.４ 50 ○ 12.2 20.1 20.0 33.3 173.6

No.16 41 ○ 13.4 18.5 26.5 26.5 97.9

No.11 41 ○ 10.2 12.9 24.0 24.0 136.1

No.13 54 ○ 7.7 11.1 22.1 21.8 184.4

No.15 42 7.6 6.8 17.4 18.5 144.5

個

人

営

農

No.８ 43 11.9 16.1 16.1 16.1 35.5

No.10 60 7.7 7.7 13.7 13.7 78.2

No.１ 56 11.9 11.9 11.9 11.9 0.0

No.14 48 6.3 12.1 10.5 10.5 65.7

No.５ 56 ○ 5.8 5.8 5.8 3.8 －34.4

No.６ 33 ○ 8.4 8.4 0.4 0.4 －94.9

No.７ ○ 9.0 9.0 9.0 0.2 －97.6

No.２ 64 ○ 7.4 7.4 7.4 0.0 －100.0離

農 No.９ 8.5 8.2 0.0 0.0 －100.0

No.12 12.2 10.5 10.9 0.0 －100.0

平均年齢 48

平均経営面積 17

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注１：平均年齢および平均経営面積は2004年現在の数値。

２：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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1975年には17ha，1978年には24haとなって

いる。

このような大面積の稲作を支えた労働力は５

～６人の家族労働力と，雇用労働力（年雇２～３

人）の思い切った導入によるものである。1960

年代前半の機械化の進展と生産組織化によって

漸次縮小傾向の方向をたどった。機械化（註４）

は一族内の「Ｓ生産組合」（註５）で対応してお

り，分散した各農家が地縁的関係によって４班

体制で構成されている。

生産組合は農作業の共同化による省力化と労

働ピークの解消，機械コストの低減を目指して

いた。発足当初の９戸の合計経営面積は180ha

（最小で14ha，最大で26ha）に達している。

この構成員の中には分家した５戸も含まれてお

り，分家以降，著しく経営面積を拡大させてい

る。また同じ地区での分家ではなく，町内各地

区に分散（註６）している。

この生産組合は，分家などによりその参加戸

数を増やし12戸となり1984年まで続いた。生

産組合の事実上の中止は，分家が増加して生産

組合全体での共同作業から地縁・兄弟間で編成

された班毎でその機能を継続したためである。

またその後，分家した農家を分本家として，そ

こを中心にその機能を継続したためである。そ

して1990年代後半から主要機械の個別装備が

表2－4 Ａ－3地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営主
年齢

後継者
の有無

兼業の
有無

地域の
担い手

離農の
予測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.４ 43 ○ 23.5 30.3 39.1 43.2 83.6

No.３ 61 ○40 ○ 33.0 38.4 42.7 42.4 28.5

No.８ 48 ○ 17.5 28.0 35.6 35.6 103.2

No.９ 55 ○25 ○ 8.3 16.4 30.8 32.8 296.0

No.11 58 ○24 ○ 16.2 16.2 23.2 27.9 71.9

No.12 42 ○ 16.3 25.8 29.4 27.9 71.2

No.１ 49 ○22 ○ 16.3 19.8 23.9 23.9 47.1

No.17 35 ○ 0.0 10.5 21.1 21.0 100.9

個

人

営

農

No.16 33 ○ 0.0 4.7 16.9 16.6 256.4

No.15 48 8.8 8.8 17.7 16.5 86.9

No.２ 46 11.5 13.1 13.9 13.9 20.5

No.７ 43 ○ 10.3 10.3 12.9 12.9 26.0

No.５ 53 ○ 11.1 10.8 10.8 10.8 －2.3

No.14 39 ○ 8.6 8.6 8.6 8.6 －1.0

No.６ 47 ○ 8.2 6.3 4.3 4.3 －47.5

No.13 61 ○ ○ 3.7 3.7 3.7 3.7 0.0

離農 No.10 4.5 3.0 1.8 0.0 －100.0

平均年齢 48

平均経営面積 23

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注１：農家No.16・17の増減率は95⇨04年の値。

２：平均年齢および平均経営面積は2004年現在の数値。

３：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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始まり生産組合はほぼ名称を残すのみとなっ

た。現在はその役割を終え，名称が残るだけ（註

７）となっている。

２)1990年以降の規模拡大の推移と経営概

況

Ｓ氏一族の規模拡大は依然として継続してお

り，1990年以降ではその速度を増している（表

2－9）。経営面積30ha以上に達しているのは

12戸中９戸で，さらに40ha以上に達している

のは６戸となっていることからＳ氏一族の規模

拡大が相当進んでいることが伺える。一族で最

小面積はＳ－2農家の16haで，最大面積は

Ｓ－12農家の56haである。Ｓ－2農家は2000

年に分家したばかりのため現在規模拡大途上に

ある。

つぎに現在における一族各農家の現状を見て

いこう。2004年の１戸当たりの平均経営面積は

39.6haと，1990年から14年間で約16ha拡大

しており，町平均（16.4ha）の2.4倍に相当す

る。また一族全体で町内面積5,060haの約1/

10の475haの面積を有している。その構成は

自作地が圧倒的に多く，購入で規模拡大を進め

てきたことが伺える（表2－10）。ただし，年次

を追ってみていくと，農地取得は購入から借入

そして公社事業の利用（1995年以降）へと変化

している。理由としては，1997年の米価下落を

契機に各地区で離農が多く発生し，その離農跡

地の集積を図ったためであろうと考えられる

（表2－11）。

Ｓ氏一族で現在営農しているのは12戸で，後

継者（予定者）がいるのは５戸である。労働力

構成は家族労働力が平均３名で経営主＋妻＋親

の組み合わせか経営主＋妻＋後継者の組み合わ

せが多い。また多くの雇用労働力を導入してい

表2－5 Ｂ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営主
年齢

後継者
の有無

兼業の
有無

地域の
担い手

離農の
予測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.７ 50 ○ ○ 30.6 45.1 55.5 55.4 81.0

No.６ 47 11.9 13.5 17.3 16.1 34.7

No.８ 53 8.7 10.2 13.1 13.1 51.6

No.10 42 11.4 11.4 11.4 11.4 0.0

No.３ 56 10.8 10.8 10.8 10.8 0.0

No.１ 53 11.3 11.3 9.7 9.6 －14.6

No.４ 61 4.6 4.6 9.5 9.5 105.6

個

人

営

農

No.11 52 7.4 7.4 7.4 7.4 0.0

No.９ 71 ○ 5.6 5.6 5.6 5.6 0.0

No.２ 54 ○ 11.6 11.0 3.3 3.3 －71.3

No.５ 42 ○ 11.8 10.3 3.3 2.2 －81.7

No.12 85 ○ 0.0 0.0 0.7 0.7 －

No.14 ○ 0.2 0.2 0.2 0.2 0.0

No.13 4.6 4.6 1.5 0.0 －100.0

平均年齢 56

平均経営面積 11

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～３）より作成。

注１：平均年齢および平均経営面積は2004年現在の数値。

２：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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る（表2－12）。

その内容として主に水稲の播種，田植，小豆

（島立て作業）の作業である。労働力の見通し

は，２戸で余裕を示すのみで，４戸で不足を残

り４戸で現状維持を示している。現状維持農家

においても見通しとしては不足することが予想

され，臨時雇用の増加で対応する意向を持って

いる（註８）。

また図2－1からＳ一族の農家分布と分家過

程をみると，旧本家（Ｓ－1）は類型１のＡ－3

地区に存在し，分家は他の地区（Ａ－1，Ａ－2，

Ｂ，Ｃ，Ｅ，Ｊ各地区）に多く見られる。これ

は旧本家が地区において規模拡大の余地がなく

なったために，分家が他の地区に移住して大規

模経営を達成しているということを示すもので

ある。

機械所有を表2－13からみると，トラクタで

は平均台数３台で，中には100PSを超えるク

ローラトラクタを保有しており，田植機では８

～10条植え，コンバインでは3.6mリール式と

表2－6 Ｃ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営主
年齢

後継者
の有無

兼業の
有無

地域の
担い手

離農の
予測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.16 52 ○ 27.5 31.5 56.4 56.6 105.9

No.５ 54 ○ 19.0 21.8 35.0 37.7 97.8

No.20 55 ○ ○ 21.6 32.1 32.1 32.1 48.6

No.９ 54 ○ 13.1 21.4 29.6 29.6 125.6

No.１ 54 ○ 16.0 17.3 25.6 25.6 60.3

No.７ 55 ○39 ○ 9.0 9.0 19.2 19.2 113.8

No.８ 54 9.4 9.4 14.0 14.0 48.4

No.４ 62 12.5 12.5 12.5 12.5 －0.1

No.12 64 10.2 10.2 11.0 11.0 8.7

No.17 52 ○ 10.7 9.3 9.3 9.3 －13.4

個

人

営

農

No.６ 65 ○ ○ 8.4 8.4 8.4 8.4 0.0

No.14 54 ○ ○ 8.4 8.4 8.4 8.4 0.0

No.11 51 ○ ○ 8.1 8.1 8.1 8.1 0.5

No.10 62 ○ ○ 10.4 10.4 7.7 7.7 －25.9

No.18 40 ○ ○ 10.8 7.6 7.6 7.6 －29.6

No.13 40 ○ ○ 7.4 7.3 7.3 7.3 －1.0

No.３ 62 ○ ○ 15.3 15.3 7.0 7.0 －54.1

No.21 34 ○ ○ 10.6 10.6 6.6 6.6 －37.7

No.２ 55 ○ ○ 5.6 5.6 5.6 5.6 0.0

No.15 71 ○ 5.2 5.2 5.2 5.2 0.0

離農 No.19 6.0 3.9 0.0 0.0 －100.0

平均年齢 54.5

平均経営面積 16

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注１：平均年齢および平均経営面積は2004年現在の数値。

２：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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いうように大型機械の存在を確認できる。また

乾燥機は平均５台で50石以上の性能の機種を

有している。各種主要機械の個人装備は，1990

年後半から2000年代当初にかけて各農家で順

次進められてきた。それ以前は前述したように，

トラクタを始め田植機，コンバイン，乾燥機も

生産組合の班単位で共同所有・共同利用を行っ

ていた。以後，個人装備が本格的に始まったこ

とを受け中止する方向性を示し，現在では一部

地縁および近似の兄弟の農家間で２戸共同のト

ラクタ共同所有を行っているのがみられる程度

である。

土地利用では転作率が48.1％（町平均

48.4％）であり，基本的には水稲＋秋小麦とい

う米麦一毛作（註９）である（表2－14）。また

最近では転作物の秋小麦の集中作付を見直し，

小豆を入れ始めている。

農業収入の内訳もこれに反映されたものと

なっており，2004年では平均3,800万円であっ

た（表2－15）。この水準は前年と比較すると低

下傾向示しており，それは米価低迷に起因する

ものである。農産物収入は水稲と秋小麦でほと

んどが占められている。また転作奨励金など補

助金を収入として位置づけている。

第４節 小 括

本章ではＳ氏一族を対象として大規模経営の

表2－7 Ｄ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営主
年齢

後継者
有無と
年齢

兼業の
有無

地域の
担い手

離農の
予測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.１ 53 ○ ○ 20.9 34.0 33.9 42.3 102.8

No.17 56 ○ ○ 16.8 20.5 31.1 37.3 122.6

No.６ 53 ○ ○ 24.4 30.6 30.3 30.3 24.1

No.18 52 14.7 20.8 20.8 24.6 67.6

No.４ 34 ○ ○ 8.5 12.7 12.7 20.0 135.9

No.12 42 ○ ○ 14.3 17.9 17.9 17.9 25.0

10

ha

以

上

No.９ 56 ○ ○ 8.8 8.8 14.7 14.6 65.9

No.２ 47 ○ ○ 7.2 8.3 8.3 12.9 80.7

No.14 61 12.1 12.1 12.1 12.1 0.0

No.７ 55 8.7 12.0 11.8 11.8 36.1

No.８ 50 11.2 11.2 11.2 11.2 0.0

No.10 40 ○ ○ 10.4 10.4 10.4 10.4 0.0

No.11 55 9.1 9.1 9.1 9.1 0.05～10
ha  No.３ 58 ○ 7.4 7.4 7.3 7.3 －1.4

No.５ 55 ○ ○ 12.5 12.5 3.3 3.3 －73.95ha
以下 No.13 45 ○ ○ 2.0 2.0 2.0 2.0 0.0

No.15 70 6.3 6.2 6.2 0.0 －100.0
離農

No.16 6.1 6.1 3.8 0.0 －100.0

平均年齢 51

平均経営面積 17

資料：農協資料および聞き取り調査（2004.12）より作成。

注１：平均年齢および平均経営面積は2004年現在の数値。

２：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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展開とその特徴を明らかにしてきた。その特徴

として，まず1980年代までの生産組合による主

要機械の共同所有と利用という機械化対応があ

る。これは機械の作業処理面積が個別面積より

も上回っていたことへの対応であり，無駄な投

資を抑える一方で農地購入のための資金を確保

することができた。

それによる規模拡大は１つの地区内での限界

を生み，他の地区への出作とともに分家の段階

で移住を迫られることとなった。また，大規模

表2－9 Ｓ氏一族における1990年以降の規模拡大過程（経営面積の推移) 単位：ha

農家番号 地区 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

s－１ Ａ－３ 33.0 33.0 33.0 38.4 38.4 38.4 38.4 42.7 42.7 42.7 42.7 42.4 42.4 42.4 42.4

s－２ Ｑ － － － － － － － － － － 16.9 16.9 16.6 16.6 16.6

s－３ Ｅ 26.2 31.6 31.6 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2 26.2

s－４ Ｅ 28.4 28.4 28.4 28.4 28.4 28.4 28.4 35.5 35.5 35.5 35.5 35.5 35.5 43.1 47.3

s－５ Ａ－１ 34.3 34.3 34.3 41.4 41.4 41.4 41.4 41.4 45.8 53.8 54.4 54.4 54.4 54.4 54.3

s－６ Ｃ 21.6 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 32.1 31.9 32.1 36.2

s－７ Ｂ 30.6 34.9 38.6 38.6 45.1 45.1 45.1 45.1 45.1 51.7 55.5 55.5 55.5 55.4 55.4

s－８ Ｊ 17.1 17.1 17.1 17.1 17.1 17.1 17.1 17.1 23.3 23.3 23.3 23.3 23.3 23.3 34.1

s－９ Ａ－１ 14.9 14.8 14.8 14.8 17.1 27.4 27.4 27.4 30.8 30.8 30.8 30.8 30.8 30.8 30.8

s－10 Ａ－３ 23.5 26.9 26.9 30.3 30.3 30.3 37.2 37.2 37.2 39.2 39.1 39.1 40.8 43.2 43.2

s－11 Ｅ － － － － 7.3 10.5 13.6 21.3 21.3 21.1 21.1 21.0 21.0 21.0 21.0

s－12 Ｃ 27.5 32.0 32.0 31.9 31.5 31.5 41.9 41.9 41.9 56.5 56.4 56.4 56.6 56.6 56.6

資料：南幌町農協資料および北海道立中央農業試験場資料より作成。

注１：s－2農家は2000年より，s－11農家は1994年より分家し新規就農している。

２：農家番号は前掲げ表2－1～2－7よりＳ氏一族のみ抽出し改めて農家番号を付した。

表2－10 Ｓ氏一族における経営面積と

土地の所有形態（2004年現在)

単位：ha

経営面積・所有形態

農家番号 地区 借 入 地
計 自作地

賃貸借 公社経由

s－１ Ａ－３ 42.4 37.2 0.0 5.2

s－２ Ｑ 16.6 16.6 0.0 0.0

s－３ Ｅ 26.2 24.9 1.3 0.0

s－４ Ｅ 47.3 35.5 4.3 7.6

s－５ Ａ－１ 54.3 44.1 0.0 10.2

s－６ Ｃ 36.2 32.0 4.2 0.0

s－７ Ｂ 55.4 55.4 0.0 0.0

s－８ Ｊ 34.1 17.3 2.3 14.6

s－９ Ａ－１ 30.8 27.4 0.0 3.5

s－10 Ａ－３ 43.2 39.0 2.4 1.8

s－11 Ｅ 32.4 21.0 11.4 0.0

s－12 Ｃ 56.6 44.4 0.0 12.2

合 計 475.6 394.8 25.8 55.1

１戸平均 39.6 32.9 2.2 4.6

資料：農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注：農家番号は前掲げ表2－1～2－7よりＳ氏一族

のみ抽出し改めて農家番号を付した。

表2－11 Ｓ氏一族における農地移動状況

(1990年以降の移動） 単位：ha

年 次

農家
番号

地区
90年～ 95年～ 00年～

面積
売買貸
借公社

面積
売買貸
借公社

面積
売買貸
借公社

s－１ Ａ－３ 5.21 借 4.21 借 5.21 公社

s－２ Ｑ 16.93 買

s－３ Ｅ
5.43
5.43

借
返却

s－４ Ｅ 7.09 借
7.09
7.60
4.25

買
公社
借

s－５ Ａ－１ 7.15 借
4.40
8.00

借
借

0.62 借

s－６ Ｃ 10.50 買 4.17 借

4.32 買 3.9 借

s－７ Ｂ 3.65 買 1.88 借 3.75 買
6.51 買 0.87 買

s－８ Ｊ 6.19 公社
8.52
2.30

公社
借

s－９ Ａ－１ 2.24 買 10.31 買 3.47 買

s－10 Ａ－３
3.37
3.41

買
買

6.85
1.98

公社
買

1.65
2.40

借
公社

3.20 買

s－11 Ｅ 3.17 買
7.72 買

s－12 Ｃ 4.46 公社 9.95 公社 14.62 公社

資料：南幌町農協資料および北海道立中央農業試

験場資料より作成。

注：農家番号は前掲げ表2－1～2－7よりＳ氏一族

のみ抽出し改めて農家番号を付した。
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化は機械の共同利用を困難なものとし，機械所

有の個別完結型経営が志向されるようになっ

た。そして，そのような機械所有形態の効率的

な利用のために米麦一毛作を基本とした土地利

用が行われている。その結果，経費が低く抑え

られ，健全な経営を維持している。

こうしたことが引いては後継者確保につな

がっており，さらなる規模拡大を志向するよう

になっている。このような大規模農家は地域の

農地占有率で重要な位置を占めていることが指

摘できる。そして，米価が低迷している近年に

おいては一層の経費節減が求められており，節

税対策としての１戸１法人化も模索される可能

性がある。

註

(註１)黒澤は［119］の中で，家族構成，労働

力，経営耕地，機械化などの経営の内部環境

を整理し，分析している。

(註２)初代は大正９年に新潟県より入植し，自

作地５haと小作地３haで畑作経営を開始し

たが，水害や燕麦・小豆の低収量に苦労して

いた。河川の改修工事完了の大正12年には燕

麦（４俵），小豆（２俵）にもなった。稲作に

対する希求が大きく昭和５年には馬耕・直播

で５haの開田をしているが，病害に悩まされ

ていた。その対策として泥炭地の粘土客土や

暗渠を実施した。昭和7,8年の大凶作も切り

抜け，同13年頃には入植時の借入金も完済し

表2－12 Ｓ氏一族における労働力構成，兼業と雇用労働力の有無

労働力構成 兼 業 臨時雇用労働力 労働力の見通し
農家
番号

地区 人
数 構 成 有無 内容 有無

人数
（延べ)

作 業 内 容 状 況 見通し

s－１ Ａ－３ 4
主40＋妻
38＋父65＋
母64

○ 除 ○ 63
播種，田植え，管理
作業

余裕 雇用増加

s－２ Ｑ － － － － － － － － －

s－３ Ｅ 2 主59＋妻58 × ○ 26 播種，田植え 維持 維持

s－４ Ｅ 2 主53＋妻52 ×

s－５ Ａ－１ 4
主38＋妻
36＋父60＋
母61

△ 除 ○ 62
播種，田植え，小豆
（島立て）

余裕 作業委託

s－６ Ｃ 2 主55＋後28 ○ スキー ○ 48 播種，田植え 維持 雇用増加

s－７ Ｂ 3
主50＋妻
49＋後24

× ○ 60
播種，田植え，小豆
（島立て）

維持 維持

s－８ Ｊ 3
主46＋妻
42＋後18

× ○ 49
播種，田植え，小豆
（島立て）

不足 雇用増加

s－９ Ａ－１ 3
主48＋父
74＋母74

○ 除 ○ 32
播種，田植え，小豆
（島立て）

不足 雇用増加

s－10 Ａ－３ 4
主43＋妻
45＋父70＋
母65

× ○ 5
播種，田植え（Ｓ－
11と共同）

不足 雇用増加

s－11 Ｅ 2 主35＋妻34 × ○ 104
播種，田植え（Ｓ－
10と共同），小豆（島
立て）

不足 雇用増加

s－12 Ｃ 5
主53＋妻
51＋後29＋
父80＋母76

× ○ 40
播種（Ｓ－5と共同），
田植え，小豆（島立
て）

維持 維持

資料：農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注１：労働力構成の数字は年齢を示す。

２：表中の記号は次の通りである。○有，×無，△以前。除は除雪を示す。

３：s－2農家は諸事情によりデータはなし。
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図2－1 Ｓ氏一族の地区分布と分家過程（本家から分家，分本家から分家)

資料：聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注：実線の矢印は旧本家より分家した過程を示す。点線の矢印は新本家より分家（Ｓ－２），または分本家よ

り分家（Ｓ－８，Ｓ－11）した過程を示す。

表2－13 Ｓ氏一族における機械保有状況とＳ生産組合との関わり

機 械
備 考

ト ラ ク タ 田 植 機 コンバイン 乾 燥 機 ドリル農家
番号

地区
個 人 共 同

個人対応開始時期
Ｓ生産組合と
の関わり
生産組合班台数 PS 台数 PS 台数 条 植 台数 刈 台数 石 台数

s－１ Ａ－３ 3
69，49，
24

2 140，85 1 ８条 1 3＊90 2 60，56 1 1996年以降個人対応 １班

s－２ Ｑ － － － － － － － － － － － １班

s－３ Ｅ 2 90，76 1 ８条 1 3
55，50
＊2

1 1998年以降個人対応 １班

s－４ Ｅ 2 150，90 1 ８条 1 １班

s－５ Ａ－１ 4
160，100，
75，30

1 ８条 1 3＊60 5 60＊4，50 1
1998年以降個人対応
（以前はＳ－12と共同）

３班

s－６ Ｃ 3
120，87，
79，70

1 ８条 1 3.6 4
60，50
＊3

1 ４班

s－７ Ｂ 5
115，79
＊2，45，
20

1 ８条 1 3.6 5 56＊4，32 1
2003年以降個人対応
（以前はＳ－８と共同）

２班

s－８ Ｊ 4
100，77，
32

1 76 1 ８条 1 4 60＊4 1
2003年以降個人対応
（以前はＳ－７と共同）

２班

s－９ Ａ－１ 3
160，73，
40

1 ６条 1 3 60 1 早期離脱

s－10 Ａ－３ 1 Ｓ－11と共同 ２班
4

160，90，
70＊2

2 ８条 2 5 50＊5
s－11 Ｅ 1 Ｓ－10と共同 ２班

s－12 Ｃ 3
160，90，
80

1 10条 1 3.6 6
60，50
＊5

1
1998年以降個人対応
（以前はＳ－５と共同）

３班

資料：農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注：s－2農家は調査未了によりデータはなし。
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ている。戦後の農地改革で３haの小作地解放

を受け８haの経営規模を達成している。

(註３)1949年，1953年，1960年に分家してい

る。分家も当初より５haを目処にした経営規

模でスタートしている。さらに弟たちの分家

の後は，その子供たちの分家が続く。1968年

には本家の次男に８ha，1976年には同三男に

10haの土地分与がなされている。

(註４)機械化は1962年に耕耘機（７PS），1963

年には耕耘機（15PS）を導入し，馬耕段階よ

り機械化を開始したのである。1970年代前半

には20PSのトラクタの導入，田植機の開

始，自脱コンバインの導入，1974年に76PS

のトラクタの導入と機械の大型化を進めてき

た。

(註５)「Ｓ生産組合」（親族・兄弟の９戸により

設立）を発足させている。生産組合は分散し

た各農家が地縁的関係により４班体制をと

り，育苗は全戸共同，耕起は各戸，田植・収

穫・乾燥・調製は班の共同作業となっている。

(註６)分散拡大した地区は第１章で類型化し

たように規模拡大を済ましている大規模地帯

に多く存在している。

(註７)一部，小麦播種のドリルを生産組合全体

で購入し，2004年時点で各戸１台ずつの配備

となっている。

(註８)不足する家族労働力をカバーするため

に，期間集中の大量の臨時雇用の投入や，機

械・施設の大型化を進めている。また事例で

述べた「生産組合」の果たした役割は大きい。

さらに機械・施設の大型化は生産力水準の高

さを示している。

(註９)作付体系においては「米麦一毛作」体系

と批判されながらも，労働力を集中させるよ

うな野菜作は取り入れていない。

第３章 大規模限界地域における離農の

多発と負債問題への対応

第１節 課題の設定

第３章では大規模限界地域（類型２）を対象

として取り上げる。大規模限界地域では過去10

年間において，劣悪な土壌条件とその各種事業

に起因する負債と，農業収入の低下によりその

負債の償還が困難なものとなっており，離農が

多発している。そのため負債問題への対応が地

域の課題となっており，法人化がすすめられた

地区もある。本章では，こうした状況を詳細に

みていきながら，負債問題の地域対応としての

法人化に関しても考察を行う。

表2－14 Ｓ氏一族における2004年度土地利用状況（作物別作付面積) 単位：ha，％

転 作 面 積
農家番号 地 区

経営
面積

水稲
面積

転作率
合 計 秋小麦 春小麦 地 力 大 豆 小 豆 花 卉 キャベツ その他

s－１ Ａ－３ 42.4 24.2 0.4 18.2 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

s－２ Ｑ 16.6 8.6 0.5 8.0 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

s－３ Ｅ 26.2 12.6 0.5 13.6 13.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2

s－４ Ｅ 47.3 17.9 0.6 25.2 23.1 0.0 0.1 0.1 1.9 0.0 0.0 0.0

s－５ Ａ－１ 54.3 22.4 0.6 31.9 27.2 0.0 0.2 0.1 4.3 0.0 0.0 0.0

s－６ Ｃ 36.2 12.8 0.6 19.2 17.7 0.0 1.5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

s－７ Ｂ 55.4 27.6 0.5 55.4 19.4 0.0 4.3 0.0 4.0 0.0 0.0 0.0

s－８ Ｊ 34.1 18.2 0.5 15.9 10.4 0.0 3.8 0.0 1.8 0.0 0.0 0.0

s－９ Ａ－１ 30.8 17.8 0.4 13.0 9.4 0.0 0.1 0.0 3.5 0.1 0.0 0.0

s－10 Ａ－３ 43.2 20.5 0.5 22.8 17.9 0.0 3.0 0.0 1.9 0.0 0.0 0.0

s－11 Ｅ 32.4 9.5 0.5 11.5 10.2 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0

s－12 Ｃ 56.6 26.6 0.5 30.0 27.3 0.0 0.0 0.0 1.8 0.0 0.5 0.0

合計 475.6 218.7 0.0 264.8 202.3 0.0 13.0 0.2 20.5 0.1 0.5 0.2

１戸当たり平均 43.2 19.9 0.5 24.1

資料：南幌町農協資料および北海道立中央農業試験場資料より作成。
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表
2－

15
Ｓ
氏
一
族
に
お
け
る
農
家
経
済
（
20
04
年
度
)

単
位
：
万
円

収
入

支
出

整
理

番
号

農
業
収
入
計

農
産

物
収

入
そ
の
他

収
入

農
業
支
出
計

借
入

残
高

受
託

収
入

転
作

奨
励
金

兼
業

収
入

種
苗
費

肥
料
費

農
薬
費

水
道
・

光
熱
・

動
力
費

小
作
料

元
利

償
還

20
04

年
度

20
03

年
度

計
水
稲

秋
小
麦

大
豆

小
豆

そ
の
他

20
04

年
度

20
03

年
度

イ
3,
22
1

2,
77
3

2,
25
3

2,
10
0

15
3

－
－

－
…

96
8

…
…

2,
70
2

2,
94
6

29
35
0

18
7

11
0

29
3

67
2

…

ロ
…

…
－

－
－

－
－

－
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

ハ
2,
50
0

2,
70
0

1,
85
0

1,
08
0

73
0

－
－

－
…

60
0

…
…

1,
60
0

1,
80
0

18
17
3

16
0

82
18

…
…

ニ
4,
70
0

…
3,
40
0

－
－

－
－

－
…

1,
30
0

…
…

3,
50
0

…
…

…
…

…
…

…
…

ホ
5,
60
0

6,
00
0

2,
20
0

－
－

－
－

－
…

1,
66
0

…
1,
80
0

3,
60
0

3,
60
0

76
32
0

37
0

14
0

…
60
0

6,
20
0

ヘ
3,
50
0

…
－

－
－

－
－

－
…

1,
01
0

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…

ト
6,
00
0

6,
80
0

4,
45
0

2,
40
0

1,
80
0

－
25
0

－
…

1,
40
0

…
…

4,
00
0

…
58

20
7

37
0

13
0

50
80
0

…

チ
3,
30
0

3,
50
0

2,
50
0

1,
60
0

70
0

－
20
0

－
…

80
0

…
…

2,
50
0

2,
20
0

50
25
0

25
0

10
0

50
0

26
0

…

リ
2,
66
0

…
2,
05
0

－
－

－
－

－
…

61
0

…
64
0

…
…

28
31
3

18
4

13
2

…
70
0

9,
00
0

ヌ
4,
60
0

4,
90
0

3,
60
0

－
－

－
－

－
…

1,
00
0

…
…

2,
80
0

…
…

…
…

…
…

40
0

…

ヲ
2,
00
0

…
1,
20
0

－
－

－
－

－
…

80
0

…
…

1,
20
0

…
55
0

…
40
0

6,
00
0

ワ
…

…
－

－
－

－
－

－
…

1,
54
7

…
…

…
…

…
…

…
…

…
73
4

…

資
料
：
農
家
聞
き
取
り
調
査
（
20
05
.2
～
3）

よ
り
作
成
。

注
１
：
整
理
番
号
は
，「

イ
，
ロ
，
ハ
…
」
と
し
，
前
掲
げ
の
一
連
の
表
番
号
と
は
連
動
し
な
い
。

２
：
農
業
収
入
計
と
農
業
支
出
計
の
20
03
年
度
は
参
考
。

３
：「

－
」
は
作
付
な
し
，「

…
」
は
デ
ー
タ
な
し
を
示
す
。

４
：
整
理
番
号
「
ロ
」
は
諸
事
情
に
よ
り
デ
ー
タ
は
な
し
。
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第２節 離農の多発と負債問題

１)大規模限界地域における農業状況

大規模限界地域（類型２）は，２地区（Ｅ，

Ｆ地区）で構成され，町内北部から北東部に位

置する。土壌条件は高位泥炭土壌が広く分布し

ている。この地域の農業動向をみてみよう（表

3－1）。

この地域の経営主平均年齢は47.9歳と町内

平均より低く，比較的若い経営主により構成さ

れている。農家戸数は，52戸（1995年）から42

戸（2004年）と19.2％の減少率を示している。

後継者の確保状況を見ると３戸でしか確保され

ておらず，若年層の労働力不足は危機的なもの

となっている。兼業戸数は６戸（14.3％）と低

く，この地域の専業地帯であることがうかがえ

る。

１戸当たりの平均経営面積は19.7haと

1995年（13.5ha）と比較して46.5％の増加率を

示している。地域全体の本地面積は840haの

内，水稲作付面積は296ha（35.2％），転作面積

544haで転作率64.8％と町内平均（48.5％）を

高く上回り町内で最も高い比率である。転作は

秋小麦が311ha（37％），野菜は25ha（３％）

となっており，野菜の中でキャベツが1.3％占

めている。これは次節以降で紹介する法人に

よって作付けられているためである。

２)各地区の農業状況

次に，この地域を構成する各地区の農業状況

を簡単に見ていこう（前掲表3－1，3－2，3－3）。

①Ｅ地区における農業状況

Ｅ地区（表3－2）の経営主の平均年齢は，45.3

歳と比較的若い。農家戸数は24戸（2004年）で

1995年（27戸）と比較すると11.1％の減少率を

示している。離農が多発しながらも農家戸数が

低い減少率を示しているのは，第２章でも紹介

したような規模拡大を進める農家の移住により

総体的に変化見られないためである。後継者は

３戸でしか確保されていない。兼業戸数は３戸

でおもに土木関係と冬場の除雪作業などであ

る。１戸当たりの平均経営面積は18haと1995

年（14ha）と比較すると23.5％の増加率を示し

ているこれは，地区内の高齢農家，小規模農家

や多額負債を抱えた農家の離農により，大量の

農地が放出され，それを地区の担い手となる農

表3－1 大規模限界地域（類型２）における各地区の農業状況

農 家 戸 数 増減率 １戸当たり平均経営面積 増減率

地 区
経営主
の平均
年齢

後継者
人数

確保
割合

兼業
戸数

兼業
割合

土壌分布

95年 00年 04年
95年⇨
04年

95年 00年 04年
95年⇨
04年

（戸) （戸) （戸) （％) （人) （％) （戸) （％) （ha) （ha) （ha) （％)

Ｅ 45.3 27 29 24 （11.11) 3 12.50 3 12.50 14.22 18.35 17.56 23.49 泥炭土壌

Ｆ 50.4 25 25 18 （28.00) 0 0.00 3 16.67 12.73 17.40 21.91 72.11

類型２ 47.9 52 54 42 （19.23) 3 7.14 6 14.29 13.48 17.88 19.74 46.46

南幌町平均 52.8 395 389 353 （10.63) 38 10.76 82 23.23 11.74 13.97 13.80 17.56

地 区
本地
面積

水稲作
付面積

転作
面積

秋小麦
作付
面積

野菜
作付
面積

内キャ
ベツ作
付面積

水稲作
付面積
割合

転作率
秋小麦
作付面
積割合

野菜作
付面積
割合

キャベ
ツ作付
面積割合

作付
体系

地域
対応

（法人化)

町内におけ
る地理的位
置

（ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （％) （％) （％) （％) （％)

Ｅ 445.33 159.56 285.77 174.46 17.14 4.83 35.83 64.17 39.18 3.85 1.08
米麦一
毛作傾
向（水
稲＜秋
小麦）

NOAH
北部～
北東部

Ｆ 394.32 136.13 258.19 136.55 7.72 6.47 34.52 65.48 34.63 1.96 1.64

類型２ 839.65 295.69 543.96 311.01 24.86 11.30 35.22 64.78 37.04 2.96 1.35

南幌町平均 5,060 2,607 2,453 1,489 233 111 52 48 29 5 2

資料：農林業センサス，南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.8)，同補足調査（2004.12)より作成。

注１：農家戸数には法人構成農家も入れている。

２：農家戸数とその増減率，１戸当たり平均面積とその増減率は構造変動が著しく変化する前の1995年

とその後著しく変化する2004年を比較している。

３：2004年の１戸当たり平均面積には，法人の面積は抜いている。
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家を中心に引き受けたことによるものである。

またこの地区は，積極的に規模拡大を志向する

農家が多く，1990年以降急速に拡大しており，

年々の平均面積を増加させている。転作率は

64.2％と非常に高く，作付体系を見ると米麦に

偏向している。また転作物は基本的に秋小麦が

中心であり，野菜などは近年その面積を増加さ

せているが微々たるものである。

この地区は，戦後開拓入植地区を含む戦後の

土地改良事業によって稲作経営が本格化した

が，土壌条件は高位泥炭地であり，町内でも最

劣等地であった。1980年代に顕在化した基盤整

備の農家負担問題が最も激しく浮き彫りになっ

た地区であり，土地利用は小麦の連作を主体と

する転作に傾斜し，多くの農家は兼業収入に依

存する行動を示した。

地区内では，1981年に圃場整備事業の完了を

まってMRCが設立されているが，新農構によ

表3－2 Ｅ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

５年毎の経営面積の推移（78年⇨04年)
農家
番号

経営
主の
年齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

地域
の担
い手

経営
規模の
傾向

経営面積
の増減率
(78年⇨03年)1978年 80 85 90 95 00 03 04

ｇ－１ 51 ○ ○ 拡大 0.0 0.0 0.0 20.8 31.1 45.7 45.6 法人化 118.7

ｇ－２ 42 ○ 拡大 16.5 16.5 16.5 20.7 30.4 30.3 30.2 法人化 83.5

ｇ－３ 49 ○ 拡大 0.0 0.0 0.0 11.3 17.7 18.7 18.7 法人化 66.1法

人

化

ｇ－４ 42 ○ 拡大 10.6 10.8 11.6 19.5 19.1 19.1 18.7 法人化 76.0

ｇ－５ 52 ○22 ○ 拡大 15.4 15.4 16.3 16.4 17.3 17.3 17.3 法人化 11.9

ｇ－６ 42 ○ 拡大 7.0 7.0 9.5 17.3 16.9 17.1 17.1 法人化 144.7

ｇ－７ 38 ○ 拡大 9.8 9.9 10.4 14.5 16.3 17.1 16.9 法人化 72.7

Ｉ－１ 53 ○24 ○ 拡大 0.0 0.0 0.0 28.4 28.4 35.5 43.1 43.1 51.5

Ｉ－２ 56 ○31 ○ 拡大 10.0 10.2 10.2 10.2 10.2 21.3 30.5 30.5 206.9

Ｉ－３ 51 拡大 8.5 8.7 12.1 24.6 28.2 28.0 27.9 29.1 243.9

Ｉ－４ 55 ○32 ○ 拡大 11.5 7.7 12.9 13.5 17.4 21.7 21.7 21.7 88.9

Ｉ－５ 35 ○ 拡大 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 21.1 21.0 21.0 100.9

Ｉ－６ 51 拡大 6.6 7.4 11.1 11.4 11.4 11.4 22.2 22.4 239.5

Ｉ－７ 63 拡大 13.9 13.9 14.4 14.4 14.4 14.4 14.4 14.5 3.7

Ｉ－８ 44 拡大 7.6 7.6 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 12.5 64.2

Ｉ－９ 56 拡大 7.0 7.0 11.5 11.4 11.4 11.4 11.4 11.4 64.6

個

人

営

農

Ｉ－10 59 拡大 1.4 1.5 1.5 1.6 3.4 3.4 3.4 3.4 133.3

Ｉ－11 57 － － － － － 18.0 18.0 18.0

Ｉ－12 － － － － － 0.1 0.1 0.1

Ｉ－13 64 － － － － － 13.7 7.3 7.3

Ｉ－14 58 － － － － － 26.2 26.2 26.2

Ｉ－15 － － － － － 0.1 0.1 0.1

Ｉ－16 － － － － － 7.6 離農

Ｉ－17 42 － － － － － 19.8 19.8 19.8

Ｉ－18 － － － 11.0 11.0 11.0 離農

Ｉ－19 － － － 8.7 8.7 8.7 離農

平均年齢 45

平均経営面積 18

資料：北海道立中央農業試験場データより作成。

注１：Ｅ地区は数度の振興組合合併を行い現在の地区に至っている。1987年に北幌・中樹林の合併，1999年

に晩翠江南，2000年に６区を統合している。

２：経営面積の増減率は，現在の栄進地区にて営農を開始した年から算出している。但し５年後との数値

なので記載されている年次で算出したため若干数値にズレがあることに注意。

３：g－1，g－３農家，I－1，I－18，I－19農家は1990年より振興組合の再編に伴い，Ｅ地区の農家となっ

ている。

４：I－5農家は1994年本家より分家し，Ｅ地区の農家となっている。

５：I－10～I－17農家は2000年より振興組合の再編に伴い，Ｅ地区の農家となっている。
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る事業導入を急ぐあまりに合意形成が図られ

ず，当初予定の全戸230ha規模は達成されず，

13戸140ha規模での出発となった。参加農家

は，既存の防除組織や農事組合の班とも一致し

ておらず，農協による強い誘導によって設立が

図られたということができる。この意味では，

中流域の旧開集落に見られたような合意形成や

経営転換への意欲は伺われないのである。

②Ｆ地区における農業状況

Ｆ地区（表3－3）の経営主の平均年齢は，50.4

歳と比較的若い。農家戸数は18戸（2004年）で

1995年（25戸）と比較すると28％の減少率を示

している。離農が多発していることがうかがえ

る。後継者は全く確保されておらず，地区内に

おける若年層の労働力不足は危機的である。兼

業戸数は３戸で主に土木関係と冬場の除雪作業

などである。１戸当たりの平均経営面積は22

haと1995年（13ha）と比較すると72.1％と非

常に高い増加率を示している。このことは，上

述のＥ地区と同様に，Ｆ地区内の高齢農家，小

規模農家や多額負債を抱えた農家の離農によ

り，大量の農地が放出され，それを地区の担い

表3－3 Ｆ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

現在の状況
将来予測

（５年以内)
経 営 面 積 の 推 移

農家
番号

経営
主年
齢

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

1990年
経営面
積

1995年 2000年 2004年 経営面積
の増減率
（90年 ⇨
04年）

No.14 54 ○ 34.8 38.5 66.2 67.4 93.7

No.24 52 ○ 11.4 19.6 24.2 35.1 208.1

No.17 39 ○ 24.4 34.0 34.0 33.4 36.5

No.12 53 ○ 7.9 7.9 15.5 26.3 233.0

No.８ 52 ○ 12.3 14.3 23.8 26.0 112.6

No.11 52 ○ 10.0 10.0 13.7 22.2 121.7

No.15 45 ○ 12.5 12.4 20.4 20.3 62.6

No.22 43 ○ 8.6 8.6 20.1 20.1 134.3

No.13 56 11.0 11.0 14.1 19.9 80.1

個

人

営

農

No.７ 49 8.3 9.7 18.5 18.4 120.8

No.23 49 11.3 11.3 17.9 17.8 57.9

No.２ 52 9.5 14.3 17.4 17.4 82.6

No.18 47 12.6 12.5 15.3 15.3 21.5

No.10 56 14.6 14.4 14.2 14.0 －3.6

No.20 47 15.3 13.0 13.0 13.0 －15.1

No.21 61 11.8 11.8 11.8 11.8 0.0

No.３ 48 ○ 13.0 13.0 12.9 8.2 －36.6

No.１ 53 ○ 7.8 7.8 7.8 7.7 －1.2

No.４ 02年 4.0 4.0 4.0

No.５ 02年 11.1 7.7 7.7

No.６ 02年 8.6 8.6 8.5非
農
家

離
農
・
土
地
持
ち

No.９ 03年 10.8 10.8 10.8

No.16 03年 12.2 12.1 6.3

No.19 03年 15.9 15.8 7.8

No.25 03年 11.2 11.2 10.9

平均年齢 50.4

平均経営面積 22

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有

無と聞き取りから将来的な意向に基づいている。

北海道大学大学院農学研究院邦文紀要 第29巻 第1号82



手となる８戸を中心に引き受けたことによるも

のである。またこの地区は，積極的に規模拡大

を志向する農家が多い。また転作率が65.5％と

非常に高く，全面転作を実施する農家が存在し

ている。それは経営の安定化を大面積によって

図ろうとする営農の考え方によるものである。

そのため1990年以降，その平均経営面積を急速

に増加させている。作付体系を見ると米麦に偏

向し秋小麦の比率が高い。野菜なども取り入れ

ているが微々たるもので，複合化や集約化とは

著しくかけ離れた作付体系である。

以上のように，この地域の特徴としてあげら

れることは，1970年時点で両地区合わせて146

戸の農家が存在していたが，1995年には52戸

と半数以下まで減少している。さらに2004年で

は42戸となったように急速的な離農が多発し

ていることである。また経営主の平均年齢は，

もともと高齢農家が大多数でそれらが離農し，

結果として経営主が若返っている。特にＥ地区

での戸数減少は著しく，地区の機能を維持存続

される目的から，数回に亘り地区の統合（註１）

を経て現在に至っているほどである。

特殊土壌である高位泥炭土壌の土地改良は連

続して行われており，1970～1987年まで続いた

各種事業（註２）による負担金は，10a当たり

20万円近くとなり，かんぱい事業の負担金を加

えると年間償還額250万円を超える水準となっ

ている。これに個別の区画整理費や農地購入費，

機械購入費などの負債に加え，米価の下落とと

もに負債問題として深刻さが増している。

こうした負債問題の対応として，Ｅ地区では

法人化によって対応することになった。そして

2004年に農業生産法人㈲NOAHが設立され

ている。次節では，地域農業の対応として設立

された法人の設立経緯をはじめ，経営状況そし

て地域農業における位置づけを見ていく。

第３節 負債問題の対応としての法人化

１)法人設立の背景

その契機は従来の負債償還圧（表3－4）に加

え，国営農地再編事業の償還時期が目前に迫っ

ており，それに伴って離農が発生しても農地を

引き受けることができる農家は存在せず，南幌

町で初めて遊休農地が発生する恐れが強まっ

た。遊休農地の発生は地価の下落とともに担保

評価額も下落させるため，そこで初めて負債超

過となる農家が出現するといった，いわば負の

連鎖に陥ることが予想された。このような問題

は個人で解決できるものではなく，地域として

の対応が必要であるという農協および地域の農

家の考えから法人化が行われる運びとなった。

また川向地区においても法人化が模索された

が，地区内の合意形成には至らず，法人化は断

念されている。

２)法人化前における構成員農家の経営

法人化以前の構成員について整理すると以下

の通りである。表3－5が示すようにNOAHの

構成員は平均年齢が45.1歳と比較的若い農家

で構成されている。兼業はほとんど農家で行わ

れており，主に土木関係や冬場の除雪関係に従

事していた。労働力は専ら家族労働力（経営主＋

妻または親）に依拠し，平均２人の労働力しか

なかった。そのため労働力の見通しとして全体

的に不足感を持っていた。後継者の確保状況は

２戸のみである。

７戸の平均23haで最大は45ha（g－1），最

小は16ha（g－7）となっていた（表3－6）。土

地の所有形態を見ると圧倒的に自作地で若干公

社経由の借入地が見られる。このことは規模拡

大過程（表3－7）で見られるとおり，継続的に

土地を購入していったためである。全体的に積

表3－4 ㈲NOAHにおける構成員の

法人参加前の負債圧の状況

農家番号 法人化参加への契機として負債圧状況

イ ほとんどなし

ロ ほとんどなし

ハ 年700万円ほどの償還負担があった。

ニ 土地取得に伴う負債問題を抱える。

ホ
経営が成り立たないほど負債圧があっ
た。

ヘ
経営収支が成立せず，年500万円の償還
負担があった。

ト ほとんどなし

資料：聞き取り調査（2004.3）と同補足調査

（2004.12）より作成。

注：農家番号はプライバシー保護の観点より，前掲

げの表の農家番号とは連動していない。また，

掲載に関しては当該法人より許可を得ている。
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極的な規模拡大が見られ，とくに1990年代に入

りその件数と面積は増加している。

表3－8から土地利用をみると g－1農家に

て転作率100％のいわゆる全面転作が実施さ

れ，その作付のほとんどを秋小麦で占めている

のをはじめ，転作率は町内平均を上回っている

のが確認できる。基本的な作付体系は，米麦に

偏向しており，豆類のほか野菜が小面積で導入

されていた。また圃場整備事業による休耕措置

で地力作物（燕麦）が多く見られる。また水稲

は反収水準にも変化は無く，良質米生産への取

り組みなどは特に行われていない（表3－9）。

さらに一部直接販売を実施していた農家で

は，法人化の５年前ぐらいより野菜の作付が始

められていた（表3－10）。土地利用の方式とし

て基本的に転作田を固定化している（表3－

11）。

機械装備の状況を表3－12からみると，トラ

クタの台数が平均３台ほどで中には５台も保有

している農家（g－1）もある。また性能は大型

化しておりほとんどの農家で100PSを超える

トラクタを装備している。田植機も８条植え，

コンバインはリール式なども装備し，全体的に

複数台，大型化という特徴が見られる。また法

人化以前より設置されている中樹林利用組合の

MRCやコンバインなども利用されている。

法人化への参加理由と評価（表3－13）をみる

と，そのほとんどが個別的な事情によるもので，

高齢化による労働力不足の解消や経費削減，そ

して負債問題の解消というものであった。また

メリットとして共同経営，共同作業を通じて販

売ルート（商系へ）の拡大と新規事業の創出な

ど市場の多様化に対応が可能になることなどが

あげられた。

表3－5 ㈲NOAHにおける構成員農家の性格

労働力構成 兼 業

番号 年齢
経営面積
(ａ)

雇用労
働力状
況

労働力
の見通
し

人
数 内 訳 有無 業種 後継者

g－1 51 4,558 2
主(55)＋妻
(51)

○ 土 × ○

g－2 42 3,023 3
主(42)＋妻
(38)＋母(66)

× 未定 ○

g－3 49 1,872 2
主(49)＋妻
(44)

○ 土 未定

g－4 42 1,866 1 主(42) ○ 土 ○長男

g－5 52 1,727 1 主(52) ○
土，
除

○長男

g－6 42 1,713 3
主(42)＋父
(72)＋母(70)

△
土，
除

未定

g－7 38 1,692 2
主(37)＋父
(65)

○
設，
除

× × ○

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より作成。

注：兼業業種で「土」は土建関係，「除」は除雪関係，「設」は設備関係を示す。

表3－6 ㈲NOAHにおける法人化前の

構成員の土地所有状況（2003年)

単位：ha

番号 所有形態（2003年現在) 圃場数

経営
面積

自作地 借入地
うち公
社経由

貸付地
団地
数

枚数

g－1 45.6 44.6 0.0 0.0 0.0 3 21

g－2 30.2 25.3 4.9 4.2 0.0 2 31

g－3 23.2 23.0 0.0 0.0 0.0 3 22

g－4 18.7 18.7 0.0 5.4 0.0 4 16

g－5 17.3 17.3 0.0 0.0 0.0 2 10

g－6 17.1 17.1 0.0 7.7 0.0 1 12

g－7 16.9 16.9 0.0 0.0 0.0 3 23

資料：聞き取り調査（2004.8）より作成。
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表3－7 ㈲NOAHにおける構成員農家の規模拡大の経過 単位：ha

土 地 移 動 状 況

番号
年 面 積

売買貸借
公社の別

貸借・公
社の契約
年数

価格・小作
料（10aあ
たり）

相手の理由

g－1 1919 8.00 買

1951 1.50 買

1962 4.00 買

1975 5.00 買

1988 4.20 公社

1991 5.00 買 離農

1998 4.89 借 10年

g－2 1960 2.00 買

1975 2.00 公社 80万円

1975 0.00 買 30万円 離農

1993 5.38 公社 ３年 41万円 離農

1994 2.16 買 40万円

g－3 1990 20.00 買

1992 12.09 買 60万円 離農

1998 12.57 買 50万円 離農

g－4 1989 5.45 買 56万円 離農

1998 0.95
借（2000
年に買）

46万円
圃場整備事業によ
り手放す

g－5 1977 3.50 買 73万円

1981 2.25 買 12万円

0.50 売 堤防建設用地

1988 9.70 買 64，12万円 本家の離農

g－6 1989 7.73 公社 ５年 55万円 離農

g－7 1981 5.85 買 86万円 家族が営農できず

1998 0.89 買 55万円

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より作成。

表3－8 ㈲NOAHにおける法人参加前の構成員農家の土地利用（作付）状況

単位：ha，％

農家
番号

経営面積 水稲面積 転作面積 転作率 秋小麦 地力 大豆 小豆 その他

g－1 45.6 0.0 45.6 100.0 34.3 7.0 0.0 4.3 0.0

g－2 30.2 8.6 21.7 71.7 15.1 4.1 1.9 0.0 0.6

g－3 18.7 11.0 7.7 41.3 4.4 0.8 2.1 0.0 0.5

g－4 18.7 5.4 13.2 71 9.1 0.8 2.6 0.7 0.0

g－5 17.3 9.0 8.3 48.2 1.2 7.1 0.0 0.0 0.0

g－6 17.1 9.7 7.4 43.2 7.0 0.0 0.0 0.4 0.0

g－7 16.9 8.7 8.2 48.4 5.0 0.2 0.9 2.1 0.0

資料：2004年聞き取り調査より作成。
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３)法人化以降の経営展開

つぎに法人化後の経営展開についてみてみよ

う。NOAHは，MRCの共同利用を目的とした

中樹林生産組合を母体としており，７戸で構成

する法人である。組織機構は機械・施設部，生

産部，総務部の３部で構成されており，生産部

では蔬菜部門，キャベツ部門，水稲部門，豆類

部門の４つの部門がある（図3－1）。中でも蔬菜

部門とキャベツ部門は注目に値し，米麦一毛作

地帯における新たな取り組みであるということ

ができる。この点は法人参加の農家でも多様な

農産物を生産することができるようになったと

して評価している（前掲表3－13）。

法人の労働力構成（表3－14）は役員である構

成員７名，従業員として妻たちや親，後継者が７

名有している。その他に個人営農時代の臨時雇用

を引き継ぎ，他に人材派遣会社，NPO法人（札

幌市）から臨時雇用を入れている。この点では法

人化以前と比べ労働力不足は解消されている。

農地については，法人が構成員より借入れし

ているのを基本とし，その他に構成員がそれぞ

れ公社経由での借入地や構成員外との借入地を

表3－9 ㈲NOAHにおける法人参加前の構成員農家の土地利用状況（2003年)

単位：ha

番号 土地利用の状況（水稲) 水田利用方式

経営
面積

水稲
面積

品種構成
反収水準
の変化

良質米生産への取組 方 式 理 由

g－1 45.6 0.0 変化なし 転作田固定
米のタンパ
ク値を考慮

g－2 30.2 8.6 変化なし 特になし

g－3 18.7 11.0 変化なし 特になし

g－4 18.7 5.4 Ｋ，Ｎ 変化なし 特になし

g－5 17.3 8.9 変化なし
負債償還のために，
まず，収量を確保し
ないとならない

転作田固定

g－6 17.1 9.7 Ｋ，Ｈ 変化なし 特になし 転作田固定

g－7 16.9 8.7 変化なし 特になし 田畑輪換

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より

注：品種構成での標記は以下の通りである。Ｋきらら397，Ｈほしのゆめ，Ｎななつぼしを示す。

表3－10 ㈲NOAHにおける法人参加前の構成員農家の土地利用の状況

単位：ha，％

番号 土地利用の状況（転作田)
輪作体系
作付順序転作

面積
転作
率

小麦の
反収

野菜作導入の経過（導入年，理由)

g－1 45.6 100
小麦⇨小豆⇨
小麦

g－2 21.7 72
Ｈ11年より。現在はカボチャ，ス
イートコーン，アスパラ

g－3 7.7 41
Ｈ13よりカボチャ，スイートコーン，
ミニトマト。Ｈ15よりアスパラ。

g－4 13.2 71 ミニトマト（Ｈ15）
大豆⇨小麦
（⇨地力）

g－5 8.4 48 麦中心の輪作

g－6 7.4 43 1.5t
 

g－7 8.2 48
水稲⇨秋小麦
（⇨小豆）

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より作成。
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名義変更して法人が借り入れる構造である（表

3－15）。小作料は田で13,000円/10a，畑で

3,000円/10aとしている。その根拠は町内の標

準小作料に準拠し，また所得分配における計算

の簡略化を図るためとされている。法人化後の

作付（表3－16）は，法人化１年目は米麦に偏向

しているが，２年目以降には豆類の減少とキャ

ベツ，かぼちゃやスイートコーンを中心とした

野菜の面積を増やしている。このことは米麦偏

向の作付から脱し，法人化することで集約化部

門に労働力を配置させることが可能となり，収

益性の高い作物を取り入れていくことをうかが

わせるものである。

各農家で大量に装備していた機械や施設（表

3－17）はそのほとんどを法人へ貸付し，法人は

そのリース料を構成員に支払う形態をとり，効

率的運用を図っている。機械の更新時期に合わ

せてその総台数を減らし，一方で大型化を目指

している。

また表3－18の農産物の販売状況をみると，

米はその７割は農協を通して販売されており，

他に商系を通じての販売がなされている。また

商系への販売は，野菜などを中心にしており，

表3－12 ㈲NOAHにおける法人参加前の構成員農家の機械所有と利用組合など参加状況

機械所有状況（2003年現在) 利用組合の状況

個人（台数，性能) 共同
番号

経営
面積
（ha)

地域 組合名 機械 戸数
TR 馬力 RP 条植 CB 刈 乾燥機 石数

防除
関係

g－1 45.6 5

145，
100，
75，40，
33

1
８条植
マット

1 4m幅
Ｈ，

BS
晩翠暁

暁機械
利用組
合

TR（5
台），

CB（５
台），
ロータ
リ

12戸

g－2 30.2 2 30，63 1
８条植
ポット

g－3 18.7 3
160，
50，47

1
８条植
ポット

3
４条刈
＊2
５条

2
50，
70石

生産組
合

CB，
乾燥機

g－4 18.7 3
165，
60，40

1 ８条植 BS 中樹林
中樹林
利用組
合

CB ８戸

g－5 17.3 3
63＊2，
65

2
２条植
８条植

防，BS 中樹林
中樹林
利用組
合

収穫，
乾燥調
製

g－6 17.1 3
160，
40，30

1 ６条植 1 ６条刈 3
60，
40，
32石

BS

 

g－7 16.9 4
105，
76，60，
30

1 ８条植 2
20石
＊2

自BS
生産組
合

乾燥機

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より作成。

注１：表中の個人所有機械欄でTRはトラクタ，RPは田植機，CBはコンバインを示す。

２：表中の防除，共同の項目において，Ｈはヘリ，BSはブームスプレイヤー，防は防除機，自Ｂは自走ブー

ムスプレイヤーを示す。

表3－11 ㈲NOAHにおける法人参加前の

構成員農家の土地利用（水田利用)

水田利用方式
番号 輪作体系作付順序

方式 理由

g－1

畑作輪換（水稲

作付時は転作田

固定）

転作田固定⇨米

のタンパクを考

慮

小麦⇨小豆⇨小麦

g－2 － － －

g－3 － － －

g－4 － － 大豆⇨小麦(⇨地力)

g－5 転作田固定 － 麦中心の輪作

g－6 転作田固定

水田から畑にし

てもいいものが

穫れない

－

g－7 田畑輪換 － 水稲⇨秋小麦(⇨小豆)

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査よ

り作成。

注：「－」はデータなし。
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このことは決して農協離れを意味することでは

なく，収益性の高いものに関しては商系を利用

する方針である。

NOAHは，法人設立後においても農協との

連携体制を維持しながら，地域農業の問題を解

決しようと対応している。その結果として，参

加した構成員の所得確保と借入金の返済（表

3－19）が滞ることなく進んでおり法人化の効果

が上がっているということができる。しかし，

今後において離農による農地の放出が本格的に

なることから，農地の受け手として機能できる

かどうか，法人経営の安定とともに十分な対策

が必要とされている。

第４節 小 括

本章では，大規模限界地域における離農の多

発と負債問題を詳細にみていきながら，その地

表3－13 ㈲NOAHにおける構成員農家の法人への参加理由および評価

単位：ha

法人参加の理由 法人化参加理由，評価など
番号 年齢

経営
面積 個別的事情 メリット

g－1 55 45.6 本人の加齢と労働力不足 －

g－2 42 30.2
加入による経費削減や農地，機
械の貸し出しによる収入

個人より集団で販売したほう
が信用されるし，販売ルート
の拡大と多様化に対応でき
る。

g－3 42 23.2
個人では多用な作物を作れな
い。

－

g－4 49 18.7
負債問題により家計のやりくり
が困難となる。外への働き口が
狭まっていた。

－

g－5 52 17.3
個人経営が苦しかったことと，
ちょうどトラクターや田植機の
更新の時期だったこと

－

g－6 42 17.1
負債圧が高まり，個別経営での
営農の継続が困難だったため

－

g－7 37 16.9 労働力（一人）に限界を感じる 集団での対応が可能

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より

図3－1 ㈲NOAH機構図

資料：聞き取り調査（2004.3）および法人資料より作成。
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域対応としての法人化に関しても考察を行って

きた。

大規模限界地域では負債問題と離農の多発が

相互に関係し合って負の連鎖に陥りやすいとい

う特徴がある。これは地域の農家にとっても個

人では解決できない大問題であるが，資金を融

資している側の農協にとっても死活問題となり

かねない。Ｅ地区ではまさにこの問題が発生す

る直前となり，地域の農家と農協の考えが合致

する形で法人NOAHが設立された。

法人設立後における各構成員の負債償還の状

況は順調であり，負債問題への地域対応として

の法人化はひとまず有効に機能しているという

こができる。ただし，更なる離農の本格化が予

想されるため，法人は農地の受け手となって機

能していかなければならなくなる。そのために

は前提として法人経営の安定が必要であり，負

債対応としてだけではなく，新たな事業に取り

組んでいく必要がある。

註

(註１)Ｅ地区は元々３地区の統合再編で誕生

表3－14 ㈲NOAHにおける労働力構成（2004年度)

番号 法人内役職
出資金の有
無

冬場の兼業 給与 備考

g－1 代表取締役・専務 ○20口 ○土

g－2 代表取締役・社長 ○30口 ×

g－3 取締役 ○12口 ○土

g－4 取締役・総務部長 ○12口 ○土

役員報酬＋
小作料＋機
械 施 設 の
リース料g－5 取締役・施設機械部長 ○12口 ○土，除

g－6 取締役 ○12口 △土，除

g－7 取締役・生産部長 ○12口 ○設，除

g－1妻

g－2妻

g－3妻
従業員

31.5万 円/
月g－4妻

g－5息子

g－7父

2005年から
新規採用

従業員 20万円/月
35歳男性構成員外か
ら。元農家。

パート種類 人数 作業内容と給与 備考

臨時雇用
（固定)

８名
ハウス収穫作業：長ネギ780/時円，
キャベツ900円/時，蔬菜900円/時 g－2より引継ぎ

臨時雇用
（流動的)

３名（町内外の奥さん） 草取り930円/時

臨時雇用
（人材派遣)

３～４名（女性）
野菜の収穫：850円/時
人材派遣会社ワークアシストより 2004年の実績（2005年

以降も継続予定）臨時雇用
（NPO法人より)

数名
ハウス，移植，収穫
2,500円/月（安価な賃金が採用理由）

資料：聞き取り調査（2004.3），同補足調査（2004.12）より作成。

注１：出資金は１口５万円となっている。

２：冬場の兼業は，それぞれ個人対応となっている。土は土木，除は除雪，設は設備関係を示す。

３：臨時雇用で人材派遣会社からとNPO法人からの雇用は，2005年より恒常的に採用する。

４：NPO法人からの臨時雇用は，町内の生産法人㈲なんぽろ風蔵の紹介で主に札幌方面から都市住民の

退職者を採用している。
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し，その後さらに１地区が加わり現在の姿と

なっている。

(註２)高位泥炭地の土地改良は連続して行わ

れ，送泥客土，軌道客土を皮切りに，団体営

暗渠事業（1970～73年），道営客土事業

（1971～75年），道営かんぱい事業（1971～86

年），そして1978年から87年までの道営圃場

整備事業が続くのである。この最後の圃場整

備事業負担金は，10a当たり20万円近くと

なり，かんぱい事業の負担金を加えると年間

償還額は250万円を超える水準となってい

る。

第４章 中規模地域における集約化の

進展と集団的対応

第１節 課 題

第４章では，中規模地域（類型３）である３

地区（Ｇ，Ｈ，Ｉ地区）を取り上げる。この地

域は規模拡大が制約される中で，早期より野菜

作が盛んで，とりわけキャベツの導入は町内で

最も進んでおり，作付面積も南幌町最高であり

集約が進展していた。しかし，高齢化の進展や

後継者不足を背景に，地域の担い手としての法

人化が模索された。そこで本章では集約化の進

展と地域における集団的対応を見ていく。

第２節 集約部門の導入と高齢化問題

１）中規模地域の農業状況

中規模地域（類型３）は３地区（Ｇ，Ｈ，Ｉ

地区）からなる。本地域の土壌条件は，旧夕張

川に接しており沖積土壌を中心としており，そ

のため戦前からの開発が進められている。離農

が少なかったことにより中規模地帯を形成して

きた。１戸当たり経営面積は比較的小規模であ

るが，有利な土壌条件により水稲を中心とした

作付体系を持ち，農家の定着率も高かった。ま

た，古くから共同作業なども行われており，さ

らに機械化の進展に伴い個別で装備を進めるよ

りも複数戸（４戸程度）で共同所有・利用を図っ

てきた。

道営圃場整備事業が1973年から開始される

など，比較的早期に実施されたため，土地改良

区負担金問題もなく，第２次構造改善事業の実

施により各地区で機械の共同利用する組合が発

足し，Ｇ地区においても４つの生産組合が設立

され，現在においても一部継続している。また

水稲にこだわりを持ちつつも生産調整実施以降

は，転作対応として野菜に取組み始めている。

MRC設置は町内でも早く行われ，高品質米作

りを比較的早い段階から実施している。

中規模地域（類型３）の農業状況を見てみよ

う（表4－1）。経営主の年齢は53.1歳と割合高

表3－16 ㈲NOAHにおける作付面積

単位：ha

2004 2005（予定)

水稲 44.3 水稲 50.0

秋小麦 72.3 秋小麦 71.8

大豆 20.3 大豆 16.0

小豆 17.5 小豆 15.8

地力 0.1 地力 1.4

キャベツ 4.4 キャベツ 4.9

長ネギ 3.4 キャベツ（麦後） 1.2

かぼちゃ 2.1 長ネギ 3.4

大根 0.4 かぼちゃ 3.2

アスパラ 0.4 スイートコーン 4.3

スイートコーン 0.7 その他野菜 1.0

その他野菜 1.1 調整水田 0.6

調整水田 0.6 0.0

合計 167.5 合計 173.5

資料：聞き取り調査（2004.3），同補足調査（2004.

12）より作成。

注：2005年の作付面積は2004年12月時点での予

定である。

表3－15 ㈲NOAHにおける土地所有構造

(2004年現在)

所有分類
農家
番号

面積
（ha)

地区 小作料/10a 備 考

g－1 45.6

g－2 30.2

g－3 23.2
借入地

（構成員)
g－4 18.7 Ｅ

田：13,000円/
10a
畑：3,000円/
10a g－5 17.3

g－6 17.1

g－7 16.9

小 計 0.0

借入地
（公社中間保有)

5.0

借入地
（構成員外)

5.8 13,000円/10a

中樹林生産
組合元構成
員（離農）

合 計 179.8

資料：聞き取り補足調査（2004.12）より作成。
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く，Ｈ地区では56.7歳に達する。農家戸数は，

103戸（1995年）から99戸（2004年）と3.9％

減少と，町内では最も減少率が少ない。以前は

兼業も盛んであったが最近ではそれほど高い率

は示していない（13.1％，町平均23.2％）。規模

拡大路線にかわり複合化を進めてきたため，１

戸当たり平均面積も11.3haほどである。次節

で取り上げる㈲ほなみ以外に，2004年現在で４

法人が存在し，南幌町では最も法人化による共

同経営が多い地域である。

野菜作では，作付比率が８％前後と高く，特

にキャベツの作付面積のシェアの高さが目を引

く。従って，作付傾向は水稲＋秋小麦＋野菜

（キャベツ）を中心とした土地利用が展開され

ている。

機械・施設名
馬力・性能
など

備 考

リール
４m幅

g－1

４条 g－3
CB(５台)

４条 g－3

５条 g－3

６条 g－6

リ
ー
ス
（
構
成
員
よ
り
）

50石 g－3

70石 g－3

60石 g－6

乾燥機(７台) 40石 g－6

32石 g－6

20石 g－7

20石 g－7

施設 Ｓ56建設
生産組合

乾燥機

g－1 乾燥機(５台) 50トン

新規購入
自走式防除機

(１台)

資料：聞き取り調査（2004.3），同補足調査（2004.12）より作成。

注１：「生産組合」は中樹林生産組合よりリースしていることを示している。

２：TRはトラクタ，RPは田植機，CBはコンバインを示している。

機械・施設名
馬力・性能
など

備 考

165 g－4

160 g－3

160 g－6

145 g－1

105 g－7

100 g－1

76 g－7

75 g－1

65 g－5

63 g－2

63 g－5

TR(23台) 63 g－5

60 g－4

60 g－7

50 g－3

リ
ー
ス
（
構
成
員
よ
り
）

47 g－3

40 g－1

40 g－4

40 g－6

33 g－1

30 g－2

30 g－6

30 g－7

８条植 g－1

８条植 g－2

８条植 g－3

８条植 g－4
RP(８台)

２条植 g－5

８条植 g－5

６条植 g－6

８条植 g－7

表3－17 ㈲NOAHにおける主要所有機械・施設状況
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２)各地区における集約化と高齢化の進展

つぎに中規模地域を構成する各地区の農業状

況を簡単に見ていこう（前掲表4－1，4－2，4－

3，4－4）。

①Ｇ地区における農業状況

表4－2より，Ｇ地区（註１）の経営主の平均

年齢は50.4歳とこの地域の中では比較的低い。

農家戸数は，36戸（2004年）で1995（40戸）

年と比較すると10％の減少を示している。また

後継者は２戸でしか確保されていない。これは，

近年経営委譲が行われたためである。同時に上

述した経営主の平均年齢の引き下げにもつな

がっている。兼業戸数は４戸となっている。１

戸当たりの平均経営面積は11haと1995年（11

ha）と比較すると7.1％の増加にとどまってい

る。地域の担い手となる農家は法人に参加した

農家を除くと７戸ほど存在している。1990年以

降漸次規模拡大を進めているが，積極的なもの

ではない。転作率は46.0％と比較的高い。作付

の体系は水稲＋秋小麦ではあるが，野菜作を早

期より導入していることから7.8％と町内でも

高いシェアを持っている。とりわけキャベツの

作付は多い（3.3％）。

この地区は，1997年の米価下落以降，他の地

区同様，農業所得低下に見舞われた。さらに，

高齢化問題の進行の結果，この地域の主要品目

であるキャベツなど重量作物の収穫において特

に労働力問題が現実化し始めた。この二つの要

因は，個人経営を圧迫し，営農を継続させる方

策が模索された。その結果，作業共同および機

械の共同所有がおこなわれてきた経緯や，MRC

など既存の施設を有効に利用できることなどか

ら，共同経営の生産法人化の設立を決め，2002

年に町内２番目の法人として㈲ほなみが設立さ

れた。

②Ｈ地区における農業状況

表4－3より，Ｈ地区の経営主の平均年齢は

56.7歳とこの地域の中では最も高い。農家戸数

は，27戸（2004年）で1995（28戸）年と比較

すると3.6％の減少を示している。また後継者

表3－18 ㈲NOAHにおける農産物販売状況

単位：千円

2004年度 備 考

水稲 35,069 JA70％，商系20％，直売10％

秋小麦 55,183

大豆 11,355

小豆 14,605

キャベツ 23,692

長ネギ 17,527

スイートコーン 1,851 商系

かぼちゃ 1,549

大根 776

きゅうり 435

ミニトマト 559 商系

特栽米 745

資料：総会文書（2005.3）より作成。

注１：商系は府県の１社「Ｈ」で，ここから資材も

購入している。

２：スイートコーンは，法人化以前にも多角的に

販売していた。

３：商系への野菜販売は，町内の農家と2000年

ごろより始めた。統一の生産方式，箱，マー

ク，事務局を持ちブランド化した。メンバー

には町内の生産法人の構成員も加入してい

る。販売は各構成員が行っている。

４：特栽米は g－3農家で10年前より行ってお

り，個人（5，10kg袋），病院寮，飲食店へ販

売していたのを法人が引き継いだ。

５：特栽米の販売方法は，小口は直接配達，大口

については宅配で行っている。

表3－19 ㈲NOAHにおける負債の返済状況

整理
番号

負債の原因 負債圧 返済状況

イ 土地，機械 ほとんどなし ○

ロ 土地，機械 ほとんどなし ○

ハ 土地 年700万円ほどの償還負担 ◎

ニ 土地 土地取得に伴う負債圧 ◎

ホ 経営赤字 経営の赤字累積 ◎

ヘ 経営赤字 経営の赤字累積 ◎

ト 土地 ほとんどなし ○

資料：2004年度南幌町農業生産法人聞き取り調査

より作成。

注１：整理番号はプライバシー保護の観点より，前

掲げの表などの農家番号とは連動していな

い。なお，掲載に関して当該法人より許可を

得ている。

２：返済状況での記号は，以下の通りである。◎

は滞りなく返済，○十分に返済していること

を表す。

３：返済の状況は，必ずしも金額に基づくもので

はなく，構成員それぞれのおおよその感じ方

であることに注意。
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は２戸でしか確保されていない。兼業戸数は５

戸となっている。１戸当たりの平均経営面積は

11haと1995年（12ha）と比較すると5.5％減

少している。地域の担い手となる農家は法人に

参加した農家を除くと３戸ほど存在している。

1990年以降漸次規模拡大を進めているが，地区

内の小規模農家からの一部放出を受けたものが

大半で積極的な拡大ではない。転作率は58.4％

と非常に高い。作付の体系は水稲＋秋小麦では

あるが，野菜作を早期より導入していることか

ら8.8％と町内でも高いシェアを持っている。

農協のキャベツ生産部会に所属する農家も多く

存在することから，キャベツの作付は多い

（5.1％）。また，この地区では野菜作を事業の

柱としている法人（㈲豊夢：2004年）が設立し

ている。

③Ｉ地区における農業状況

表4－4より，Ｉ地区の経営主の平均年齢は

52.1歳となっている。農家戸数は，36戸（2004

年）で1995（35戸）年と比較すると2.9％の増

加を示している。これは分家による新規就農が

あったためである。また後継者は３戸でしか確

保されていない。兼業戸数は４戸となっている。

１戸当たりの平均経営面積は11haと1995年

（12ha）と比較すると11.2％減少している。地

域の担い手となる農家は，法人に参加した農家

を除くと５戸ほど存在している。1990年以降漸

次規模拡大を進めているが，地区内の小規模農

家からの一部放出を受けたものが大半で積極的

な拡大ではない。転作率は52.9％と高い。作付

の体系は水稲＋秋小麦ではあるが，他地区と同

様に野菜作を早期より導入していることから

8.1％と町内でも高いシェアを持っている。その

中でとくにキャベツの作付は多い（6.5％）。そ

の理由は，この地区では野菜作（キャベツ）を

中心とした法人（㈲ job：2003年）が設立し，面

積の大半がその法人によって占められているか

らである。

以上から，中規模地域は南幌町全体と比較す

ると経営耕地の規模においては，町平均に近似

しているなかで，中規模層を中心として展開し

てきたが，1995年以降の農家戸数の減少によっ

て，20haを超える大規模経営も散見されるよ

うになってきたことがわかる。

表4－1 中規模地域（類型３）における各地区の農業状況

農 家 戸 数 増減率 １戸当たり平均経営面積 増減率

地 区
経営主
の平均
年齢

後継者
人数

確保
割合

兼業
戸数

兼業
割合

土壌分布
95年 00年 04年

95年⇨
04年

95年 00年 04年
95年⇨
04年

（戸) （戸) （戸) （％) （人) （％) （戸) （％) （ha) （ha) （ha) （％)

Ｇ 50.4 40 38 36 （10.0) 2 5.6 4 11.1 11 13 11 7.1 沖積土壌

Ｈ 56.7 28 28 27 （ 3.6) 2 7.4 5 18.5 12 13 11 （ 5.5)
中間土壌

Ｉ 52.1 35 34 36 2.9 3 8.3 4 11.1 12 13 11 （11.2)

類型３ 53.1 103 100 99 （ 3.9) 7 7.1 13 13.1 11.7 13.0 11.3 （ 3.7)

南幌町平均 52.8 395 389 353 （10.6) 38 10.8 82 23.2 11.7 14.0 13.8 17.6

地 区
本地面
積

水稲作
付面積

転作面
積

秋小麦
作付面
積

野菜作
付面積

内キャ
ベツ作
付面積

水稲作
付面積
割合

転作率
秋小麦
作付面
積割合

野菜作
付面積
割合

キャベ
ツ作付
面積割合

作付体
系

地域対
応（法
人化)

町内にお
ける地理
的位置

（ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （％) （％) （％) （％) （％)

Ｇ 424.9 229.2 195.6 103.6 33.3 14.1 53.9 46.0 24.4 7.8 3.3

Ｈ 325.3 135.4 190.0 96.2 28.6 16.5 41.6 58.4 29.6 8.8 5.1

水稲＋
秋小麦
＋野菜
（キャ
ベツ作
付が多
い)

ほ な
み ，
job，な
んぽろ
風蔵，
豊夢

南西部～
西部

Ｉ 469.2 221.0 248.2 135.6 37.9 30.6 47.1 52.9 28.9 8.1 6.5

類型３ 1,219 586 634 335 100 61 48.0 52.0 27.5 8.2 5.0

南幌町平均 5,060 2,607 2,453 1,489 233 111 51.5 48.5 29.4 4.6 2.2

資料：農林業センサス，南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.8)，同補足調査（2004.12）より作成。

注１：農家戸数には法人構成農家も含む。

２：農家戸数とその増減率，１戸当たり平均面積とその増減率は構造変動が著しく変化する前の1995年

とその後著しく変化する2004年を比較している。

３：2004年の１戸当たり平均面積は，法人の面積を含まない。
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また，兼業割合の推移や複合経営の割合，さ

らに土地利用の特徴からは，水稲単作＋兼業と

いう経営対応から野菜作を中心とする複合化へ

の対応が比較的早期に見られ，中規模野菜複合

経営が多く存在している地域であるとともに，

1995年以降は大規模経営の成立もみられる地

域であると特徴づけられる。

第３節 MRCを核とした法人化

１)法人化前における構成員農家の経営

㈲ほなみは，2002年にＧ地区の水田農家14

戸によって設立された。元々は1994年より取り

組みが行われた「１等米づくり研究会」のメン

バーを中心に1997年にMRCの共同利用を行

う「西幌ほなみ利用組合（註２）」が18戸で設

表4－2 Ｇ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

現 在 の 状 況 将来予測（５年以内) 経 営 面 積 の 推 移

農家番号 経営主
年齢

後継者
の有無

兼業の
有無

法 人
化・離
農の年

地域の
担い手

離農の
予測

法人へ
土地を
出す予
定

1990年 1995年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

備 考

No.11 法人化 164.1 177.9 172.1

No.37 12.7 18.4 25.2 25.2 97.6

No.38 ○ 10.3 10.1 19.0 19.0 84.0

No.１ 13.5 15.5 15.5 15.5 14.7

No.２ ○ 13.4 13.4 13.4 13.4 －0.1

No.３ 9.8 11.8 12.9 12.9 31.0

No.４ 8.4 8.4 11.2 11.2 33.8

No.５ 2002年 9.2 10.1 10.1 10.1 ほなみ 9.7 増減率は
90年⇨01年No.39 9.4 9.4 9.4 9.4 0.0

No.６ 8.7 8.7 8.7 8.7 0.0

法

人

参

加

農

家

No.７ 8.4 8.4 8.4 8.4 0.0

No.８ 8.0 8.0 8.0 8.0 0.0

No.９ 7.6 7.6 7.6 7.6 0.0

No.10 7.3 7.3 7.3 7.3 0.0

No.40 6.6 6.6 6.2 6.2 －6.5

No.42 2003年 15.8 15.8 24.9 24.9 24.8 job 57.1
増減率は
90年⇨02年

No.43 15.8 15.8 20.5 20.5 20.5 20.5 29.2

No.44 2004年 12.4 12.3 20.1 20.1 20.1 20.1 風蔵 62.7
増減率は
90年⇨03年

No.56 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

No.41 58 ○ 7.5 15.2 34.9 34.9 34.9 34.9 34.9 364.0

No.12 51 ○ 14.6 14.6 16.9 19.3 19.3 19.3 19.3 32.1

No.45 49 ○ 7.4 10.4 16.5 16.5 16.5 16.5 16.5 123.9

No.46 51 ○ 8.3 10.6 12.6 15.5 15.5 15.5 15.5 86.6

No.47 52 ○ 9.4 9.3 15.3 15.3 15.3 15.3 15.3 64.0

No.13 44 ○ 8.5 13.9 14.8 14.8 14.8 14.8 14.8 73.3

No.48 57 12.3 12.3 12.2 12.0 12.0 12.0 12.0 －2.6

No.14 41 ○ 10.3 10.3 11.0 11.0 11.0 11.0 11.0 7.6

No.15 61 8.4 10.8 10.5 10.5 10.5 10.5 10.5 25.8

No.16 45 11.3 11.3 10.3 10.3 10.3 10.3 10.3 －8.4

個

人

営

農

No.17 36 10.1 10.1 10.1 10.1 10.1 10.1 10.1 0.0

No.18 48 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0 0.0

No.19 52 ○ 9.8 9.8 9.8 9.8 9.8 9.8 9.8 0.0

No.49 63 ○ ○ 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 9.7 0.0

No.20 64 ○ ○ 11.3 8.4 9.6 9.6 9.6 9.6 9.6 －14.8

No.21 66 ○ ○ 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 0.0

No.50 55 ○ ○ 9.0 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 －0.8

No.22 50 ○ ○ 8.0 8.0 7.2 8.0 8.0 8.0 8.0 0.0

No.23 62 ○ ○ 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 0.7

No.24 55 ○ ○ 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 6.4 0.0

No.25 ○ 6.3 6.3 5.9 5.9 4.2 4.2 4.2 －33.2

平均年齢 50.4

平均経営面積 11

資料：2004年南幌町農業生産法人調査，北海道立中央農業試験場資料より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りから

将来的な意向に基づいている。
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立されていたが，このうちの14戸が参加して

「㈲ほなみ」が設立された。

以下では，法人を構成する農家の性格を明ら

かにするために，法人化以前の構成員農家の経

営展開を分析し，整理を行う。

①㈲ほなみ構成員農家の経営概況

図4－1は，有限会社ほなみが設立される前年

の2001年時点におけるＧ地区の農家構成を水

田面積規模と経営主の年齢をもとに図示したも

のである。おおきくＡ．大規模層，Ｂ．中規模

層，Ｃ．高齢農家層といった三つの農家群に分

類することができる。㈲ほなみの構成員にはそ

れぞれの三つの農家群から複数の農家が参加し

て構成されていることが見てとれる。

まず，表4－5は，㈲ほなみの構成員農家の法

人化前（2001年）の経営概況を示したものであ

る。水田面積規模別では，20ha以上が１戸，

15－19haが２戸，10－14haが４戸，10ha未満

表4－3 Ｈ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営
主年
齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

法人
へ土
地を
出す
予定

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

備 考

No.10 19.5 28.6 25.8 28.5 46.3
2003年

増減率
（90年⇨02年）No.11 14.4 14.2 15.9 15.9 10.8

法
人
参
加
農
家

No.12 13.2 22.8 22.7 22.8 73.5
2004年

増減率
（90年⇨03年）No.21 8.3 19.3 25.6 25.6 209.5

No.30 ○46 ○ 18.2 32.0 32.0 32.0 75.9

No.27 51 ○ 12.4 15.9 21.9 25.4 105.0

No.６ 53 ○ 10.9 12.9 14.3 23.7 117.6

No.３ 50 13.5 9.1 22.4 16.7 23.2

No.14 15.6 16.8 16.8 16.6 6.8

No.９ 59 17.7 16.5 16.3 16.3 －8.0

No.８ 53 15.9 13.9 15.6 15.5 －2.9

No.26 55 12.8 12.8 12.7 12.7 －0.7

No.23 46 ○ 9.7 9.7 9.5 9.5 －1.9

No.４ 60 8.7 8.7 8.6 8.5 －3.2

個

人

営

農

No.１ 55 8.2 8.2 8.2 8.2 －0.6

No.28 66 2.4 2.4 2.4 7.8 224.6

No.５ 62 5.8 11.5 13.5 7.8 35.1

No.22 53 ○ 5.5 9.6 5.4 7.1 27.8

No.７ 66 ○ 9.5 9.5 6.8 6.8 －28.2

No.32 62 ○ 4.5 4.5 5.6 5.6 23.7

No.33 62 ○ ○ 4.8 4.8 4.8 4.8 －0.4

No.２ 81 ○ 6.0 6.0 4.2 4.2 －29.5

No.24 ○ ○ 5.4 5.4 4.0 4.0 －27.4

No.15 59 ○ 3.8 3.8 3.8 3.8 －0.3

No.31 66 ○ 3.1 3.1 3.1 3.1 0.0

No.13 6.4 6.4 3.1 0.0 －100.0
離

農
No.25 11.1 11.1 5.4 0.0 －100.0

No.29 57 5.9 5.9 6.0 0.0 －100.0

平均年齢

平均経営面積

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～３）より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りから

将来的な意向に基づいている。
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が７戸となっており，14戸のうち半分が10ha

未満層の農家で構成されている。

また，経営主の年齢構成をみてみると，60歳

以上が４戸，50歳代の中堅層が８戸，40歳代の

若手層が２戸となっており，とくに10ha未満

の７戸のうち４戸は60歳以上である。経営主年

表4－4 Ｉ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

農家番号 現在の状況
将来予測

（５年以内)
経営面積の推移

経営
主年
齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

法人
へ土
地を
出す
予定

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

備 考

No.４ 04年 12.6 24.5 24.5 24.5 93.8

No.５ 04年 19.0 19.0 19.0 29.9 57.6

法
人
参
加
農
家

増減率（90年
⇨03年）No.８ 04年 12.3 18.3 20.3 20.3 64.9

No.23 04年 12.8 12.8 13.0 13.0 1.6

No.９ 46 ○ 9.6 17.0 24.5 24.5 154.6

No.41 47 ○ 12.9 19.3 9.8 23.3 81.1

No.１ 55 19.7 19.6 20.0 20.0 1.6

No.７ 40 ○ 10.5 19.6 19.6 19.6 86.9

No.36 45 ○ 9.5 18.9 18.7 18.7 97.6

No.12 48 12.5 12.2 15.9 15.9 27.7

No.34 60 12.1 12.1 15.6 15.6 28.5

No.37 60 ○27 ○ 5.8 5.8 13.8 13.8 136.9

No.10 46 7.9 7.9 11.6 11.6 46.3

No.22 63 14.2 11.2 11.2 11.2 －21.3

No.21 ○35 11.4 11.1 11.1 11.1 －3.0

No.28 50 9.7 9.7 9.7 9.7 0.0

個

人

営

農

No.39 54 5.4 9.1 9.1 9.1 68.9

No.40 67 ○ 8.5 8.5 9.0 9.0 5.9

No.６ 66 ○ 8.2 8.2 8.2 8.2 0.0

No.32 62 ○ 11.7 11.7 8.2 8.2 －29.7

No.３ 42 ○ 7.6 7.6 7.6 7.6 0.0

No.27 64 ○ ○ 7.0 6.9 6.9 6.9 －0.3

No.38 69 ○42 ○ ○ 6.8 6.8 6.8 6.8 0.0

No.25 53 ○ ○ 9.4 6.2 6.2 6.2 －33.7

No.29 62 ○ ○ 6.0 6.0 6.0 6.2 3.0

No.35 62 ○ 5.8 5.7 5.7 5.7 －1.0

No.11 83 ○ 7.6 7.6 4.0 4.0 －46.8

No.２ 18.6 18.5 22.4 0.2 －99.1

No.26 6.9 4.0 4.0 0.0 －100.0

No.13 0.5 0.5 0.5 0.0 －100.0

No.23 5.2 4.7 4.7 0.0 －100.0離

農

No.24 9.3 9.3 0.0 0.0 －100.0

No.30 9.8 9.8 7.2 0.0 －100.0

No.31 20.4 20.4 18.5 0.0 －100.0

No.42 0.1 0.1 0.1 0.0 －100.0

平均年齢

平均経営面積

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～３）より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りから

将来的な意向に基づいている。
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齢が50歳以上の農家（12戸）のうち，農業後継

者を確保している農家は２戸のみであり，後継

者が不在となっている農家は実に９戸と，高齢

化・後継者不在によって労働力不足が懸念され

ていたことが伺える。

一方，経営主の兼業従事についてみてみると，

法人化以前まで兼業に従事していた事例は２戸

のみであり，それ以外の農家の殆どは，過去に

兼業経験があるものの，会社の倒産や野菜作の

導入を契機として，兼業を中止したという農家

が多いことが分かる。

つぎに表4－6で，土地利用および転作対応の

特徴をみてみよう。まず転作率をみてみると，

14戸平均で33.5％となっており，2001年の南

幌町平均45.4％を10％以上も下回っている。転

作対応の特徴としては，野菜作の導入（註３）

によって複合経営を行っている農家が多くみら

れる。露地野菜としては露地ネギ，ブロッコリ，

施設野菜としてはホウレンソウ，ピーマンの他

に，キュウリ，軟白ネギ等の作付が見られ，２

品目以上の野菜を作付けしている農家が殆どで

ある。キャベツは価格の高騰を背景に導入され

たが，個別経営が抱える労力面での制約や土

質・土地利用面での制約から他作物への転換を

余儀なくされたものと思われる。

そしてキャベツに代わって当地域で導入が進

んだのは，露地ネギや施設ネギ（軟白ネギ）等

のネギ類（註４）である。ネギの導入および拡

大にあたっては，施設投資の負担もさることな

がら，労力面での負担や雇用を導入した採算性

が個別経営として問題であったと推察される。

②㈲ほなみ構成員農家の規模拡大過程

次に表4－7は，構成員農家の土地所有および

規模拡大過程を示している。構成員のなかでは

b－1農家が26haと突出しているが，自作地面

積は９haとなっている。土地の所有形態で借地

のある農家は６戸であり，そのうち農業開発公

社を経由した買取予定の借地のある農家は５戸

となっていることから，構成員農家の上層に位

置する農家群は，公社事業を経由した農地の賃

貸によって規模拡大を進めてきたことがわか

る。また，高齢層が比較的多い９ha未満の農家

群については，90年以降の規模拡大は行われて

いない。

こうした状況のなかで，法人化以降は，個々

の農業開発公社からの借地は，売渡時には，個

人ではなく法人として購入することとなってい

る。そのため，農業開発公社から買入予定の農

地を保有している農家にとっては，土地購入に

関わる資金的な問題を法人化によって軽減する

ことができたのである。

③㈲ほなみ構成員農家の機械利用組合への参

加状況

表4－8は，Ｇ地区の生産組合（註５）の構成

を示したものである。Ｇ地区では第２次農業構

造改善事業によって四つの生産組合が設立され

た。それぞれトラクタ，育苗施設，田植機，転

作関連機械等の共同所有を行い，生産組合に

よっては数戸の班体制による共同作業が行われ

ていた。

次に表4－9で，構成員農家の機械所有状況を

みてみる。14戸のうち１戸を除いては第二次農

業構造改善事業で設立された生産組合に所属し

ていたため，トラクタを個別所有する農家は少

ないことがわかる。コンバイン・乾燥機につい

図4－1 Ｇ地区における農家構成

(法人化前・2001年）

資料：南幌町農協資料より

注：㈲ほなみを構成する農家には農家番

号を付してある。
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ては，14戸がすべて1997年に設立した籾乾燥

調製施設「西幌ほなみ利用組合」の構成員であ

るため，2001年時点における機械・施設の個別

所有はみられない。「西幌ほなみ利用組合」設立

以前をみると，個別所有や共同所有といった事

例がいくつかみられる。

このように，個別農家の面積規模が小さかっ

たので，高額な機械購入に対して共同所有の方

向が有利であるため，第二次農業構造改善事業

によって設立された生産組合が近年まで存続を

しており，また数戸単位の共同所有も行われて

きた。その結果，機械に関わる経済的負担は比

較的軽かったのではないかと推察される。

④「西幌ほなみ利用組合」の設立

法人構成員は，1997年に設立された「西幌ほ

なみ利用組合」の構成農家が大半を占めている。

そこでここでは，「西幌ほなみ利用組合」の設立

経過についてみていく。

まず，1993年に「一等米づくり研究会」（註６）

の設立を呼びかけた。また農協では沖縄県の商

表4－5 ㈲ほなみにおける法人参加前の構成員農家の労働力構成

経営主の兼業従事状況
番号

経営
面積
（ａ)

労働力構成
内訳

（数字は年齢)

雇用労働
作業内容農業後継者 有無（△は過去) 業種・日数 収入・賃金

b－１ 2,518 主53，妻50
不在（他産業
従事）

ネギ，田
植

△77－81年頃 土木（夏期・札幌） …

b－２ 1,895
主56，妻55，後
継者26

◎ … △転作初期のみ … …

b－３ 1,548 主53，妻53 未定（同居） … △75年頃10年間 土木（夏期） …

b－４ 1,337
主57，妻56，長
男32

◎法人化する
まで兼業（土
木）

…
△88年頃まで（野菜
を始めて中止）

建設業（通年日雇
い；冬期除雪）

…

b－５ 1,285 主43，妻43 未定（在学中） …
◎法人に参加するま
で

土建（６ヶ月）
年間100－
150万円

b－６ 1,121 主54，妻54
不在（他出・
他産業従事）

…
△85年頃まで（野菜
を始めて中止）

土木（100日程度） …

b－７ 1,008 主51，妻50
不在（女子の
み）

…
△92－98年まで（野
菜を始めて中止）

土建（５ヶ月）
年間200万
円（失業保
険なし）

b－８ 938 主47，妻41 未定（在学中） …
△78－88年まで（規
模拡大で中止）

サッシ屋（120日） …

b－９ 871 主55，妻53
不在（次男が
同 居；失 業
中）

ネギ △89年頃まで 土木（50－60日） …

b－10 838
主65（法人を退
職），妻64

… … … … …

b－11 796 主64，妻59
不在（三男31
同居も就農意
志なし）

…
◎70年から法人に参
加するまで

土木（夏と冬）
年間100－
30万円

b－12 755 主60，妻58
不在（女子の
み）

… △95年頃まで（ 土建（６ヶ月）
年間100－
150万円

b－13 732 主62
不在（他出・
他産業従事）

…
△93年まで（会社倒
産により中止）

建設業（以前は運
送関係）

…

b－14 621 主63，妻60
不在（他出・
他産業従事）

ネギ・除
草，収穫

△74－87年まで（野
菜を始めて中止）

土木（妻と２人で）
年間180万
円（失業保
険なし）

資料：聞き取り調査（2004年２月）より作成。

注１：労働力構成における年齢は2004年現在の年齢である。

２：b－2農家はMRCの代表を務め，法人化以降は代表取締役社長となっている。

３：「…」は調査未了を示す。
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社との取引があり，「ゆきひかり」を農協で特別

調製して取り引きしていた。「一等米づくり研究

会」では農協の施設を借りて，1994年からと３

年間取り組んだが，次第に需要は「ほしのゆめ」

へ移行していった。そして「一等米づくり研究

会」の間では，次第にMRCの設立の要望が出て

きた。

そこで1997年に「一等米づくり研究会」の構

成員を中心に「西幌ほなみ利用組合」（籾乾燥調

製施設）を設立した。その後，利用組合は法人

として再スタートするのであるが，任意組織の

ままでの対応では，後継者の確保（新規参入者

も含め），所得の確保や大規模層においては負債

整理対策が経営の課題としてあったため，これ

らに対応として法人化が適当であると判断さ

れ，法人が設立されている。また法人化により，

施設の集約化，土地の効率的利用や新規作物の

導入など個別対応では限界があった経営の展開

に期待をもてることもあった。

⑤㈲ほなみへの参加理由・評価

表4－10は，構成員農家の法人化への参加理

由・評価（註７）について示したものである。

構成員農家の抱える個別的事情はそれぞれ多様

であると考えられるが，とくに「後継者不在」，

「コスト低下・所得確保」，「将来不安」といっ

た理由から法人化に賛同している例が多いとい

える。とくに15ha前後の大規模層では，「コス

ト低下・所得確保」に加えて「負債整理対策」

といった理由がみられる。一方，９ha未満の高

齢農家層では，「後継者不在」，「高齢化・遊休農

地解消」，「将来不安」が多くなっている。さら

に後継者の評価では，給与収入の確保といった

点がとくに個別経営時と比べた積極的評価へと

繫がっていると言えよう。

法人化に参加することで，従来の所得水準と

の比較の上では，やや不利となった農家も見受

表4－6 ㈲ほなみ構成員農家の法人化前の土地利用および転作対応（2001年) 単位：ha

作 付 面 積 転 作 内 訳

露地野菜 施 設 野 菜農家

No. 水稲 転作
転作率

小麦 大豆 小豆 地力
野菜作導入の 経 過

露地
ネギ

ブ
ロッ
コリ

ホウ
レン
ソウ

ピー
マン

その
他

b－１ 9.9 15.3 60.6 7.9 0.0 0.0 7.1 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1
87年～軟白長ネギ（96までピーマン，
85年キャベツ・アスパラ３－４年間）

b－２ 11.7 7.3 38.5 5.4 0.0 0.8 0.7 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0
00年～ブロッコリ（89年開始のキャ
ベツから転換）

b－３ 10.5 5.0 32.1 2.9 0.8 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 なし

b－４ 10.3 3.0 22.7 0.9 0.0 0.0 0.9 0.3 1.0 0.1 0.0 0.0
89年～露地ネギ，91年～ホウレンソ
ウ，94年～ブロッコリ（88年開始の
キャベツから転換）

b－５ 9.2 3.7 28.8 1.4 1.2 0.0 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 なし

b－６ 7.9 3.3 29.6 1.7 0.0 0.0 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.1
87年～軟白長ネギ（85年～キャベツ
93迄，レタス90年迄）

b－７ 7.8 2.3 22.4 2.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 99年～ホウレンソウ

b－８ 5.7 3.7 39.0 1.7 0.0 0.0 1.6 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0
94年～ピーマン（88年開始のキャベ
ツから転換）

b－９ 6.8 1.9 22.2 1.0 0.3 0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 0.1 0.0 90年～ピーマン 95年～露地長ネギ

b－10 6.4 2.0 23.3 1.3 0.0 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2
00年～キュウリ（88年～ホウレンソ
ウ，軟白長ネギに代わり：以前はイ
チゴ・キャベツ）

b－11 6.6 1.3 16.6 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 99年～ホウレンソウ

b－12 4.7 2.8 37.4 1.8 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 なし（兼業従事のため）

b－13 7.3 0.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 なし

b－14 3.3 2.9 46.7 0.8 0.8 0.0 0.4 0.8 0.0 0.0 0.1 0.0
87年～ピーマン 90年頃～露地ネギ
（キャベツに代わり）

計 108.2 54.5 33.5 30.1 4.2 1.6 13.3 2.8 1.3 0.2 0.6 0.4

資料：南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.2）より作成。

注１：その他施設蔬菜の内訳は，キュウリ，軟白ネギ等。

２：b－２はMRCの代表を務め，法人化以降は代表取締役社長となっている。
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けられるが，野菜作の導入や集団的な土地利用

によって安定した収入を確保できる点，個別の

借金が増えない点などを評価している。また，

高齢者にとっては，離農後の就労の場としても

考えられており，年金受給のために農地を処分

する際の受け皿としても考えられている。以下

では，㈲ほなみの法人化以降の経営展開と今後

の経営課題についてみていく。

２)法人化以降の経営展開

①法人化以降の土地利用および効率的な土地

利用の推進

表4－11は，2004年における㈲ほなみの法人

化後の土地利用の概況を示したものである。法

人化以降，転作田での輪作を構成する作物とし

て，新規にビートの作付が開始され，露地野菜

および施設野菜の面積が増加しているなど，拡

充が図られている。

そして，前掲表4－6でみた各構成農家の転作

率と比較してみると，転作率に大きな変化が生

表4－7 ㈲ほなみ構成員農家の土地所有および規模拡大過程 単位：ha

土地所有形態 土 地 移 動 状 況

番 号
経営
耕地
面積

90年
以降
増減
面積

団地
数

圃場
枚数自作

地
借入
地

うち
公社
経由

年 次 面積 売買／貸借／公社
価格・小作
料（10aあ
たり)

相手の理由

70年 283 購入（自己資金） 47－８万円 離農

80－81年 177 購入（農地取得資金） 40万円 離農

87－98年 162 借入 1.3万円
b－１ 26.2 9.5 15.7 1.6 13.4 5 58 高齢による離農

99年 〃 借入（公社５年→法人）

87－01年 577 借入 1.0万円

89－01年 709 借入 1.05万円

97年 589 借入（公社５年→法人） 41.3万円 離農

b－２ 19.0 10.0 8.9 8.9 8.7 2 46 〃 303 借入 1.3万円 離農

01年 〃 借入（公社10年→法人） 41.0万円

69年 150 購入

89年 591 借入（公社経由で購入） 69万円 死亡，町外へ
b－３ 15.5 15.5 0.0 0.0 2.0 2 38

96年 150 売却 未了 お互いの土地集積の
ため〃 337 購入 51万円

87年頃 313 借入 3.0万円 規模縮小

b－４ 13.4 10.6 2.8 2.8 0.0 3 46 98年 〃 購入（資金借入） 54万円
後継者不在による離
農（76歳・在村）

99年頃 280 借入（公社３年→法人） 52万円

96，７年 171 購入 51.5万円 高齢による離農
b－５ 12.9 9.8 3.0 3.0 3.0 3 27

99年 304 借入（公社５年→法人） 48万円

95－６年 225 購入（農地取得資金） 44－５万円
高齢化による規模縮
小（65年頃から借入）

b－６ 11.2 7.6 3.6 3.6 2.8 2 25
98年 364 借入（公社５年→法人） 98年に離農

00年 81 売却 43万円 10ha個人で営農。

83年 257 購入（農地取得資金） 80万円 営農不振で離農
b－７ 10.1 9.2 0.9 0.0 0.9 3 23

91年 89 借入 1.3万円 現在70歳弱。

89年 335 借入（後に公社） 1.8万円
高齢化・体力面で離
農。b－８ 9.4 9.4 0.0 0.0 0.0 1 23

01年 〃 購入（公社） 45万円 公社保有期間不明

b－９ 8.7 8.7 0.0 0.0 0.0 2 27 81年 260 購入（年金資金） 85＋20万円
後継者不在による離
農

69年 300 購入 44万円

b－10 8.4 8.4 0.0 0.0 0.0 1 24
89年 300 売却 80万円

配水機場の代替地と
して売却（改良区役
員のため）

b－11 8.0 8.0 0.0 0.0 0.0 2 24
83年頃（20
年前）

217
購入（農地取得資金・総合
資金）

80万円
事業に失敗し土地を
処分して離農

b－12 7.6 7.6 0.0 0.0 0.0 1 17 70年 466 購入 27万円 本家が離農

b－13 7.3 7.3 0.0 0.0 0.0 2 22 89年頃 240 購入 80万円 資金的理由で離農

b－14 6.2 6.2 0.0 0.0 0.0 1 17
70年代以降
なし

－ － － －

資料：聞き取り調査（2004.2）より作成。

北海道大学大学院農学研究院邦文紀要 第29巻 第1号100



じていることがわかる。それは各圃場の土壌条

件や用排水条件をもとに水稲圃場（粘土・沖積

土壌）と転作田圃場をそれぞれ固定化させる試

みを行っており，個別経営時の個々の施設野菜

のハウスを事務所周辺に集約化するなど，効率

的な土地利用・作業体系（註８）が行われてい

ることによるものである。

表4－12により，2002年から2003年の連続

転作田に見られる作付順序をみてみると，連作

圃場は小麦を除いてはほとんど見られず，計画

的な作付が行われているといえる。転作田は固

定化する方針をとっており，基本的な土地利用

型の転作作物の構成（作付順序）としては，小

麦を２年連作した後に，豆類・ビート・野菜の

いずれかで輪作を構成し，5－6年サイクルと

なっている。なお，小豆と野菜の作付間隔は4－

5年空けることを前提としている。

さらに畦畔除去による圃場の大区画化をすす

めており，この点を表4－13によって詳しくみ

てみると，法人化以前に417枚あった利用区画

数が2004年時点では290枚にまで減少してい

ることがわかり，水稲圃場と転作田圃場の大型

化と集約化が同時進行しているといえる。

こうした圃場の大型化と集約化による効率化

を積極的に進めている要因としては，土地利用

の効率的な利用によって，泥炭地における米の

タンパク値の上昇を少しでも抑える狙いのほ

か，構成員農家の年齢構成が高齢化しているこ

とも，その一因として考えられる。

②法人化以降の農産収入の推移

表4－14は，㈲ほなみの農産収入（註９）の

推移を示したものである。2003年度の営業収入

表4－8 Ｇ地区における生産組合の構成

組合名 西幌第１ 西幌第２ 西幌第３ 西幌第４

設立年 1973年 1973年 1973年 1975年

設立時の戸数 19 14 13 16

共栄 16 2 0 0
旧自
治会

東 3 9 2 0

沼ノ端 0 3 11 13

トラクタ 70ps×３台，計８台 73ps×３台(99年～)
76ps×４台，63ps，
45ps，計６台

80ps×３台，60ps，
計４台

育苗施設 ○ ○ ○ なし

田植機 ４条×８台 ８条×３台 ６条×７台 なし所有
機械 防除機 ○ ブームスプレヤ ブームスプレヤ ブームスプレヤ

その他
ビート移植機･

収穫機
ロータリ，プラウ等

ビート移植機･
収穫機，ロータリ，

プラウ等

ドリル播種機，
豆プランタ，

ロータリ，プラウ等

耕起・代掻 個別（４班) 共同 不明 共同→個別

育苗 共同 共同 不明 －
作業
形態

田植え 個別（４班) 個別 不明 －

防除 共同（４班) 共同（２班) 不明 共同→個別

転作対応 不明 不明 不明 小麦・豆類

解散年 1984年 2002年 存続 存続

解散時（現在)の戸数 不明 6 （4) （2)

ほなみ利用組合参加
戸数

10 5 0 3

法人参加戸数 6 4 0 3

備 考

84年解散後，３班の
作業班に再編され，
機械の共同所有を継
続していた。

事務所，共同育苗施
設を法人が継承。

法人「job」，「なんぽ
ろ風蔵」の構成員が
１戸づつ参加。

10区，11区を含む。
法人「なんぽろ風蔵」
に１戸が参加。

資料：聞き取り調査（2004.2)，および『沼の端50年史』より作成。

注：坂下・工藤［50］学会報告資料より引用し，一部加筆。
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は３億2,465万円で，その内訳は農産収入が２

億2,967万円，転作奨励金が3,066万円，受託

収入が1,827万円，その他が4,604万円となっ

ている。農産収入に占める野菜作の比率は，2002

年から2003年の両年にわたって，45－48％台と

高く推移している。しかも米を上まわる収入割

合を示していることから，㈲ほなみが「野菜複

合型」（註10）法人として位置付けられているこ

とがわかる。また，農産収入に対する奨励金や

小麦の収穫受託等による受託収入の比率をみて

もそれらが決して低い水準ではなく，重要な位

置を占めているといえる。

また，2003年度の支出としての一般管理費は

３億206万円であり，やや下がってきていると

の認識であるが，今年から厚生年金・労災・社

会保険に加入することとなったため，福利厚生

費の増加が予想されている。当法人では構成員

が多いので，保険料負担額で1,000万円を計上

表4－9 構成員農家の法人化前の主要機械の所有状況

個人（台数，性能)
番 号

旧生産
組 合

共 同 所 有
トラクタ 田 植 機 コンバイン 乾 燥 機

b－１ 第４ なし
10条 マット
（法人で買取）

なし（96年ま
で５条）

なし（96年ま
で50石×３
台）

なし

b－２ 第２ なし なし
なし（96年ま
で自脱４条）

なし なし

b－３ 第２ なし なし なし なし
コンバイン・乾燥機（74－96年
まで３戸共同）

b－４ 第１
２台（60，80
ps，80ps法人
で買取）

なし
なし（96年ま
で４条）

なし（96年ま
で32石×２
台）

田植機（83年～班で６条ポット）

b－５ 第２ なし なし
なし（96年ま
で４条）

なし（96年ま
で30，32，40
石）

なし

b－６ 未加入
３台（37，60×
２，60ps法人
で買取）

なし（共同前
は６条）

なし（共同前
まで）

なし（96年ま
で40，50石の
２台）

田植機（90年～２戸），コンバイ
ン（89年～２戸），防除ブームス
プレヤ（87年～２戸）

b－７ 第１ なし ６条ポット
なし（89年ま
で４条）

なし（96年ま
で32石×２
台）

トラクタ（第１生産組合第１班
で70ps１台を継承，80ps×２台
を購入；５戸），コンバイン（90
年～５条；２戸）

b－８ 第４ なし ６条
なし（96年ま
で所有）

なし（96年ま
で２台で50
石）

なし

b－９ 第１ なし ６条
なし（96年ま
で４条）

なし（96年ま
で40石×２
台）

トラクタ（83－４年頃～２戸），
防除は４戸共同作業（00年まで）

b－10 第１ なし なし なし なし コンバイン（90年～５条；２戸）

b－11 第１ なし
６条（法人で
買取）

なし（96年ま
で４条）

なし（96年ま
で35石×２
台，35以上１
台）

なし

b－12 第２ なし なし なし なし
コンバイン（80年頃～96年まで
３戸），乾燥機（85年頃～96年ま
で３戸）

b－13 第１ なし ６条
なし（96年ま
で４条）

なし（96年ま
で32，40石）

なし

b－14 第４ なし ６条
なし（96年ま
で４条）

なし（96年ま
で32石×２
台）

ネギ移植機・収穫機を２戸共同
（92年～）

資料：聞き取り調査（2004.2）より作成。
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する見込みとなっており，法人としてはコスト

アップ要因となっている。

今後，農業開発公社から購入する農地の資金

やその他の機械更新のことも考慮すると，農産

収入の安定化が引き続き大きな課題となってい

る。

③今後の経営課題

これまで㈲ほなみの経営概況についてみてき

たが，最後に今後の経営課題について，いくつ

か触れておきたい。

まず，表4－15は，㈲ほなみ構成員外の農地

の保有状況であり，農地の賃貸関係を示したも

のである。今後の経営耕地面積の意向（註11）

については，現状維持であり，拡大する意向は

示していない。構成員農家の年齢構成が比較的

高齢であり，集約的な施設野菜や露地野菜にも

特化しているために，現有労働力のもとでは，

これ以上の耕地面積の拡大は困難であるとの判

断からである。しかも米価が低調になればなる

ほど，野菜作で収益を確保しなければならず，

労力配分が難しくなるのである。

次に労働力の確保に関わる課題である。基本

的な労働力構成（註12）に変化はみられないが，

着々と労働力は脆弱化しつつある。現在，構成

員農家の農業後継者２名（b－2後継者，b－3後

継者）に加えて，非農家出身の研修生（註13）

が２名いるが，これ以上の労働力の補充がない

と，今後の耕地面積および作付構成を維持する

ことは困難になってくる。

既に野菜作の品目については，高齢化もあり

重量野菜のキャベツについては徐々に縮小せざ

るをえないとしている。代わりに朝取りで労働

調整をしやすいブロッコリを増やしたいと考え

ている（註14）。いずれにしても新規の基幹労働

力の補充がないと，現状維持は困難である。ま

た今後は，新規事業の創出（註15）も検討して

表4－10 ㈲ほなみ構成員農家の法人化への参加理由

農家
No.

年齢

耕地面
積（法
人 以
前）

輪作
等の
土地
利用

後継
者不
在

負債
整理
対策

コス
ト低
下・
所得
確保

所得
確保

高齢
化・
遊休
農地
解消

将来
不安

b－１ 53 25.18 ● ●

b－２ 56 18.95 ●

b－２

後継者
26 ● ●

b－３ 53 15.48 ● ●

b－４ 57 13.37 ●

b－４

後継者
32 ● ●

b－５ 42 12.85 ● ●

b－６ 53 11.21 ● ●

b－７ 51 10.08

b－８ 46 9.38 ● ●

b－９ 55 8.71 ●

b－10 65 8.38 ● ● ●

b－11 63 7.96 ● ● ● ●

b－12 59 7.55 ● ● ●

b－13 60 7.32 ●

b－14 62 6.21 ● ● ● ● ●

資料：聞き取り調査（2004.2）より作成。
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土
地
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％
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いかなければならない。

第４節 小 括

中規模地域においては，比較的恵まれた土壌

条件の下で良食味米を生産しているが，農家戸

数の減少が緩やかで大規模化が進まず，それに

かわって集約化が進展している。また，共同経

営法人設立の以前より生産組合やMRCなどの

運営・利用の経験があった。

こうした複合化路線は，比較的安定した営農

の展開をもたらしたが，1990年代に入って高齢

化が進み，後継者確保問題や労働力問題が現実

化した。それに対して設立された㈲ほなみでは，

それは効率の良い作業体系の構築などにより労

働力問題を解決し，構成員の所得の安定にも寄

与している。しかし，後継者・新規参入者の確

保による担い手問題の解決には至っておらず，

今後の課題となっている。

註

(註１)Ｇ地区は，1987年までは３つの農事組

合で構成され，その後1988年，集落再編によ

り統合された。

(註２)稲作の籾乾燥調製施設；地域農業基盤

確立農業構造改善事業，事業費390,254万円，

50％補助，町が事業主体で農協が管理してい

る。

(註３)また，野菜作導入の経過をみてみると，

当地域の野菜作導入は，1985年前後が一つの

画期となっており，キャベツの開始により野

菜を導入した農家が比較的多い。しかし，当

地域ではキャベツは定着せず，やがて露地野

菜（軟白ネギ）やその他の野菜に転換してい

る。キャベツを開始した理由として，No.11農

家は「当時はキャベツの価格が高騰してきた

（3,000円/箱）」ことをあげている。また兼業

の中止理由でもみられたように，1985年前後

にキャベツを導入して兼業を中止した農家が

いくつか見られる。一方，キャベツを中止し

た理由として，「雇用を入れず1.5haまで拡

大したが，自家労働力の限界から他作物へ転

換。経費率もブロッコリに比べて高い」，「土

質が堤防地の粘土質で水はけが悪く，病気も

出た」，「連作障害（根こぶ病）が発生した」，

「キャベツは連作ができず，地力の消耗を補

うための肥料代もかかるため」と答えている。

(註４)1987年に軟白ネギを開始（ハウス；100

坪×２棟）しているが，次第にハウスの棟数

を拡大し，700坪（ハウス；200坪×３棟，100

坪×１棟）まで面積を拡大した。「定植時には

臨時雇用を使うものの，収穫作業等は自家労

働力で対応しており，かなりの加重労働で

あった」と答えている。

(註５)①西幌第１生産組合は，水稲の育苗方式

でポット式育苗とマット式育苗との間で意見

が分かれ，1984（昭和59）年に解散する。た

だし，その過程で４つの作業班が３つの作業

班に再編され，なかには個別所有に向かう農

家もいたが，殆どは法人化する2001年までト

ラクタの共同所有が行われていた。田植機は

個別所有となった。ここには後に法人に参加

表4－12 ㈲ほなみにおける2002－03年

連続転作田の作付順序

単位：ha，％

2002年 2003年 圃場数 面 積 割 合

小麦 小麦 28 14.8 28.4

ビート 5 3.8 7.3

豆類 4 2.0 3.8

ブロッコリ 2 0.8 1.5

キャベツ 小麦 10 4.6 8.8

豆類 3 1.1 2.1

ブロッコリ 小麦 5 2.9 5.5

豆類 小麦 11 5.6 10.7

ブロッコリ 2 1.0 1.8

ビート 2 1.1 2.1

ビート ブロッコリ 4 1.9 3.7

豆類 7 3.9 7.5

露地ネギ 露地ネギ 2 2.2 4.3

ビート 1 1.1 2.1

その他 13 5.4 10.3

合 計 99 52.1 100

資料：農協資料により作成。

注１：坂下・工藤［50］学会報告資料より引用。

２：その他は主に2002年収穫後ハウスの移転を

行ったもの。施設ハウス229a，育苗ハウス

208aを含む。
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した農家が６戸所属していた。②西幌第２生

産組合は，法人化の2002年まで存続した生産

組合で，現在の法人の事務所や育苗施設が，

そのまま利用されている。作業形態としても

共同作業を多く残していた。ここには後に法

人に参加した農家が４戸含まれており，法人

の代表取締役社長は当生産組合に所属してい

た。③西幌第３生産組合には，法人への参加

農家は見られないが，現在も継続して４戸で

構成されており，そのうちの２戸は夕張太に

設立された農業生産法人（㈲ job，㈲なんぽろ

風蔵）に所属している。④西幌第４生産組合

には，後に法人へ参加した農家が３戸含まれ

ており，現在では継続して２戸で構成されて

いる。このうちの１戸は農業生産法人（㈲な

んぽろ風蔵）に所属している。また，四つの

生産組合のなかでは唯一，育苗施設・田植機

の導入を行わなかった。トラクタや防除機の

利用では，当初は共同作業であったが，次第

に個別利用へと変化していった。なお，1999

年には当時の西幌第３生産組合と西幌第４生

産組合の構成員11戸で「西幌クローラトラク

タ利用組合」を合同で設立して，110psのク

ローラトラクタを導入している（現在も存

続）。

(註６)呼びかけの範囲は旧鶴沼，旧共栄の農事

組合が一緒になった12区（行政区）で行い，

23名で構成されることになった。1993年は冷

害の年であり，それぞれに試験圃場をもたせ

て，量より質のいい米を作るにはどうしたら

いいか，肥料のやり方などを研究した。当地

区は，泥炭土壌の多い南幌町のなかでも比較

的，沖積土壌の割合が多い地区であり，良質

米生産の可能性は充分にあると考えていた。

会の装備は，コンバイン４台（大型３台・中

型１台），乾燥機は米の品質を考えて「デポ方

式（長時間乾燥）」を採用して装備した。当時

は「一等米づくり研究会」の23名のうち，「西

幌ほなみ利用組合」に参加したのは18戸で

あったが，農協の方針で個別の負債が多い人

表4－13 ㈲ほなみにおける圃場の利用区画数（畦畔除去）の変化

単位：ha，％

法人化前（2001年) 法人化以降（2004年)
農家
No.

利用区画
数の増減経営耕地

面積
利用区
画数

転作率
経営耕地
面積

利用
区画数

転作率

b－１ 25.2 58 60.6 19.4 36 36.5 －22

b－２ 19.0 46 38.5 19.0 35 47.7 －11

b－３ 15.5 38 32.1 15.5 34 32.1 －4

b－４ 13.4 46 22.7 13.4 29 0.0 －17

b－５ 12.9 27 28.8 12.9 27 76.4 0

b－６ 11.2 25 29.6 11.2 6 100.0 －19

b－７ 10.1 23 22.4 10.1 23 0.8 0

b－８ 9.4 23 39.0 9.4 19 3.6 －4

b－９ 8.7 27 22.2 8.7 13 68.0 －14

b－10 8.4 24 23.3 8.4 14 3.8 －10

b－11 8.0 24 16.6 7.1 7 81.5 －17

b－12 7.6 17 37.4 7.6 13 37.4 －4

b－13 7.3 22 0.4 7.3 21 0.0 －1

b－14 6.2 17 46.7 6.2 13 0.0 －4

法人ａ 0.0 1.7 （2) 100.0

法人ｂ 0.0 14.6 （19） 38.0

計 162.6 417 33.5 172.3 290 37.5 －127

資料：南幌町農協資料，聞き取り調査により作成。

注１：法人化以降の利用区画数の合計には，法人a，bを含めていない。

２：b－５農家の敷地に法人事務所が設置してある。
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には参加を遠慮してもらうような措置をとっ

ていたとのことである。なお，組合長の農家

は，当時から「西幌ほなみ利用組合」を中心

として，将来的に法人化に移行しようという

考えがあった。氏によれば，これまでの農協

等の農業団体が地域農業を引っ張っていく時

代は終わって，産地として生き残りを図って

いくためには，個別経営では存続し得ないだ

ろうという考えを持っていた。そこで氏自身

は高齢のため，法人化を含めた今後の方向性

を５人の比較的若手の構成員に検討をさせた

（勉強会を実施）。そこで出てきた課題は，現

有の構成員では，高齢化と後継者が不在の農

家が多く，将来の年金受給や農地の対応，後

継者問題があがってきた。そこで年金受給の

際に農地の受け皿とすることや，他出してい

る後継者や新規参入者を受け入れるための条

件整備を行うために，法人化へと方向がまと

まったとしている。

(註７)坂下・工藤［50］によれば，「第１が経

営規模13ha以上の５戸の大規模農家群であ

り（年齢は50歳代中心で，町議・農協理事・

農業委員を含む），このグループは1980年代

後半以降規模拡大を進めており，うち４戸は

法人設立時に農業開発公社による中間保有地

の買い受け予定農家であった（他にNo.８）。

法人の設立は，法人が公社保有地の売渡を受

けることで，1990年代後半の高齢リタイア農

家の多発によって農地購入を余儀なくされた

農家の負債圧の軽減をはかることがひとつの

表4－14 ㈲ほなみの農産収入の推移 単位：ha，万円，％

2004年度 2003年度 2002年度

項 目
作付面積 作付面積 収入金額

10a当たり
収入

作付面積 収入金額
10a当たり

収入

米 107.5 107.2 8,905 831 100.4 7,843 781

小麦 33.5 29.4 2,522 857 24.3 1,253 516

小豆 3.2 5.5 890 1,613 4.3 202 470

大豆 2.3 4.6 140 305 3.3 88 267

ビート 5.8 6.0 517 857 5.9 403 689

軟白長ネギ … 1.2 2,495 20,793 13棟 1,958

露地ネギ … 2.2 1,358 6,174 3.3 1,810 5,419

ピーマン … 0.9 1,120 12,306 15棟 959

キュウリ … 0.1 239 18,347 ２棟 145

ブロッコリ … 7.3 1,445 1,988 5.6 1,205 2,152

キャベツ … 12.4 3,753 3,039 10.6 3,444 3,252

花卉 … 0.1 25 4,107 0.0 469

農産収入合計 22,967 比率 19,788 比率

うち米 8,905 38.8 7,843 39.6

うち畑作物 4,070 17.7 1,946 9.8

うち野菜作 10,410 45.3 9,520 48.1

奨励金 3,067 13.4 4,465 22.6

受託収入 1,827 8.0 2,620 13.2

その他 4,604 20.0 1,046 5.3

資料：㈲ほなみ総会資料および聞き取り調査により作成。

注１：その他には稲経，野菜安定基金，受取共済金，農協事業配当等が含まれる。

２：比率は，それぞれ農産収入の割合を示したものである。

３：「…」は不明。
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目的であり，主にこのグループがその恩恵を

受けたということができるのである。土地利

用上の特徴では，野菜を導入せず稲作主体で

一般畑作ローテーションを行うタイプと露地

野菜を導入しその他転作を小麦と地力燕麦で

省力的に対応するタイプ（露地・施設併用型）

からなっている。

第２のグループは10ha前後の規模の中規

模農家群であり（年齢階層は第１グループと

同じ），兼業に重点をおいた経営から野菜導入

によって専業化を果たしたグループである。

露地キャベツの導入から始まった農家が２戸

あるが，すべて軟白ネギやピーマン，ホウレ

ンソウなどの施設野菜へと移行している。こ

のグループは，ハウス面積の拡大によって雇

用問題を抱えており，法人化のメリットは共

同化による労働力問題の解消にあったといえ

る。

第３のグループは，経営規模では６～８ha

台で，経営主の年齢は60歳台である。1980年

代以降の規模拡大はほとんどなく，地区内で

は小規模農家群に属する。野菜導入の先駆者

や施設・露地野菜の導入農家と兼業農家タイ

プからなっている。このグループは，後継者

がおらず農業者年金受給の65歳を間近にし

ての法人参加であり，農地受け手の確保を最

大のメリットとしている。

このように，法人加入までの経営形態の相

違や年齢階層によって法人加入の動機は異

なっていたが，法人設立の組織的基盤は圃場

整備後の生産組合の存在意義が大きい。」とし

ている。

(註８)具体的には，水稲中心の土地利用が行わ

れているのは，６農家の圃場であり，ほぼ旧

石狩川に近い沖積土壌に位置している。畑作

物・露地野菜中心とした輪作による土地利用

が行われているのは，４農家の圃場である。

そして畑作物・施設野菜中心とした土地利用

表4－15 ㈲ほなみ構成員外からの農地取得状況

所有
形態

受手
農家

相手
（地主)

面積
（ha)

年齢 普段の生活状況 期 間 継承前 継承形態

b－１ Ａ 5.8 52歳 土建業自営 15年以上賃貸借 賃貸借 法人が賃貸借

b－１ Ｂ 7.1 55歳 自衛隊員
10年くらい賃貸
借

賃貸借 法人が賃貸借

賃貸借 b－６ Ｃ 3.6 不明 息子は会社員 約20年間賃貸借 賃貸借 法人が賃貸借

b－７ Ｄ 0.9 70歳代 高齢者 長期間賃貸借 賃貸借 法人が賃貸借

法人 Ｅ 1.7 58歳 出資のみの社員 自作
02年から法人が
賃貸借

b－４ Ｆ 2.8 70歳代 高齢不在地主 約10年間賃貸借
99年・公社保有
（５年）

04年に法人取得
予定

b－５ Ｇ 3.0 54歳 土建会社勤務 10数年間賃貸借
01年・公社保有
（10年）

11年に法人取得
予定

b－２ Ｇ 3.0 54歳 土建会社勤務
1997年から賃貸
借

01年・公社保有
（10年）

11年に法人取得
予定公社

保有地
b－２ Ｈ 5.9 41歳 会社員

97年・公社保有
（５年）

02年に法人取得

b－１ Ｉ 2.8 77歳 年金生活者 20年近く賃貸借
01年・公社保有
（５年）

06年に法人取得
予定

b－８ Ｉ 3.4 77歳 年金生活者 20年近く賃貸借
01年・公社保有
（10年）

11年に法人取得
予定

法人 Ｊ 6.3 40歳代
他法人に参加す
るために飛び地
を処分

自作
03年公社保有
（10年）新規

購入

法人 Ｋ 7.5 70歳代 高齢者 Ｊの借地
03年公社保有
（10年）

資料：農協資料により作成。

注：坂下・工藤［50］学会報告資料より引用。
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が行われているのは，事務所が位置する１農

家の圃場である。

(註９)2004年度の見通しとしては，転作奨励

金は約２割の減少が予想されている。受託収

入の内訳は，小麦の収穫受託であるが，転作

奨励金水準の低下によって，個別対応の増加

が予想されるため，減少することが見込まれ

ている。農産物収入ではブロッコリの価格が

低下しているため，農産収入もやや減少する

ことが見込まれている。

(註10)坂下［48］に詳しく書かれている。

(註11)法人名義の農地うち，法人参加農家の

従来の借地は，４件の17.4haである。これに

対して農業開発公社を経由した保有地は，６

件の19.7haである。このうちb－4農家が保

有していた農地2.8haと b－2農家が保有し

ていた農地5.9haは 2002年，2004年に法人

が取得している。残りの４件についても2006

年から2011年にかけて法人が取得すること

になっている。この他に2003年には土地利用

の効率化のために２件の13.8haを購入して

いるが，今後，積極的にこれら以外の農地を

取得する予定はない。むしろ，2004年におい

てはＡの農地5.8haの賃貸借契約を解約し

ている。

(註12)2005年には，構成員のうち２農家が年

金を受給するために従業員扱いとなる。

(註13)１人は28歳・埼玉県出身・元金属会社

勤務，もう１人は27歳・釧路市出身・元運送

会社勤務。なお，後継者対策としては，今年

から厚生年金・労災・社会保険などの福利厚

生を充実して，外部からの労働力を受け入れ

る体制を整えつつある。

(註14)現在ブロッコリは過剰気味で価格が低

迷（20円/個；平年は70－80円）しているた

め，品目選択が難しくなっている。施設野菜

のハウスは現在37棟であり，キュウリのハウ

スを２棟増設しているが，相場の変化があり，

決して安定しているものではない。キャベツ

のように町・農協・生産者で基金を作って最

低価格補償をしているものだと作りやすいと

考えている。

(註15)新規事業の考え方として，都市と農村

の交流を進めていくことを考えており，

2003－2004冬期には，野菜のハウスを利用

し，農地の一時転用により，冬期間に限定し

たパークゴルフ場を設置した。今後は販売活

動を行っていきたいと考えているものの，直

売施設を設置しての販売活動は展望しておら

ず（リスクが高いため，労働力不足のため），

それよりはパークゴルフ場を通じた消費者と

の交流によって，「農産物を買いに来てくれる

人」を少しずつ確保していきたいと考えてい

る。

第５章 兼業地域における

労働力問題と作業受託

第１節 課 題

第５章では兼業地域（類型４）位置づけられ

る４地区（Ｊ，Ｋ，Ｌ，Ｍ地区）を取り上げる。

この地域は兼業比率が著しく高く，そのため地

域内では上層による作業受託システムが作られ

ていた。しかし兼業市場の縮小は，兼業層の離

農を増加させ，労働力不足を起こしたのである。

また農地流動化に対応可能な担い手の必要性が

出てきた。本章では地域における作業受委託構

造の変化と労働力問題における地域対応をみて

いく。

第２節 兼業構造と作業受託

類型化では，兼業地域（類型４）に属するＪ

～Ｍ地区の特徴を表5－1からみてみよう。経営

主の平均年齢は，54.2歳と比較的高い。地区別

で見るとＬ地区において58.6歳と町内で高い

方に分類される。農家戸数は77戸（1995年）か

ら63戸（2004年）と18.2％の減少率を示して

いる。とりわけＬ地区で21.4％と著しく減少し

ている。この地域を，兼業地域に分類する要因

である兼業率は，43.3％（29戸，2004年）と南

幌町で最高である。兼業農家は，とりわけ10ha

未満層に多く見られ，兼業先は主として土木，

建設関係，冬場は除雪作業である。１戸当たり

の平均面積は13.3haで，1995年と比較すると

2004年では約20％の増加率であり，規模拡大は

ここ２～３年において増え始めている。作付け

動向をみると水稲面積が55.3％で，転作率は

44.7％と町内平均よりは低い。４地区の中で２
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地区Ｋ，Ｍ地区）において野菜作が積極的に進

められ，特にキャベツの面積が4.6％を示して

おり，米麦に野菜を取り入れている。作付傾向

は水稲＋秋小麦＋野菜（キャベツ）となってい

る。

つぎに兼業地域を構成する４地区の農業状況

を見ていこう（前掲表5－1，5－2，5－3，5－4，

5－5）。

①Ｊ地区における農業状況

Ｊ地区（表5－2）の経営主の平均年齢は，50.8

歳と兼業地域の中では比較的低い。農家戸数は

26戸（2004年）で1995年（32戸）と比較する

と18.8％の減少率を示している。また後継者は

３戸で確保されている。兼業戸数は10戸

（38.5％）となっている。兼業は土木・建築関

係を中心に冬場は除雪作業など年間を通して行

われている。１戸当たりの経営面積は，14haと

1995年（12ha）と比較すると12.3％増加を示し

ている。これは地域の担い手となる５戸を中心

に地区内の離農地が引き受けられたことによる

ものである。しかし，積極的な規模拡大ではな

いため増加率はそれほど高くない。転作率は

50.9％と高い。作付体系は，米麦を中心に豆類

のほか野菜（3.3％）が取り入れられている。野

菜はキャベツのほか長ネギなどである。

②Ｋ地区における農業状況

Ｋ地区（表5－3）の経営主の平均年齢は，51.3

歳と兼業地域の中では比較的低い。農家戸数は

９戸（2004年）で1995年（10戸）と比較する

と10％の減少率を示している。また後継者は２

戸で確保されている。兼業戸数は４戸（44.4％）

となっている。兼業は土木・建築関係を中心に

冬場は除雪作業など通年を通して行われてい

る。１戸当たりの経営面積は，16haと1995年

（12ha）と比較すると40.4％増加を示してい

る。これは2000年代に入り離農が進み，その離

農地を受けたことによる。しかし，積極的な規

模拡大によるものではない。地域の担い手とな

る農家は３戸であるが，近年では他地区からの

転入農家もある。転作率は41.9％と高い。作付

体系は，米麦を中心に野菜（8.6％）が取り入れ

られている。野菜はキャベツ（5.2％）を中心に

表5－1 兼業地域（類型４）における各地区の農業状況

農 家 戸 数 増減率 １戸当たり平均経営面積 増減率

地 区
経営主
の平均
年齢

後継者
人数

確保
割合

兼業
戸数

兼業
戸数
割合

土壌分布
95年 00年 04年

95年⇨
04年

95年 00年 04年
95年⇨
04年

（戸) （戸) （戸) （％) （人) （％) （戸) （％) （ha) （ha) （ha) （％)

Ｊ 50.8 32 30 26 （18.8) 3 11.5 10 38.5 12 14 14 12.3
泥炭土壌

Ｋ 58.6 14 14 11 （21.4) 1 9.1 6 54.5 10 12 14 38.8

Ｌ 51.3 10 12 9 （10.0) 2 22.2 4 44.4 12 15 16 40.4
中間土壌

Ｍ 56.2 21 21 17 （19.0) 2 11.8 9 52.9 10 10 10 0.0

類型４ 54.2 77 77 63 （18.2) 8 11.9 29 43.3 10.8 12.8 13.3 19.2

南幌町平均 52.8 395 389 349 （11.6) 38 10.8 82 23.2 11.7 14.0 13.8 17.6

地 区
本地面
積

水稲作
付面積

転作面
積

秋小麦
作付面
積

野菜作
付面積

内キャ
ベツ作
付面積

水稲作
付面積
割合

転作率
秋小麦
作付面
積割合

野菜作
付面積
割合

キャベ
ツ作付
面積割合

作付体
系

地域対
応（法
人化)

町内にお
ける地理
的位置

（ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （％) （％) （％) （％) （％)

Ｊ 414.9 203.8 211.1 115.5 13.6 3.4 49.1 50.9 27.8 3.3 0.8

Ｋ 191.2 100.3 91.0 49.7 7.4 0.0 52.4 47.6 26.0 3.8 0.0 水稲＋
秋小麦
＋野菜

フロー
ア，ハ
ル

中央部西
寄りＬ 145.8 84.8 61.1 26.4 12.6 7.6 58.1 41.9 18.1 8.6 5.2

Ｍ 161.7 116.8 44.9 27.6 8.4 6.7 72.2 27.8 17.0 5.2 4.1

類型４ 914 506 408 219 42 18 55.3 44.7 24.0 4.6 1.9

南幌町平均 5,060 2,607 2,453 1,489 233 111 51.5 48.5 29.4 4.6 2.2

資料：農林業センサス，南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.8)，同補足調査（2004.12）より作成。

注１：農家戸数には法人構成農家も含む。

２：農家戸数とその増減率，１戸当たり平均面積とその増減率は構造変動が著しく変化する前の1995年

とその後著しく変化する2004年を比較している。

３：2004年の１戸当たり平均面積は，法人の面積を含まない。
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6
2
.
1

1
Ａ
＋
小
豆

N
o
.2
5

0
4
年

8
.
6

1
5
.
7

8
2
.
6

1
Ａ
＋
Ｂ

N
o
.2
1

0
3
年

9
.
8

9
.
8

0
.
0

3
Ｚ
，
秋
小
麦
＋
地
力

1
9
9
8
年
よ
り
全
面
転
作

N
o
.2
3

0
4
年

6
.
5

8
.
7

3
4
.
2

3
Ｚ
，
秋
小
麦
＋
大
豆
＋
地
力

非 農 家

離 農 ・ 土 地 持

N
o
.1
5

0
4
年

8
.
6

8
.
6

0
.
0

1
Ａ
＋
大
豆
＋
地
力

N
o
.1
7

0
4
年

8
.
3

8
.
3

－
0
.
5

1
Ａ
＋
春
小
麦

N
o
.６

0
0
年

8
.
3

8
.
3

－
0
.
2

1
Ａ
＋
小
豆

N
o
.3
2

0
3
年

8
.
2

0
.
2

－
9
7
.
8

貸
付

1
9
9
6
年
よ
り
貸
付

平
均
年
齢

5
0
.
8

平
均
経
営
面
積

1
4

資
料
：
20
04
年
南
幌
町
農
業
生
産
法
人
調
査
，
北
海
道
立
中
央
農
業
試
験
場
資
料
よ
り
作
成
。

注
１
：
19
90
年
時
点
で
晩
翠
地
区
で
営
農
し
て
い
た
32
戸
の
農
家
と
20
01
年
設
立
の
１
法
人
の
20
04
年
現
在
の
状
況
。

２
：
兼
業
は
JA

の
臨
時
職
員
（
収
穫
期
の
セ
ン
タ
ー
作
業
員
）
や
土
木
関
係
。

３
：
法
人
化
農
家
と
離
農
農
家
の
経
営
面
積
は
，
そ
れ
ぞ
れ
法
人
化
・
離
農
し
た
年
の
も
の
。

４
：
作
付
体
系
の
１
は
米
麦
主
体
，
２
は
米
主
体
，
３
は
麦
主
体
。

５
：
作
付
体
系
の
内
訳
で
Ａ
は
水
稲
＋
秋
小
麦
，
Ｂ
は
大
豆
＋
小
豆
，
Ｚ
は
全
面
転
作
。

６
：
将
来
予
測
は
，
執
筆
者
の
判
断
と
し
て
い
る
。
ま
た
判
断
の
根
拠
は
経
営
主
の
年
齢
，
後
継
者
の
有
無
と
聞
き
取
り
か
ら
将
来
的
な
意
向
に
基
づ
い
て
い
る
。
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近年長ネギなども導入されている。

③Ｌ地区における農業状況

Ｌ地区（表5－4）の経営主の平均年齢は，58.6

歳と兼業地域の中では最も高い。農家戸数は11

戸（2004年）で1995年（14戸）と比較すると

21.4％の減少率を示し，兼業地域では最も離農

が進んでいる。また後継者は１戸でしか確保さ

れてなく，深刻な労働力不足が懸念されている。

兼業戸数は６戸（54.5％）となっている。兼業

は土木・建築関係を中心に冬場は除雪作業など

通年を通して行われている。１戸当たりの経営

面積は，14haと1995年（10ha）と比較すると

38.3％の増加率を示している。これは地区内で

高齢農家を中心に離農が進み，地域の担い手と

なる２戸を中心に離農地が引き受けられたこと

によるものである。しかし，積極的な規模拡大

ではないため増加率はそれほど高くない。転作

率は47.6％と高い。作付体系は，米麦を中心に

豆類のほか野菜（3.8％）が取り入れられている。

④Ｍ地区における農業状況

Ｍ地区（表5－5）の経営主の平均年齢は，56.2

歳と兼業地域の中では比較的高い。農家戸数は

17戸（2004年）で1995年（21戸）と比較する

と19％の減少率を示している。また後継者は２

戸でしか確保されていない。兼業戸数は９戸

（52.9％）となっている。兼業は土木・建築関

係を中心に冬場は除雪作業など通年を通して行

われている。１戸当たりの経営面積は，10haと

1995年（10ha）と比較すると０％と変化はみら

れない。これは地域の担い手となる農家を中心

に離農地が引き受けられたことによるものであ

る。

地区では，積極的な規模拡大ではなくほとん

どの農家で農地移動はないが，高齢化も進んで

いるため５年以内の離農が予測される。転作率

は27.8％と町平均よりも低い。作付体系は，米

麦を中心に野菜（5.2％）が取り入れられている。

野菜のほとんどはキャベツで占められている。

1990年代前半までは，この地域においては米

表5－3 Ｋ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

現在の状況
将来予測

（５年以内)
経 営 面 積 の 推 移

農家
番号 経営

主年
齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

1990年 1995年 2000年 2004年 増減率（90年⇨04年) 備 考

No.４ 03年 12.7 12.7 12.7 12.7 0.0
増減率（90年
⇨03年）

法
人
参
加
農
家

No.８ 03年 8.7 8.7 10.9 10.9 24.9
増減率（90年
⇨03年）

No.２ 46 ○21 ○ 15.8 17.2 16.9 28.5 80.7

No.12 60 ○27 ○ 0.0 0.0 23.6 23.6 0.0
増減率（00年
⇨04年）

1996年より
転入

No.３ 43 ○ 10.0 10.0 18.9 18.9 89.1

No.７ 45 12.9 12.9 14.9 16.9 31.1

個

人

営

農

No.９ 54 11.6 11.2 15.5 15.3 32.8

No.10 43 ○ 8.6 8.6 12.8 15.0 73.8

No.１ 59 ○ 0.0 0.0 13.1 14.3 69.1
増減率（00年
⇨04年）

1999年より
転入

No.６ 44 ○ ○ 10.7 9.5 9.5 9.5 －11.0

No.５ 68 ○ ○ 8.6 8.6 8.6 3.9 －54.8

離農 No.11 12.7 16.2 16.2 0.0 －100.0

平均年齢 51.3

平均面積 16

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～３）より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りから

将来的な意向に基づいている。
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麦一毛作・兼業構造（臼井［18］）といういわゆ

る南空知的な農業構造を示していた。しかし，

地域内での兼業の深化とともに，機械装備の充

実を終えた地域の大規模層が，小規模兼業層へ

作業受託を提供し始めた。1997年の米価下落を

契機に，兼業層であった小規模層の多くが離農

し，地域における高齢化問題・後継者と労働力

確保問題も顕在化し始めた。さらなる離農跡地

の積極的な受け手は現れず，地域内の農地流動

化および遊休地発生への対処が，地域の課題と

して認識された。地域農業の担い手であった大

規模層においても，後継者確保の問題などの将

来的な個別経営に限界を示す農家も出始めたた

めである。

これを受けて，将来的な農地引き受けを念頭

に置いた作業受託主体の形成への動きが見ら

れ，法人化が模索され始めた。

第３節 作業受託システムの担い手としての法

人化

１)法人化前における構成員農家の経営

㈲フローア（註１）は，南幌町Ｊ地区に2001

年設立し，法人構成４名（経営主），従業員６名

（経営主妻，後継者など），経営面積12,864a

（全面積借地）である。出資金は600万円であ

る。2004年度作付けは水稲63.1ha，転作65.5

haで転作物は秋小麦28.2ha，大豆8.1ha，小

豆11.4ha，ビート6.0aとなっている。法人の

主たる事業目的は，①農業生産物の生産と販売，

②農作業受託，③農産物の加工と販売などと

なっている。

①㈲フローア構成員農家の経営概況

まず，法人参加前の個人経営の展開をみてい

こう。フローアに参加したのは，表5－6のとお

り４戸であり，経営主の平均年齢は49歳であ

る。また経営面積は規模が大きい農家で45.0

表5－4 Ｌ地区における地域農業の状況（2004年現在)

単位：ha，％

現在の状況
将来予測

（５年以内)
経 営 面 積 の 推 移

農家
番号 経営

主年
齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

法人参
加農家 No.７ 03年 6.1 10.7 15.5 20.0 226.1

No.11 49 ○ 14.3 21.1 20.9 26.8 87.7

No.９ 57 ○29 ○ 15.9 15.9 15.9 21.7 37.0

No.10 50 21.1 21.0 22.3 20.9 －0.9

No.１ 65 15.1 14.5 13.1 13.1 －13.6

No.13 56 10.8 10.8 11.3 11.1 3.4

個

人

営

農

No.３ 50 ○ 8.1 8.1 8.1 8.1 0.0

No.２ 47 ○ 7.7 7.8 7.1 7.1 －7.5

No.８ 60 6.7 6.7 5.6 7.1 5.9

No.６ 55 7.0 7.0 7.0 7.0 0.0

No.５ 92 ○63 ○ 6.5 6.5 6.5 6.5 0.0

No.４ 64 ○ 6.8 6.8 6.8 5.4 －21.5

No.12 65 04年 8.3 8.3 8.1 －100.0
離農

No.14 02年 9.9 7.7 7.7 －100.0

平均年齢 58.6

平均経営面積 14

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注：No.７のみ経営面積増減率は，90年⇨03年

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者

の有無と聞き取りから将来的な意向に基づいている。
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表5－6 ㈲フローアにおける法人参加前の構成員農家の性格

兼業 労 働 力 構 成 労 働 力 保 有 状 況
農家
番号

法人内
役職

年齢
経営面積
（ha)

土地利用
労働力
の見通
し

有無
など

人数 内訳 後継者 作業内容 人日
雇用
形態

雇用者属性 賃金

a－１ 社長 56 34.6 米麦主体 × 3
主（56）妻
（53）後（28）

○ 水稲春作業 30人日 臨時
岩見沢市派
遣会社より

1,200
円/時

不足

a－２ 専務 52 45.1 米麦主体 × 2
主（52）妻
（49）

×
水稲播種，
田植

50人日 臨時 近所の人 不足

a－３
機械施
設部長

42 16.6 米麦主体
△10
年前

3
主（42）他
（70）他（65）

× 田植 10人日 臨時
8,000
円/日

不足

a－４ 取締役 49 17.4 米麦主体 × 3
主（49）妻
（47）後（20）

○ 水稲春作業 ７人日 臨時
親類40歳女
性

900円/
時

資料：聞き取り調査（2004.8）および補足調査（2004.10）より作成。

表5－5 Ｍ地区における地域農業の状況 単位：ha，％

現在の状況
将来予測

（５年以内)
経 営 面 積 の 推 移

農家
番号 経営

主年
齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年)

備 考

No.20 04年 7.2 7.2 7.2 7.2 0.0法人参
加農家

増減率（90年⇨
03年）No.21 04年 11.8 15.2 15.2 18.4 56.4

No.18 50 ○ 11.3 11.2 19.2 19.5 71.8

No.15 52 ○31 13.6 13.6 18.2 18.2 33.9

No.４ 49 16.5 16.5 16.5 16.5 0.0

No.14 49 8.9 8.9 8.9 15.6 74.6

No.２ 46 11.8 11.8 11.8 11.8 0.0

No.３ 39 10.1 10.2 10.2 10.2 1.1

No.12 55 ○ 8.5 8.4 8.4 8.4 －0.4

No.16 57 ○ 8.4 8.4 8.4 8.4 0.0 2005年(＋743a)

個

人

営

農

No.11 60 ○ 8.1 8.1 8.1 8.1 0.0

No.17 57 ○ ○ 7.4 7.4 7.4 7.4 0.0 2005年離農

No.８ 67 ○ ○ 6.8 6.8 6.8 6.8 0.0

No.１ 60 ○ 6.4 6.8 6.8 6.8 5.3

No.13 63 ○31 ○ 6.4 6.4 6.4 6.4 0.0

No.５ 68 8.9 8.9 8.9 5.6 －36.9

No.10 55 ○ 5.2 5.0 5.0 5.0 －4.2

No.６ 66 ○ 4.9 4.9 4.9 4.9 0.0

No.９ 64 ○ ○ 2.5 2.5 2.4 2.5 －0.4

No.７ 12.2 12.2 0.0 0.0 －100.0
離農

No.19 65 6.7 6.7 6.7 0.0 －100.0

平均年齢 56.29

平均経営面積 10

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～3）より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取

りから将来的な意向に基づいている。

北海道大学大学院農学研究院邦文紀要 第29巻 第1号114



ha，小さい規模で16.6haと面積にばらつきが

ある。作付体系は４戸とも米麦主体である。「米

麦１毛作・兼業化」（前掲臼井［18］）を農業構

造の特徴としてもつ南幌町の中で専業農家のみ

で構成されている。労働力構成は基本的に家族

労働力に依存し，内２戸では後継者が確保され，

既に就農している。雇用労働力は，主に水稲の

春作業に入れており，雇用形態はいずれも臨時

雇用で人材派遣会社，近所や親類関係から調達

している。

②㈲フローア構成員農家の規模拡大過程と土

地利用

つぎに，表5－7から各農家の規模拡大の経過

を見ていく。法人以前の経営面積は自作地より

借入地が若干多くなっている。拡大の進め方を

農地の移動状況からみるならば，借地も一定の

割合を占めるが，公社経由による実質売買の割

合も高くなっている。年代的にはそのほとんど

が1990年代以降に取得されたもので，近年にお

ける急速な拡大を見て取ることができる。

土地利用は表5－8のとおりで，a－2農家以

外は水稲作付が６割を超え，転作は麦と大豆で

ほとんどが占められている。平均転作率は44％

であるが，a－2農家が圃場整備のため地力作物

が作付けられていたため，転作率が引き上げら

れているが，実質的には40％前後の転作率であ

る。表5－9より水稲の作付を品種別で見ると，

「きらら397」と「ほしのゆめ」により，ほぼ半

数の割合で作付けられ，両品種ともここ数年，

反収は480～500kg/10aで推移している。また

1997年の米価下落以降の経営対応としては，４

戸とも大きな変化や影響は受けておらず，４戸

とも米麦中心の作付行動を維持してきた。また，

土壌条件はほとんどの圃場が泥炭土壌のため土

地利用は転作田の固定化方式を採用している

（表5－10）。田畑輪換に関しては復田の費用問

題や米のタンパク値上昇を懸念し実施していな

い。輪作体系は麦の連作が目立っている。

③㈲フローア構成員農家の機械装備状況

法人参加前の４戸の機械装備状況をみてみよ

表5－8 ㈲フローアにおける法人構成員農家の作付状況（2001年現在作付面積)

単位：ha，％

番 号 法人参加前の土地利用状況（2001年)

経営面積 水稲面積 転作面積 転作率 秋小麦 春小麦 地 力 大 豆 小 豆 その他

a－１ 34.6 20.4 14.2 0.4 7.3 0.0 0.4 0.0 6.5 0.0

a－２ 45.1 14.8 30.3 0.7 10.6 0.6 10.4 3.4 5.2 0.2

a－３ 16.6 10.6 6.0 0.4 1.6 0.0 0.3 4.1 0.0 0.0

a－４ 17.4 11.5 5.9 0.3 1.1 0.0 0.0 4.7 0.0 0.0

資料：聞き取り調査より作成。

表5－7 ㈲フローアにおける法人参加前の構成員の土地所有形態（2000年）と規模拡大の状況

単位：ha

所有形態（法人化直前) 圃場数 規模拡大状況（面積の推移)
農家
番号 経営面積 自作地 借入地

うち公社
経由

貸付地
団地
数

枚数 90年以前 90～94年 95～00年

a－１ 34.6 10.2 24.4 5.2 0.0 3 72 8.9 19.0

△6.07

a－２ 45.1 22.0 23.0 11.7 0.0 5 74 15.0 16.7

a－３ 16.6 6.3 10.3 10.3 0.0 5 36 10.3

a－４ 17.4 11.8 5.6 0.0 0.0 5 31 4.8 5.6

資料：聞き取り調査より作成。
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う（表5－11）。４戸ともトラクタが中型クラス

を２台，田植え機はポット式６条植クラス，コ

ンバインは３～５条刈を，乾燥機は45石クラス

前後を複数台装備している。防除は個人で行っ

ている。その他にa－4農家では，近隣３戸共同

で160PSのクローラトラクタを購入し運用し

ている。また，転作関係で総合播種機や長ネギ

の移植機・掘り取り機・皮むき機を装備してい

る。機械装備は水稲作付を中心に，個別完結型

である。その中で２戸は以前地区の生産組合の

利用を通じて共同利用していたが，後にそれら

を解消して個別装備に移行している。法人参加

前に所有していた機械は，そのほとんどを法人

へリースしている。

表5－9 ㈲フローアにおける法人構成員農家の土地利用（2001年現在) 単位：ha

番号 土地利用の状況（水稲)

経営面積 水稲面積 品種構成
反収水準
の変化

良質米生産への取組
1997年の米価下落以降の経
営対応

a－１ 34.6 20.4
Ｋ50％
Ｈ50％

500kg 特段の取組は無い 大きな変化はなし

a－２ 45.1 14.8
大きな変化はなし。貯蓄す
る余裕がなくなっただけ

a－３ 16.6 10.6
Ｋ60％
Ｈ40％

取り組みはなし。田畑
輪換で復元田ではタン
パク値が上がる。

大きな変化は無い。水稲面
積を10haは維持したい意
向があった。

a－４ 17.4 0.0
Ｋ60％
Ｈ40％

480kg
側条施肥，ペースト肥
料の活用

転作率が増加してたため，
合わせて野菜の導入。

資料：聞き取り調査より作成。

注：品種構成のＫはきらら397，Ｈはほしのゆめ。

表5－10 ㈲フローアにおける土壌条件，

水田利用方式，輪作体系

水田利用方式
番号 土壌条件

輪作体系
作付順序方 式 理 由

a－１ 泥炭 転作田固定化 田畑輪換では
復田の際に費
用がかかるか
ら

麦⇨麦⇨小豆

a－２ 泥炭 転作田固定化 麦⇨麦⇨大豆⇨小豆⇨
ビート⇨大豆⇨

a－３ 泥炭 田畑輪換 水稲⇨大・小豆⇨大・
小豆⇨小麦⇨小麦⇨
ビート⇨大・小豆また
は水稲

a－４ 1/3が泥炭 転作田固定化 小麦⇨キャベツ⇨小麦
⇨キャベツ

資料：聞き取り調査より作成。

表5－11 ㈲フローアにおける法人参加前の構成員農家の機械所有と利用組合など参加状況

機械所有状況（2001年現在）
利用組合と法人化の契機

番号 個人（台数，性能） 共同

TR 馬力 RP 条植 CB 刈 乾燥機 石 防除関係 有無 組合名

a－１ 2 75
53

1 10条
植

1 ５条 5 50 AMSを利
用

20年前に防
除を５戸共
同

a－２ … … … … … … … … … … … ○ 晩翠第１生産組合

a－３ 1 53 1 ６条 1 ３条 3 43，
36，
28

○ 晩翠第１生産組合

a－４ 2 53
40

1 ６条 1 ５条 3 43 ブームスプ
レイヤー

CTR160PS
を３戸共同

転作関係で総合播種機
（６戸），長ネギの移植
機，掘取機，皮むき機

資料：聞き取り調査より作成。

注１：防除関係のAMSは，町内のヘリ防除受託組織を示す。

２：a－2農家の機械保有状況の「…」は調査未了を示す。

３：TRはトラクタ，RPは田植機，CBはコンバイン，CTRはクローラトラクタを示す。
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④法人参加への理由と所得分配

法人化の契機は，所得の確保と負債の安定的

な返済，将来的な労働力への不安，深刻化の傾

向をみせる農業情勢への不安などをあげてい

た。しかし，差し迫った状況で法人化へ参加し

たというよりは，予測されるであろう中長期的

な将来への不安感を一足早く解消させようとい

う観点から法人化に踏み切っている。

法人化して最も重要となる取り決めとして，

所得の分配があげられる。その点についてみて

みよう。給与体系は，役員報酬（給与）＋小作料

（地代収入）＋機械リース料という体系で各個

人の負債償還が円滑で安定的に行われるような

金額算出がされている。詳細については，次項

以降の中で触れていく。法人化参加へのメリッ

トを見ると法人化することで個人営農時代では

出来なかった労力的余裕を生かした新規事業へ

の取り組み，作業分担することで定期的な休暇

の取得，機械施設投資の負担軽減などがあげら

れる。また，デメリットとしては，個人営農と

は違い自由時間が取れない，拘束されるなどが

あげられている。

以上，フローアの構成員らは労働力を基本的

に家族労働力で賄い，不足する春作業を中心に

臨時雇用を導入していた。また米麦中心の作付

体系を基本としながら，米価下落への対応は顕

著な動きはみられない。しかし，４戸とも経営

規模拡大の意欲は大きく，近年，地域内の離農

農家からの放出された農地を借地もしくは農業

公社経由により，急速的な経営面積の拡大を

図ってきた経緯がある。

２)法人化以降の経営展開

南幌町では最初の法人となるため，設立は試

行錯誤であった。経営統合による法人化に，参

加農家が抵抗したため，当初は個人経営を継続

した受託組織として，㈲フローアが2001年に設

立された。その後，個別経営の維持が難しい構

成農家が現れ始めたため，完全な共同経営の法

人へ移行し，翌年の2002年に現在の農業生産法

人になった。

①㈲フローアの組織機構と労働力構成

㈲フローアの組織図は，図5－1にあるとおり

である。意思決定機関に，社員総会を執行機関

として役員会・代表取締役・専務取締役が存在

する。執行機関の構成員は４名で，その家族が

６名の従業員で，総勢10名からなる（表5－

13）。構成員は，出資金を社長は300万円，他構

成員は100万円ずつ出しており，役員として経

営に従事している。従業員の給与体系（註２）

は，後継者である２名が給与制を取っており，
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表5－12 ㈲フローアにおける構成員農家の法人化への参加理由および評価 単位：a

法人化理由・目的 法人化参加理由，評価など

番号 年齢

経営面
積
（法 人
以前）

法人化前後での所得・
役員報酬・給与の変化

社会
的事
情

個別
的事
情

地域
的事
情

メリット デメリット

a－１ 56 34.6 ●
自由時間の拘束
人間関係によるストレ
ス

a－２ 52 45.1 ● ● ●
個人の負債償還を念頭
に金額を算出し配分

①新規事業（イチゴの
栽培・販売や貸し農園
計画）への期待
②作業分担，定期的な
休暇

a－３ 42 16.6 ●

役員報酬が年間600万
円で法人化前と比較し
て増加。これに地代と
機械リース料が加算。

病気や怪我をしても経
営は続けていけること

急な現金の借入が難し
くなったこと

a－４ 49 17.4 ● ●

負債償還に対応できる
だけの役員報酬や所得
を得ている。生活は上
昇。

①機械施設負担が軽減
②作業分担が可能

人間関係（奥さん方）
に気を使う

資料：聞き取り調査より作成。
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他は時給1,200円の日給制としている。

②土地利用状況，所有形態と取得に関する考

え方

土地の利用状況（表5－14）は，法人化前後を

通して，作付体系に大きな変更はなく，基本的

には米麦を主体にしたものである。転作率は

50.9％である。圃場数を見ると法人化直後は24

団地194圃場あったが，その後，畦畔撤去など

を行い圃場の１区画を大きくした結果，圃場数

161に減少している。2004年度には土地が増加

したため25団地171圃場と一時的に増えたが，

今後も畦畔撤去などを実施し，圃場区画整備を

継続する予定であり，圃場区画の大型化を目指

している。

経営面積は128ha（2004年）で，土地はすべ

て借入地（構成員と地域内の農家）（表5－15）

で，農機具においても構成員からのリースであ

る。土地の所有形態については，2001年法人化

当時は，受託作業のみを行う法人であったが，

翌2002年度には，農業生産法人となり農業経営

を開始している。基本的には法人構成員から土

地を借りることで法人の経営面積は120.7ha

となっている。また，構成員が法人参加前に個

別に賃貸借契約をしていた土地および公社経由

の土地もそのまま法人が引継ぐ形態にした。将
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表5－14 ㈲フローアにおける土地利用状況 単位：ha，％

圃 場 数
年度 経営面積 水稲 原則作物 特例作物 転作面積 転作率 秋小麦 地力 大豆 小豆 てん菜 その他

団地数 圃場枚数

2002 120.7 24 194 66.3 54.2 0.2 54.4 45.1 31.5 1.2 10.4 6.4 4.8 0.2

2003 120.7 24 161 61.7 58.8 0.3 59.1 48.9 31.1 0.6 10.0 10.3 6.4 0.3

2004 128.6 25 171 63.1 65.5 0.0 65.5 50.9 28.2 2.0 8.1 11.4 6.0 9.9

資料：フローア総会文書より作成。

注：2004年のその他は蔬菜122aと圃場整備864aの合計。

表5－13 ㈲フローアにおける

労働力構成，組織体系

農家番号 年齢 役職・雇用形態
出資金有無

（万円)
給与体系

a－１ 56 代表取締役 300

a－２ 52 専務取締役 100 役員報酬＋小作
料＋機械など
リース料a－３ 42 取締役機械施設部長 100

a－４ 49 取締役事務会計部長 100

a－１妻 53 従業員 時給（1,200円）

a－１長男 28 従業員 給与

a－２妻 49 従業員 時給（1,200円）

a－４妻 47 従業員 時給（1,200円）

a－４長男 20 従業員 給与

新規従業員 45 従業員（2003年より） 時給（1,200円）

資料：聞き取り調査より

図5－1 ㈲フローア機構図

資料：㈲フローア設立総会文書より作成。

注：作業担当は別に定めている。
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来的には購入を進め，法人の所有地に切り替え

ていくことが想定されている。2003年度は，前

年度と同様，相手など契約内容，面積とも変更

はない。2004年度は，集落内の離農者などから

の土地を受けて，面積が128.7haと増加してい

る。

法人の土地取得に関する考え方は，基本的に

は賃貸借を中心に拡大するものとしている。こ

れは経営面積を大きくすることで経営の安定化

を図ることと，農協の法人設立の考え方にある

ように，地域拠点型の法人＝地域農業の担い手，

農地放出の際の受け手として位置づけがあるた

めである。

③法人の農家経済と作業受託

㈲フローアの2002/03年度の農業収入は，総

収入で20万弱の上昇，10a当り収入も，約２万

円の上昇を見せており，今のところ順調と言え

る（表5－16）。

フローアの受託事業は，農業者や農協などか

ら委託を受けて作業を行うことを主なものとし

ている。作業の種類や料金は農協の示すガイド

ラインに依拠している。法人内における作業受

託事業の分担は，主に法人構成員２名と従業員

２名に地区内の農家１戸（註３）の５人が従事

している。また，繁忙期には地区内のもう１戸

の農家が入る場合もある。作業受託事業専用の

作業機械はレーザーレベラのみの装備で，他の

作業機械については，通常の作業シフトの中で

出役させている。作業時はオペレータや機械の

みの出役はなく，必ずセットでの出役となって

いる。

地区内に存在していた作業受託組織の「晩翠

コントラクタ組合」（註４）を前身とし，受託事

業の範囲は地区の内外に及んでいることが特徴

である（表5－17）（註５）。

委託側農家の性格（註６）を表5－18からみ

表5－15 ㈲フローアにおける土地所有構造（2001－2004) 単位：ha，円/10a

年度
所有
分類

農家番号 面 積 地区 小作料

a－1 21.6

a－1の母 2.8

a－2 22.3
15,000

構成員 a－4 11.7

a－3 6.0

a－3の父 6.3

小計 70.7

a－101 5.0

a－102 5.0

a－103 5.72001～

2003年

Ｊ

地

区

15,000
a－104 4.9

個 人
a－105 1.0

a－106 2.7

a－107 3.3 12,000

小計 27.6

a－201 8.1

a－202 10.2
公 社

a－203 4.2

小計 22.4

合計 120.7

資料：総会文書および補足調査（2004.10）より作成。

年度
所有
分類

農家番号 面 積 地区 小作料

a－1 21.6

a－1の母 2.75

a－2 22.31
15,000

構成員 a－4 11.74

a－3 6.01

a－3の父 6.33

小計 70.74

a－101 5.04

a－102 5

a－103 5.65
15,000

a－104 4.87
2004年

Ｊ

地

区
a－105 1.04

個 人
a－106 2.71

a－107 3.25 12,000

a－108 7.16 15,000

a－109 0.76 14,000

小計 35.48

a－201 8.05

a－202 10.16
公 社

a－203 4.22

小計 22.43

合計 128.65
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てみよう。地区内の小規模兼業層からの受託件

数も伸び，地区外への出役も増加した。このこ

とから小規模兼業構造が存続する条件として，

労働力問題に対応したことには一定の評価はで

きる。

しかし，法人化３年目あたりから，受託構造

に変化の兆しをみせている。その１つが離農に

より土地を法人が借りたことで作業受託そのも

表5－16 ㈲フローアの農産物収入とその他（奨励金・受託作業）収入の推移

単位：ha，千円，％

2003年度 2002年度

項目 作付面積 収入金額 比率
10a当
たり収入

作付面積 収入金額 比率
10a当
たり収入

米 61.7 50,371 33.8 82 66.3 40,184 30.6 61

小麦 31.1 19,323 13.0 62 31.5 17,276 13.1 55

大豆 10.0 16,649 11.2 167 10.4 6,920 5.3 66

小豆 10.3 2,737 1.8 27 6.4 3,715 2.8 58

てん菜 6.4 6,757 4.5 105 4.8 4,516 3.4 94

その他 0.3 128 0.1 41 0.0 0 0

小計 119.8 95,965 64.4 80 119.4 72,611 55.2 61

奨励金 35,592 23.9 40,203 30.6

受託作業 15,608 10.5 17,714 13.5

AMS 1,997 1.3 993 0.8

小計 53,196 35.7 58,910 44.8

合計 149,033 131,521

資料：㈲フローア総会文書内収支決算書より作成。

注１：米には特別栽培米も含む。

注２：2001年度は受託作業のみの法人であったため，その実績は除く。

注３：表中のAMSは，全町的な防除ヘリの組織で，そこへ出向し受託収入を得ている。

表5－17 ㈲フローアにおける作業受託状況

2001年度 2002年度 2003年度

作業内容 面 積
（ha)

受託料金
（千円)

面 積
（ha)

受託料金
（千円)

面 積
（ha)

受託料金
（千円)

収穫作業 160.6 6,465 156.6 8,497 162.7 8,338

乾燥調製 － 654 － 1,508 － 1,445

レーザーレベラ 126時間 983 382時間 3,139 106.5時間 962

播種 － － 10.9 240 5.7 125

出荷 － 87 － 68 － －

鋤き込み 14.7 277 11.6 316 17.3 455

カルチ作業 10.9 87 40.5 596 38.5 608

心土破砕 168.3 1,833 94.9 931 － 484

その他 － 2,757 － 2,420 － 3,705

構成員分受託作業
（収穫）

113.6 41,070

合計 468.1 54,214 314.5 17,714 224.2 16,123

資料：㈲フローア総会文書内収支決算書より作成。
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のが減少したこと。もう１つは，水田農業ビジョ

ンの開始に伴い，「農地集積加算」の廃止などに

より作業受託が減少し始めていること。また作

業受託も，将来的な農地の引受けを条件とする

場合が多くなり始めた。

さらに同地域内では，㈲フローアの作業受託

事業にオペレータで出役協力をしていた農家

が，新たに別の作業受託組織を設立し，㈲フロー

アへの受託件数減少の要因となっている。こう

したことから，受託事業の縮小を補完するため

新規事業を展開している。新規事業は，道の補

助事業（チャレンジ21）を活用してのハウスイ

チゴの高設栽培と観光農園（イチゴ狩り・体験

農園）である。観光農園は，町内における札幌

への交通アクセスの要所や，農産物加工施設と

温泉施設などが隣接する地帯に立地している。

作業受託事業を起業目的とした㈲フローアにお

ける新事業の展開は，今後注目されるものであ

ると考える。

第４節 小 括

兼業地域においては，上層農家による兼業農

家への作業受委託関係が確立していたが，兼業

先の縮小や高齢化により離農が多発し，農地流

動化問題と地域内の労働力不足問題として現れ

た。しかし，地域には農地を積極的に受け容れ

るだけの余力がなく，小規模層への作業受託供

給を必要としていた。これに対して，農地流動

化と作業受託システムの継続を前提とした法人

が設立された。法人化は，地域内の要請に応え

るのみではなく，構成員として参加した大規模

農家にも経営の継続を保障した。

今後の課題としては，法人とは別の受託組織

も設立されており，㈲フローアではカバーしき

れない地域の要求があったということであろ

う。そこで，農作業受託事業の見直し，および

新事業の展開が迫られている。また農地受入に

よる法人の規模拡大も進行している。

註

(註１)法人は，農産物価格の下落・担保力の低

下・農業従事者の高齢化・担い手不足など，

農業の諸問題の対応するため，新しい経営感

覚を導入するため設立された。特徴としては，

作業効率化による構成員の所得アップと地域

の担い手として法人を機能させることがあげ

られる。なお，2001年度は受託作業のみの法

人経営として個人営農を継続したが，2002年

度より法人経営に移行し事業を展開してい

表5－18 ㈲フローアにおける３年間における地区内外別作業別件数

年度 水稲
秋小
麦収
穫

春小
麦収
穫

小麦
運搬

大豆
収穫

小豆
収穫

大豆
播種

小豆
播種

大豆
出荷

小豆
出荷

地力
そば
は種

そば
収穫

てん
菜移
植

トウ
モロ
コシ

CTR
利用

CTR
心土
破砕

レー
ザー
レベ
ラ

日本
型

CTE

計

法人 4 4 1 － 3 2 － － － － 3 － － － 1 － 1 － － 19

地区内 個人 － 15 3 － 4 4 － － － － 12 － 1 － 1 6 4 － － 50

離農 － 5 － － 3 1 － － － － 2 － － － － 1 1 － － 13
2001

小 計 4 24 4 － 10 7 － － － － 17 － 1 － 2 7 6 － － 82

地区外 － 1 － － 5 2 － － － － － － 2 － 3 2 － － 15

合 計 4 25 4 － 15 9 － － － － 17 － 3 － 2 10 8 － － 97

法人 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

地区内 個人 － 16 2 16 4 5 2 2 2 3 9 － － － － － － － ３ 64

離農 － 5 5 2 1 1 1 1 － 2 － － － － － － － １ 19
2002

小 計 － 21 2 21 6 6 3 3 3 3 11 － － － － － － － ４ 83

地区外 － 2 2 1 9 － － － － － － － － － － － － － 14

合 計 － 23 4 21 7 15 3 3 3 3 11 － － － － － － － ４ 97

法人 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

地区内 個人 15 3 － － 4 3 3 － － － 11 － 1 1 1 － － 1 － 43

離農 4 1 － － 2 1 2 1 － － 1 － － － － － － 1 － 13
2003

小 計 19 4 － － 6 4 5 1 － － 12 － 1 1 1 － － 2 － 56

地区外 3 1 － － 1 － － － － － － － － － － － － 9 － 14

合 計 22 5 － － 7 4 5 1 － － 12 － 1 1 1 － － 11 － 70

資料：フローア総会文書より作成。

注：CTRはクローラトラクタを示す。
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る。

(註２)給与体系は，構成員が役員報酬（給与）＋

小作料＋機械などリース料という構成となっ

ている。まず小作料であるが，通常構成員の

経営面積が大きいほど所得も大きく，反面負

債も大きいことを鑑みて，大面積者の過年度

所得水準維持と負債の返済が円滑になされる

体系とした。具体的には，現在南幌町農業委

員会が定める標準小作料の12,000～16,000

円/10aを基準に構成員にかかる所得税を考

慮して，15,000円/10aが妥当と考え，同様に

畑も5,000円/10aとした。また小作料は，所

得配分計算の簡素化のみならず構成員間の所

得に対する不公平感を是正することを意図

し，一律の額に統一していることが特徴的と

いえよう。つぎに機械などのリース料の考え

方であるが，法人が構成員より機械をリース

することで法人の投資が抑制されることを目

的としている。また構成員が機械・施設など

の負債償還のために，所得税を考慮し，「原価

償却額＋償還利息」の範囲で算出している。

同様に役員報酬（給与）の算出は，本来であ

れば「法人余剰金÷４」での算出が妥当であ

るが，職務・職能・技術力などの違いを考慮

に入れ「基本給＋職務手当＋職能手当＋技術

手当」（㈲フローア「役員報酬及び給与等の設

定に関する留意事項」より）で算出している。

これは，農業生産法人の構成員は個人経営者

の集まりであり，大規模面積所有者ほど所得

が高い傾向にあり，且つ，生活レベルを向上

するために経営努力を行い，その所得で家計

費・共済掛金・負債償還を賄ってきている。

そのため，15項目にも及ぶ査定を行い算出さ

れている。

(註３)受託作業担当の５人の内訳は，a－3農

家，a－4農家，a－1およびa－4農家の息子

と３番農家（地区内の若手）である。これに

20番農家が繁忙期に出役する場合がある。

(註４)晩翠コントラクタ組合は，2001年４月

に解散しており，その当時の組合員＝受託者

８戸，委託者25戸，リール式汎用コンバイン

１台で構成されていた。2001年５月の法人設

立に際し，法人へ事業の引継ぎを行っている。

(註５)2001年度は作業受託のみを行う法人で

あったため，法人構成員の作業も法人が受託

する形態になっている。そのため構成員分

4,100万円に員外から受託1,300万円の合計

5,400万円となっている。続く2002年度は現

在の法人形態になったため作業受託は員外か

らとなっている。作業受託料金の合計は

1,770万円となっている。作業内容は水稲，麦

類，豆類の収穫や心土破砕，田畑輪換時の圃

場の均平化作業でレーザーレベラの出役，収

穫物の出荷運搬などである。続く2003年度は

作業受託料金の合計が1,610万円と160万円

程度減少している。これは作業分担や作業委

託をする員外利用者が減少したためである。

2004年度（予定）の作業受託件数でも減少す

る傾向を示しており，受託収入も下がること

が予想されている。また，これらとは別に

AMS（アムス）という全町的な受託組織（防

除ヘリ）に従業員を出役させている。AMSは

町内における後継者の育成・研修とその事業

からの料金支払いで収入を確保することを目

的とした任意組織である。現在，ヘリ２台を

所有しており，構成員は15人ほどである。法

人からは従業員２名（a－1，a－4農家の息子）

が出役している。そこから得る受託収入は法

人の収入となっている。

(註６)受託先は，地区内からのものがほとんど

であり，表には示していないが，経営規模の

大小に偏らずほとんどの農家より受託してい

る。このことは，水田経営確立助成における

土地利用集積型の作業受託の絡みもあり，ほ

とんどの農家が参加することで，多くなって

いる。

第６章 小規模地域における

高齢化問題への模索

第１節 課 題

第６章では，地域類型５の小規模地域に位置

づけられる４地区（Ｎ，Ｏ，Ｐ，Ｑ地区）を取

り上げる。この地域は高齢化が進展すると同時

に後継者不足による労働力問題も起きている。

そのため早急な地域の担い手の創出が必要に

なっており，地域対応として法人が設立された
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地区もある。そこで本章ではこうした状況を見

ていきながら，高齢化問題の地域対応としての

法人化に関しても考察を行う。

第２節 高齢化の進展と離農への対応

１）小規模地域の農業状況

小規模地域（類型５）の農業状況を表6－1か

らみてみよう。経営主の平均年齢は55.7歳と町

内でもっとも高く，高齢化が進展している。後

継者の確保状況は４戸のみと少ない。兼業戸数

は 13戸で兼業戸数率は 24.5％と町平 均

（23.2％）を若干上回り兼業率も比較的高い。

農家戸数は43戸（2004年）で1995年の61戸と

29.5％の減少率となっている。１戸当たりの平

均面積は10.3ha（2004年）で，規模拡大はそれ

ほど進展せず，現状維持の様相を呈している。

10ha以下の小規模層では離農が予測されてお

り，10ha以上で規模拡大傾向が見られる。

地域の本地面積は544haで，水稲面積は324

ha（59.5％），転作面積は220haで転作率

40.5％である。転作は秋小麦が138ha（25.4％）

となっている。その他に野菜も42ha（7.7％）

と町内の1/6も占めている。その中でキャベツ

が町内の1/10占めている。作付傾向は水稲＋秋

小麦＋野菜で，野菜の中でキャベツの作付面積

は大きい。

２）高齢化の進展とキャベツ作付の拡大

つぎに小規模地域を構成する各地区の農業状

況を簡単に見ていこう（前掲表6－1，6－2，6－

3，6－4，6－5）。Ｎ地区（表6－2）の経営主平

均年齢は60歳と最も高く，高齢化が進んでい

る。農家戸数は７戸で1995年と比較すると

53.3％の減少率を示している。後継者は１戸の

みでの確保にとどまっている。兼業戸数は３戸

で年齢の若い農家（No.9，11）にみられる。１

戸当たりの平均経営面積は10haと1995年（８

ha）と比較すると23.3％の増加率である。これ

は地域内の離農地を引き受けたことによるもの

である。地域の担い手となる農家は法人に参加

した農家を除くとNo.10農家の１戸のみであ

る。転作率は39.5％と町平均より低く，作付の

表6－1 小規模地域（類型５）における各地区の農業状況

農 家 戸 数 増減率 １戸当たり平均経営面積 増減率

地 区
経営主
の平均
年齢

後継者
人数

確保
割合

兼業
戸数

兼業
戸数
割合

土壌分布

95年 00年 04年
95年⇨
04年

95年 00年 04年
95年⇨
04年

（戸) （戸) （戸) （％) （人) （％) （戸) （％) （ha) （ha) （ha) （％)

Ｎ 60 15 15 7 （53.3) 1 14.3 3 42.9 8 ９ 10 23.3

Ｏ 54.3 14 14 10 （28.6) 2 20.0 4 40.0 9 ９ 9 1.6 沖積土壌

Ｐ 58.1 14 14 9 （35.7) 1 11.1 3 33.3 10 11 13 23.5

Ｑ 50.3 18 18 17 （ 5.6) 0 0.0 3 17.6 10 10 10 (1.3) 泥炭土壌

南幌町平均 52.8 395 389 339 （14.2) 38 10.8 82 23.2 11.7 14.0 13.8 17.6

類型５ 55.7 61 61 43 （29.5) 4 7.5 13 24.5 9.2 9.7 10.3 11.6

地区
本地
面積

水稲作
付面積

転作
面積

秋小麦
作付面
積

野菜作
付面積

内キャ
ベツ作
付面積

水稲作
付面積
割合

転作率
秋小麦
作付面
積割合

野菜作
付面積
割合

キャベ
ツ作付
面積割合

作付
体系

地域対
応（法
人化)

町内におけ
る地理的位
置

（ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （ha) （％) （％) （％) （％) （％)

Ｎ 148.2 89.6 58.4 22.5 10.0 5.1 60.5 39.4 15.2 6.7 3.5

Ｏ 103.6 69.9 33.7 16.4 8.9 0.0 67.5 32.5 15.8 8.5 0.0

水稲＋秋小
麦＋野 菜
（転作率は
町平均及び
他地区より
低い傾向)

ライフ
中央部東寄
り～南東部Ｐ 112.9 66.1 46.9 37.7 7.3 6.5 58.5 41.5 33.4 6.4 5.8

Ｑ 179.5 98.1 81.4 61.9 15.7 1.0 54.7 45.3 34.5 8.7 0.6

南幌町平均 5,060 2,607 2,453 1,489 233 111 51.5 48.5 29.4 4.6 2.2

類型５ 544 324 220 138 42 13 59.5 40.5 25.4 7.7 2.3

資料：農林業センサス，南幌町農協資料および聞き取り調査（2004.8)，同補足調査（2004.12)より作成。

注１：農家戸数には法人構成農家も含む。

２：農家戸数とその増減率，１戸当たり平均面積とその増減率は構造変動が著しく変化する前の1995年

とその後著しく変化する2004年を比較。

３：2004年の１戸当たり平均面積は，法人の面積を含まない。
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基本体系は，水稲＋秋小麦に野菜となっており，

野菜の中でキャベツが多く作付けられている。

Ｏ地区（表6－6）の経営主の平均年齢は，54.3

歳となっている。農家戸数は10戸で1995年と

比較すると28.6％の減少率を示している。後継

者は２戸で確保されている。兼業戸数は４戸で

規模が小さい（10ha以下）農家に見られる。１

戸当たりの平均経営面積は９haと1995年（９

ha）と比較すると1.6％の増加率で，それほど変

化は見られない。これは地域に担い手として位

置づけられる上位層（10ha以上）３戸を中心に

拡大傾向は見せているが10ha以下では，農地

移動はほとんどみられないためである。転作率

は32.5％と町平均より低く，作付の基本体系

は，水稲＋秋小麦に野菜となっている。Ｏ地区

では他地区で見られるキャベツは作付けられて

いない。

Ｐ地区（表6－4）の経営主の平均年齢は，58.1

歳と高くこの地区においても高齢化が進展して

いることがうかがえる。農家戸数は９戸で1995

年と比較すると35.7％の減少率を示している。

後継者は１戸のみで確保され後継者不足が懸念

される。兼業戸数は３戸で規模が小さい（10ha

以下）農家に見られる。１戸当たりの平均経営

面積は13haと1995年（10ha）と比較すると

23.5％の増加率で，上位層（10ha以上）よる規

模拡大が進んでいる。転作率は41.5％と比較的

高い。

作付の基本体系は，水稲＋秋小麦に野菜と

なっている。野菜の中でキャベツが5.8％とこ

の地域の中で最も多く作付けられている。

Ｑ地区（表6－5）の経営主の平均年齢は，50.3

歳と小規模地域の中では最も低い。このことは

後継者に経営委譲が行われたためである。その

ため現在後継者の確保は０戸となっている。ま

た兼業戸数は３戸で地区内で経営面積の小さい

表6－2 Ｎ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

現在の状況 将来予測(５年以内) 経 営 面 積 の 推 移

農家
番号

作付体系経営
主年
齢

後継
者有
無と
年齢

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

法人へ
土地を
出す可
能性

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

内訳

法人 02年 ○ 0.0 0.0 0.0 77.5

Ｃ－２ 02年 6.7 11.4 13.6 0.0 －100.0法人参加
農家 Ｃ－４ 02年 5.0 5.0 13.7 0.0 －100.0

Ｃ－５ 02年 11.6 9.5 6.8 0.0 －100.0

No.10 48 ○ 8.0 23.0 26.3 28.3 253.6 Ａ＋Ｂ
10ha以上

No.９ 37 ○ 5.7 8.6 8.6 10.8 91.7 2 水稲＋小豆

No.11 43 ○ 8.3 8.3 8.3 8.3 0.4 2 水稲＋小豆
５～10ha  No.３ 64 ○28 8.0 8.0 8.0 8.0 －0.5 2 水稲＋転作

No.７ 65 4.9 4.9 4.9 4.9 0.0 2 水稲

５ha以下 No.８ 87 ○ ○ 4.5 4.5 4.5 4.5 0.0 1 Ａ

No.５ 74 4.5 4.4 4.4 4.4 －0.7 2 水稲＋大豆

No.６ ○ 4.3 4.3 0.7 0.7 －84.6

No.13 ○ ○ 0.8 0.6 0.6 0.6 －20.0

離農 No.２ ○ 4.7 4.7 4.6 0.0 －99.4

No.15 78 5.4 5.3 5.3 離農

No.16 4.7 0.1 離農 0.0

平均年齢 60

平均経営面積 9.9

資料：農協資料および聞き取り調査（2004.12）より作成。

注１：作付体系の１は米麦主体，２は米主体，３は麦主体を表す。

２：作付体系の内訳でＡは水稲＋秋小麦，Ｂは大豆＋小豆，Ｚは全面転作。

３：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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農家（No.2，7，16）である。１戸当たりの平均

経営面積は10haと1995年（10ha）と比較する

と1.3％の減少率で，上位層（10ha以上）よる

規模拡大と10ha以下の層より一部農地の放出

がされ上位層へ吸収されているためである。転

作率は45.3％と比較的高い。作付の基本体系

は，水稲＋秋小麦に野菜となっている。野菜の

中でキャベツが0.6％を占められている。

小規模地域を構成する４地区の農業構造をみ

たが，共通してあげられることは，経営主の平

均年齢が比較的高く，Ｎ地区では町内で最も高

くなっており，高齢化が進展していることであ

る。１戸当たりの経営面積も町内平均よりも低

く，町内で最も低く小規模地域の様相を呈して

いる。農地移動状況を見ると現状維持を示して

いるが，10ha以下の層による農地放出が５年

以内に予測され，10ha以上層の規模拡大が進

むと思われる。転作率は町平均よりも低く，そ

のことから作付体系も水稲の比率が高く，転作

に秋小麦と野菜が取り入れられている。野菜の

中でキャベツの比率が高く，農協による産地形

成の一翼を担っている。

このように小規模高齢農家が多く存在し，町

内全体で高齢化が最も進行しているため，地域

農業の担い手不足が懸念されている。しかし，

５～10年後には確実に多くの離農が発生し，そ

れに伴う農地が放出されることは必至である。

さらにその離農跡地の受け手は各地区とも一部

上位層により進められているが，後継者を確保

している農家も少なく，一斉放出が始まるとそ

れに対応するだけの担い手が存在しないため，

地域農業の危機的状況は大いに予想される。そ

のため地域の高齢化問題とそれに伴う労働力不

足に対する地域対応として法人化が実施されて

いる。次節では地域対応として設立した農業生

産法人㈲ライフにおける法人化への経緯をはじ

め，経営状況そして地域農業における位置づけ

を見ていく。

表6－3 Ｏ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

現在の状況
将来予測

（５年以内)
経 営 面 積 の 推移

農家
番号 作付体系

経営
主年
齢

後継
者有
無と
年齢

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

1990年 1995年 2000年 2004年

増減率
（90年
⇨ 04
年） 内訳

法人参加農家 Ｃ－１ 50 02年 14.3 17.1 17.1 12.3 －13.6 1 Ａ

No.11 57 ○23 ○ 16.9 16.9 16.9 21.9 29.9 1 Ａ＋ネギ

10ha以上 No.12 60 ○33 ○ 10.7 12.7 12.7 12.7 18.4 1 Ａ

No.６ 57 ○ 10.5 10.5 10.5 10.5 0.0 1 Ａ

No.３ 44 ○ 8.6 8.4 8.4 8.4 － 1.4 Ｚ，花卉＋飼料作物

No.４ 49 ○ 7.9 7.9 7.9 7.9 0.0 1 水稲

No.２ 54 ○ 7.8 7.8 7.8 7.8 0.0 1 水稲
５～10ha No.９ 55 ○ 6.2 6.2 6.2 6.2 － 0.5 1 水稲

No.14 66 ○ 6.2 6.2 6.2 6.1 － 2.1 1 Ａ

No.10 46 ○ 4.8 4.8 4.8 5.9 24.1 1 水稲

５ha以下 No.13 55 ○ 4.9 4.9 4.9 4.0 －17.6 Ｚ，秋小麦

No.５ 02年 7.5 7.5 7.5 離農

離農 No.７ 75 04年 4.5 4.5 4.4 離農

No.８ 56 04年 6.5 3.7 3.7 離農

平均年齢 54.3

平均経営面積 9

資料：農協資料および聞き取り調査（2004.12）より作成。

注１：作付体系の１は米麦主体，２は米主体，３は麦主体。

２：作付体系の内訳でＡは水稲＋秋小麦，Ｂは大豆＋小豆，Ｚは全面転作。

３：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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第３節 法人化の展開

１）法人設立の背景

農業生産法人㈲ライフの事業展開は，小規模

地域に位置するＮ地区である。この地区は，小

規模高齢農家が多く存在し，町内全体で高齢化

が最も進行しているため，地域農業の担い手不

足が懸念されていた。一方で，同時に負債など

を抱えた農家が少ない地区でもあり，差し迫っ

た経営的深刻さを呈していなかった。しかしな

がら，５～10年後には確実に多くの離農が発生

し，それに伴う農地が放出されることは必至で

あった。さらにその離農跡地の受け手が存在し

ないということも明白であったことから，地区

の危機的状況は大いに予想された。このような

地区の現状と自らの経営に対して不安を持って

いた農家は，何らか解決策を農協へ求めていた。

同時に農協においてもＮ地区の近い将来におけ

る危機的状況は予測されており，農地流動化促

進を念頭に受託作業，土地の受け手として機能

を地区に設けなければならいと考えられた。同

時にＮ地区を含め，近接の地区で構成される小

規模地域における高齢化の進展と離農への対応

をどうするかも検討された。

このような農家と農協の意図が合致し，地域

内で法人化の検討が呼び掛けられた。ライフに

参加した農家は地域内では，中心的な担い手農

家であったが，将来的な営農継続の限界（後継

者確保の困難）を有していたため，営農を継続

させるための最有力な選択肢の１つとして法人

化が考えられたのである。その後，法人設立の

勉強会や設立の手続きを経て2003年に町内３

番目の農業生産法人として設立したのである。

次項では，法人化前における構成員農家の経

営を通して法人化への背景を探る。

２）法人化前における構成員農家の経営

法人化以前の構成員について，整理すると以

下の通りである。表6－6が示すように，ライフ

の構成員は，平均年齢が49歳と比較的若い農家

で構成されている。兼業は，主に冬季間の土建

などに従事し，労働力を専ら家族労働力（経営

表6－4 Ｐ地区における地域農業の状況（2004年現在) 単位：ha，％

現在の状況 将来予測(５年以内) 経 営 面 積 の 推 移

農家
番号

経営
主年
齢

後継
者有
無と
年齢

兼業
の有
無

法人
化・
離農
の年

地域
の担
い手

離農
の予
測

法人へ
土地を
拠出可
能性

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

作付体系

法人化 Ｃ－３ 02年 7.7 7.7 13.8 0.0

No.８ 54 14.2 18.4 22.1 22.1 55.5 1 Ａ＋小豆

No.４ 57 ○24 ○ 10.5 20.4 20.4 20.4 94.1 1 Ａ＋キャべツ
10ha以上

No.12 55 ○ 13.6 19.3 19.1 19.1 40.7 1 Ａ

No.２ 49 9.9 11.5 11.5 15.1 52.6 1 Ａ

No.10 71 ○ ○ 7.9 7.9 7.9 7.9 0.0 Ｚ，秋小麦

No.13 64 ○ 7.9 7.9 7.9 7.9 0.0 1 Ａ

５～10ha  No.５ 49 ○ 9.4 7.6 7.6 7.6 －19.4 1 水稲

No.７ 53 ○ 7.6 7.6 7.6 7.6 0.0 1 Ａ

No.11 71 9.7 9.7 5.1 5.1 －47.1 1 Ａ

No.14 ○ 4.0 4.0 4.0 0.1 －97.5 Ｚ，ピーマン
５ha以下

No.１ ○ 4.7 0.1 0.1 0.1 －98.5

No.３ 04年 11.9 12.0 12.0 離農
離農

No.６ 04年 6.7 10.1 10.1 離農

平均年齢 58.1

平均経営面積 13

資料：農協資料および聞き取り調査（2004.12）より作成。

注１：作付体系の１は米麦主体，２は米主体，３は麦主体。

２：作付体系の内訳でＡは水稲＋秋小麦，Ｂは大豆＋小豆，Ｚは全面転作。

３：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，後継者の有無と聞き取りか

ら将来的な意向に基づいている。
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表6－5 Ｑ地区における地域農業の状況（2004年現在)

単位：ha，％

現在の状況
将来予測

（５年以内)
経 営 状 況

農家
番号 経営

主年
齢

後継
者の
有無

兼業
の有
無

地域
の担
い手

離農
の予
測

1990年 1995年 2000年 2004年
増減率

（90年⇨
04年）

No.18 38 ○ 7.9 14.4 14.4 14.4 81.9

No.４ 55 14.4 13.8 13.3 13.3 －7.4

No.８ 42 ○ 7.3 7.3 7.2 12.3 69.9

No.１ 50 ○ 8.3 8.3 11.7 11.7 40.7

No.10 48 ○ 8.3 8.2 11.7 11.7 40.3

No.15 62 11.6 11.6 11.6 11.6 0.0

No.６ 48 10.2 10.7 11.4 11.4 11.8

No.12 53 12.2 12.8 11.0 11.0 －9.7

個

人

営

農

No.３ 66 10.5 10.5 10.5 10.5 0.0

No.14 42 10.2 9.9 9.9 9.9 －2.7

No.17 40 8.2 9.1 10.4 9.3 12.5

No.11 50 12.9 12.9 8.3 8.3 －35.9

No.13 54 8.4 8.2 8.2 8.2 －3.2

No.９ 68 ○ 8.0 8.0 8.0 8.0 0.0

No.16 41 ○ 5.8 5.8 5.8 5.8 －0.3

No.７ 40 ○ ○ 4.9 4.9 4.9 4.9 0.0

No.２ 58 ○ ○ 8.0 8.0 0.9 0.8 －89.8

離農 No.５ 5.5 1.2 1.2 離農

平均年齢 50.3

平均経営面積 9.6

資料：南幌町農協資料および農家聞き取り調査（2005.2～３）より作成。

注：将来予測は，執筆者の判断としている。また判断の根拠は経営主の年齢，

後継者の有無と聞き取りから将来的な意向に基づいている。

表6－6 ㈲ライフにおける法人参加前の構成員農家の性格

兼 業 労働力構成 雇用労働力保有状況

農家番号 年齢
経営面積
（ha)

労働力の
見通し有無 業種

年間
日数

年間収入 人数 内 訳 後継者 作業内容 人 日
雇用
形態

雇用者属性

c－１ 49 21.1 ○ 除 2
主（49）＋
妻(46）

○
（予定)

水稲播種
野菜収穫

２～３人
日

臨時
町内の女性
（40～45歳）

不足

c－２ 48 15.6 ○ 土 120日 2
主（48）＋
妻(45）

× 花卉収穫 ５人 臨時 親戚 余裕

c－３ 49 13.8 ○ 土 30日 3
主（49）＋
妻（47）＋
後(22）

△ － － － － 不足

c－４ 49 13.7 ○
建，
土

150万円 2
主（49）＋
妻(46）

△ － － － － 不足

c－５ 50 11.1 ○ 土
主に
２

主（50）＋
妻（50）＋
母(72）

△ － － － － 不足

資料：聞き取り調査（2004.8）および補足調査（2004.12）より作成。

注１：労働力構成の標記は以下の通り。主；経営主，妻；経営主の妻，後；後継者を示す。

２：兼業の業種は，以下の通り。除；除雪，土；土建，建；建築を示す。

３：労働力構成の後継者の標記は以下の通り。○；確保，×；なし，△；不明，不明は意思確認が出来ない

ものも含む。
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主＋妻（＋後継者））に依拠している。そのため

労働力の見通しとしては全体的に不足感を持っ

ていた。後継者の確保状況は，Ｃ－3農家を除

き，残りの農家では確保できていない状況で

あった（註１）。５戸の平均経営面積は15haで，

最大は21ha（Ｃ－1），最小は11ha（Ｃ－5）と

なっていた（表6－7）。

土地の所有形態を見ると自作地の割合が多

く，また積極的な規模拡大は行っておらず，近

年とりわけ1990年代以降に離農跡地の引き受

けによる借入（公社経由も含む）が目立つ（表

6－8）。

法人化前の作付け状況見ると，水稲＋秋小麦

が基本的な作付け体系で一部構成員では野菜を

導入していた。また転作率も30％で水稲に特化

した作付け体系となっていた（表6－9）。土地の

利用状況をみると，水稲の品種構成は「きらら

397」，「ほしのゆめ」がほとんどで，平均反収も

８俵前後となっている。地区内の土壌条件が夕

張川の砂質土壌のため，低タンパク質な米が採

れやすく，そのため良質米生産への積極的な取

り組みは行っていない。1997年の米価下落以降

の取り組みとしては，キャベツの作付けなど開

始している（表6－10）。水田の利用方式はキャ

ベツを導入した農家を除き，転作田固定してい

る（表6－11）。このように法人化の契機として

土地利用上での課題があっての法人化とはなっ

ていない（表6－12）。

機械・施設の保有状況は，トラクターを３台

以上や乾燥機も３台以上など保有しており，経

営規模以上の機械や施設を多く保有しており，

機械の効率的な運用がなされていなかったこと

が指摘できる。また地区の生産組合への参加や

複数戸によるトラクターや防除機の共同所有が

みられる（表6－13）。

この機械・施設の保有台数の多さは，法人化

に際して新たな機械投資を避けた面がある。法

人化前の負債状況は，一部構成員を除きそれほ

ど多い状況ではない。負債が大きかった構成員

にとっては法人化に参加しなければ離農する恐

れは大きかった（表6－14）。

法人化への参加理由および評価（表6－15）を

みると，社会的事情と個別的事情を多くあげて

いる。また評価としてメリットは，共同化する

ことで経費削減，作業分担による労働の軽減化

と営農の専門化を図れることや情報収集が効率

的に行えることをあげている。デメリットとし

ては，個別営農と比較し時間に拘束がかけられ

ることが最も多かった。さらに一時的な所得の

減少や地域からの離脱につながるのではという

ようなものがあげられた。

３）ライフの経営展開

つづいて法人化後の経営展開についてみてみ

よう。法人の労働力構成を表6－16からみると，

法人化し参加した構成員全員が役員に就いてい

る。出資金は全員が会議の席上や作業上で序列

表6－7 ㈲ライフにおける法人参加前の構成員の土地所有形態（2003年)

単位：ha，％

所 有 形 態 圃場数 作業受委託

番号 経営
面積

自作地 借入地
うち公
社経由

貸付地
団地
数

枚数 有無 内 容

c－１ 21.1 14.3 6.8 3.7 0.0 ×
キャベツ収穫作
業により時間的
余裕無し

c－２ 15.6 8.6 6.9 0.0 0.0 3 46 ○
生産組合で高齢
メンバーから受
託

c－３ 13.8 0.0 0.0 0.0 0.0 4 20

c－４ 13.7 13.7 0.0 0.0 0.0 3 29

c－５ 11.1 6.8 4.2 0.0 0.0 3 × 一切行わず

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より作成。
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が生じることなく，平等にするということから

１人当たり12口（１口５万円）としている。

また法人化後も冬期における就業の場（註２）

を内部ではなく，兼業という形態で外部へ求め

ている（表6－17）。内容は，法人化以前同様，

土木関係や除雪である。他に法人には構成員の

家族（構成員の妻と後継者）を従業員として雇っ

ている。また春作業と野菜の収穫作業に固定化

されたパートを４名，管理作業（主に除草作業

に）に延べ40人ほど臨時雇用を入れている。

構成員の給与体系は，役員は役員報酬＋小作

料＋機械施設のリース料となっている。従業員

表6－8 ㈲ライフにおける法人参加前の構成員農家の農地取得の過程

土 地 移 動 状 況

番号
年

面積
（ha)

売買貸
借公社

貸借･
公社
の契
約年
数

価格・小作料
（10aあたり)

農地移動の要因

1976 5.0 ○ 68万円

1992 2.8 △ 16,000円

c－１
2002 4.1

△35，
公371

夫が無くなり離農

2004 2.6 ○ 57万円

1993 2.7 △ 5

1990 3.0 ○ 65～70万円
c－２

1999 2.2 △ 3

2002 4.2 △ 14,000円

1996 2.0 公 52万円 息子が継ぐので規模拡大
c－３

1997 4.0 ○ 45万 同上

c－４ 1998 4.1 公 10 高齢離農

1994 2.1
借地
返還

負債整理

c－５
1996 2.7 × 60万円 負債整理

2002 4.2 △ 14,000円 収入増加を狙う

資料：聞き取り調査より作成。

注：売買貸借の標記は以下の通り。○；購入，×；売却，△；賃貸借，公；公社

表6－9 ㈲ライフにおける法人構成員農家の作付状況 単位：ha，％

法人参加前の土地利用状況（2002年)
番号

経営面積 水稲面積 転作面積 転作率 秋小麦 地 力 その他

c－１ 21.1 12.0 9.1 43.0 6.4 2.7 0.0

c－２ 15.6 15.0 0.5 3.4 0.0 0.0 0.5

c－３ 13.8 8.7 5.1 36.9 5.1 0.0 0.0

c－４ 13.7 7.1 6.5 47.7 5.9 0.6 0.0

c－５ 11.1 8.0 3.1 27.7 2.9 0.0 0.2

資料：聞き取り調査より作成。

注１：その他はピーマン。また地力の前作でキャベツを３haくらい。

２：c－２のその他は水稲と花卉に特化。

３：c－５のその他は直売場用の野菜。
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（固定パートと臨時雇用も含む）（註３）は時給

制をとっている。また，従業員の中でも後継者

に関しては，将来的な法人経営の一翼を担うこ

とから月給制（16万円/月）となっている。研修

生など新規従業員の受け入れの可能性について

は，c－1農家が個別経営時代に研修生を受け入

れたときに得た経験から，法人でも今後研修生

の受け入れを前向きに検討していかなければな

らないと考えられている。その利点としては，

研修生に指導を通して，新しい作業体系へ転換

などが図られることをあげている。

法人の機構は，図6－1の通りである。社員総

会の下に取締役会が設置され，構成員である５

名が役員としてメンバーになっている。さらに

取締役会の下に法人管理部門の総務部をはじ

め，営農部門に水稲部，畑作部，蔬菜園芸部，

機械部の５部が置かれている。各部の部長は役

表6－10 ㈲ライフにおける法人化前の土地利用状況（2002年現在) 単位：ha，％

土地利用の状況（水稲)

番号 経営面積 水稲面積 品種構成
反収水準の
変化

良質米生産への取組
1997年の米価下落以降の
経営対応

c－１ 21.1 12.0
Ｋ，Ｈ，
Ａ

平年８俵
復田圃場であきほ作付
け（タンパク値対策）

キャベツ作付け面積増加

c－２ 15.6 15.0
河川に近く砂質土壌が
あり低タンパク米が栽
培しやすかった

下落以前から花卉・特栽
米，青色申告にパソコン
利用

c－３ 13.8 8.7 Ｋ，Ｈ ８俵

c－４ 13.7 7.1
Ｋ70％，
Ｈ30％

８俵強 田畑輪喚無し

c－５ 11.1 8.0 Ｋ，Ｈ
平年８～９
俵

兼業のためか全く無し

資料：2004年南幌町農業生産法人聞き取り調査より作成。

注：品種構成での標記は以下の通り。Ｋきらら，Ｈほしのゆめ，Ａあきほを示す。

表6－12 ㈲ライフにおける土地利用の

課題による法人化の契機

土地利用の課題が法人参加の契機となったか
番号

有無 理 由

c－１ △
直接的理由ではなかったが，キャベツ作付
け拡大に伴う輪作体系と圃場確保の整合
が取れなくなってきたこと

c－２ △
花卉出荷と水稲作業の重複により過密労
働に

c－３ △～○
Ｈ氏の意欲の低さにより農業部門での収
入が伸びなかった模様

c－４ 不明

c－５ ○
小規模個別経営では実現不可能だった輪
作体系の確立

資料：聞き取り調査より作成。

注：土地利用の課題の標記は以下の通り。○；あ

る，△；少しある

表6－11 ㈲ライフにおける土壌条件，水田利用方式，輪作体系

水田利用方式
番号 土壌条件 輪作体系作付順序

方 式 理 由

c－１ 田畑輪換 小麦（２年）－地力
（キャベツ）－小麦or水稲

c－２ 砂質土壌あり

c－３

c－４ 沖積 転作田固定 米のタンパク値

c－５ 全て沖積土壌 転作田固定

資料：聞き取り調査より作成。
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員が兼務し，従業員が固定で貼り付けられてい

る。但し，あくまでも責任者を明確にするため

で，作業の繁忙期には全員が全ての作業に従事

している。

法人の土地所有構造（註４）は表6－18のよ

うになっている。基本構造として構成員の所有

（借入地も含め）していた土地は，法人に貸し

付けるという形態をとっている。法人は３種類

の賃貸借関係をとっている。①構成員から借入

地が49ha，②構成員が元々公社経由で借りて

いた土地が11ha，③構成員が員外より借入し

ていた土地が29ha（2003年時点では16haで

ある）である。小作料は水田，畑を問わず15,000

円/10aとなっている。小作料の額に差をつけ

ないのは，地区の土壌条件が比較的に良好であ

ることと，圃場ごとに額を設定することでの事

務上の煩雑さを回避するためである。

今後は公社経由の土地を法人所有にし，員外

からの土地は借入を前提に増加していく考えを

持っている。積極的に土地を購入する形態で増

表6－13 ㈲ライフにおける構成員農家の機械所有と利用組合など参加状況

機械所有状況（2002年現在)
利 用 組 合

番号 個人（台数，性能)
共 同

TR 馬力 RP 条植 CB 刈 乾燥機 石数 防除関係 有無 組 合 名

c－１ 3
86
60
40

1 ６条 自脱 ４条 3
45，40
38

共 同 防 除
（ホース）

小麦播種機１台（３戸共
同）
ブームスプレイヤー１台
（２戸共同）

○
青葉第一生産
組合

c－２ 1 ８条 自脱 ４条 4
40×３
30

TR２台（80PS，青葉第
一生産組合）

○
青葉第一生産
組合

c－３ 1 95 1
６条
マッ
ト

汎用 ６条 3
ラジコンヘ
リに

麦播種機（利用組合所有） ×

c－４ 3
75
72
27

1 ７条 自脱 ４条 4
50，40
38，33

c－５ 4

90
76
42
35

1

８条
成苗
ポッ
ト

自脱 ４条 3 32×３
ブームスプ
レイヤー１
台

播種機（ドリル，３戸共
同）

資料：聞き取り調査より作成。

表6－14 ㈲ライフ構成員負債状況（法人参加直前)

整理
番号

借入金残高
（万円)

農業粗収入
（万円)

負債内容 返済状況 備 考

イ 2,000 1,000 土地，機械 順調 規模拡大途上の負債が中心

ロ 3,000 7～800 土地，機械 順調 規模拡大途上の負債が中心

ハ 4,000 500
経営的負債
（累積赤字）

極めて困
難

法人に参加しなかった場合，
2004年には離農の予測がされて
いた

ニ 300 500 機械 順調 トラクタの更新のため

ホ なし 500 なし －
経営規模が大きくなく，過剰な
投資は一切行っていない

資料：補足調査聞き取り調査（2004.12）より作成。

注１：借入金残高は，法人参加直前の2002年現在のもの。金額は大よそのもの。

２：農業粗収入は，法人参加直前の2002年現在のもの。金額は大よそ。

３：「ハ」の離農予測は，農協の営農シュミレーションに基いて判断されたもの。

４：整理番号は，プライバシー保護の観点から，前掲げの表などの番号とは連動していない。

なお，掲載に関しては当該法人より許可を得ている。
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やす予定はないが，離農跡地を受ける側面から

増えていくことが予想される。

土地の利用状況（註５）を見てみよう（表6－

19）。法人化直後の2003年では，個別営農時の

作付を継承したため，水稲に転作として秋小麦，

豆類，飼料作物，野菜となっている。法人化し

たことの１つのメリットとして，土地の有効利

用があげられることから，2004年作付では，農

表6－15 ㈲ライフにおける構成員農家の法人化への参加理由および評価 単位：ha

法人化理由・目的 法人化参加理由，評価など

番号 年齢 経営面積 社会
的事
情

個別
的事
情

地域
的事
情

メリット デメリット

c－１ 49 21.1 ● ●
大口購入による経費削減，
個人では不可能だった転作
対応・輪作ができる

c－２ 48 15.6 ● ● 各作物をきちんと作ること

収入減，法人参加による地
域からの離脱で地域の衰退
を招くのではないか（Ｙ氏
の危惧）

c－３ 49 13.8 ●

分業による作業分担と得意
作業への特化，土地利用上
の利点（輪作体系，転作圃
場の団地化，機械利用の効
率化），情報力

時間的自由が無い

c－４ 49 13.7
作付け経験のないものを作
れて勉強になる

仕事に追われ休みが取れな
い

c－５ 50 11.1 ● ●
個別経営の小規模性をカ
バー，今後の農業情勢への
対応力がある

自由業的農業からの転換に
多少の不安

資料：聞き取り調査より作成。

表6－16 ㈲ライフにおける労働力構成

番 号 法 人 内 担 当
出資金の
有無

冬場の兼
業

給 与 備 考

c－１ 代表取締役・社長・総務部担当 ○12口

c－２ 取締役・蔬菜園芸部長・総務部主任 ○12口 土木

c－３ 取締役・畑作部長 ○12口 除雪
役員報酬＋小
作料＋機械施
設のリース料

c－４ 取締役・水稲部長 ○12口 土木

c－５ 取締役・専務・機械部長 ○12口 除雪

c－１の妻 従業員

c－２の妻 従業員

c－３の妻 従業員 時給800円
～2003年までは月給12
万９千円

c－４の妻 従業員

c－５の妻 従業員

c－３の息子 従業員 除雪 月給16万円

臨時雇用Ａ パート×４人 時給750円 春作業・ピーマン収穫

臨時雇用Ｂ 40人日 時給800円 草取り

資料：2004年12月補足調査聞き取りより作成。

注１：出資金は１口５万円なっている。

２：冬場の兼業は，それぞれ個人対応となっている。
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協による野菜産地形成への要請に応える形で，

新規作物としてキャベツが導入された。それに

より水稲＋秋小麦＋豆類という一辺倒の作付体

系から水稲＋小麦＋豆類にビート，野菜，キャ

ベツなど土地利用型の作物を導入し，輪作体系

が可能な作付体系に移行しつつある。今後は

キャベツ産地形成を目指す農協の方向性に即

し，さらにキャベツの面積を増やす方向である。

そのため2005年にはキャベツの移植機も導入

されている。

法人の機械・施設の状況を見てみよう（表6－

20）。法人化によるメリットの１つとして，機械

の効率的運用が図られることがあげられた。法

人化前の所有状況は前述したが，経営規模の割

りに複数台所有し，必ずしも効率的な運用がな

されてはいなかった。しかし，新規作物の導入

に伴って作業内容も増加し，また新規事業とし

て地区内の高齢農家を中心に作業受託が始めら

れたため，機械の出動回数も増加した。

機械は基本的に構成員からリースする形態を

取っている。リース料は減価償却分が残ってい

る機械についてはそれも考慮に入れて算出して

いる。またクローラトラクタや大型田植え機，

大型コンバインなどを法人として新規に購入し

ている。今後は老朽化したものや性能が古いも

のを中心に順次更新していく予定である。また

効率的な台数や配置がなされる（註６）。

つぎに法人化によって新規に始められた事業

である作業受託についてみてみよう（表6－

21）。受託事業（註７）は，第１に機械の効率的

運用と，第２に所得の確保が目的とされている。

主な受託先は地域内の小規模高齢農家である。

作業内容は，小麦の防除や豆類の脱穀作業など

が中心である。他に稲麦藁のロール作業などが

ある。

農産物の販売状況（註８）についてみてみよ

う（表6－22）。販売額をみると2003年では

7,100万円で2004年には8,200万円と増加し

ている。また2005年計画では9,000万円台を目

表6－17 ㈲ライフにおける構成員・従業員の

冬期における兼業状況

兼 業 内 容
構成員

職 種 兼業先

c－２ 土木 南幌町

c－３ 除雪

c－４ 土木 南幌町

c－５ 除雪

c－３息子 除雪

資料：補足調査聞き取り調査（2004.12）より作成。

注１：冬期における兼業は，個人対応。今後，法人

として冬期における施設野菜などを検討し

ているが，具体案はなし。

２：c－3の息子は，2003年の c－1と入れ替わり

従事している。

図6－1 ㈲ライフ 機構図

資料：㈲ライフ設立総会文書機構図より作成。

注：2005年現在，機構に変更なし。
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表6－18 ㈲ライフの土地所有構造（2003－2005)

所有分類 農家番号
面積
（ha)

地 区
小作料・
10a

備 考

Ｃ－１ 8.8 Ｏ

Ｃ－２ 2.3 Ｎ

Ｃ－３ 8.6 Ｐ

借入地
構成員

（家族も
含む）

Ｃ－４ 10.0 Ｎ 15,000円

Ｃ－５ 7.5 Ｎ

Ｃ－２の父 6.7 Ｎ

Ｃ－３の母 5.8 Ｐ

小 計 49.6

Ｃ－１ 3.8 Ｏ2003
年 借入地

公社中間
保有

Ｃ－２ 2.9 Ｎ

Ｃ－４ 4.4 Ｎ

小 計 11.0

Cr－１ 2.9 Ｏ 高齢・離農

Cr－２ 1.6 Ｎ 高齢・離農
借入地 構成員外 15,000円

Cr－３ 8.8 Ｆ 高齢・離農

Cr－４ 3.1 Ｏ 高齢・離農

小 計 16.4

合 計 77.0

Ｃ－１ 8.8 Ｏ

Ｃ－２ 2.3 Ｎ

Ｃ－３ 8.6 Ｐ

借入地 Ｃ－４ 10.0 Ｎ 15,000円

Ｃ－５ 7.5 Ｎ

Ｃ－２の父 6.7 Ｎ

Ｃ－３の母 5.8 Ｐ

小 計 49.6

Ｃ－１ 3.8 Ｏ借入地
(公社中
間保有)

Ｃ－２ 2.9 Ｎ

Ｃ－４ 4.4 Ｎ

2004
～
2005
年 小 計 11.0

Cr－１ 2.9 Ｏ 高齢・離農

Cr－２ 1.6 Ｎ 高齢・離農

Cr－３ 8.8 Ｆ 高齢・離農

構成員外 Cr－４ 3.1 Ｏ 15,000円 高齢・離農

Cr－５ 7.2 Ｐ 高齢・離農

Cr－６ 1.3 Ｐ 高齢・離農

Cr－７ 4.4 Ｏ 高齢・離農

小 計 29.2

合 計 89.9

資料：聞き取り補足調査（2004.12）より作成。

注：農家番号の記号Crはライフ構成員外の農家を示す。
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指している。内容別に見ると米がトップである

（但し2003年は米と特栽米を分けていたため

キャベツがトップである）。そのうち全て直接販

売として取り扱う特栽米が600万円占めてい

る。品種は全て「ほしのゆめ」となっている。

キャベツは2,000～2,100万円，ビートは400万

円，ピーマンは335～336万円となっている。大

きな変化は秋小麦が23万円から1,100万円と

なっている。これは麦の作付面積を増加させた

ことと2004年から借り入れた土地に既に作付

られていたことによるものである。また収穫時

の副産物として出た稲麦藁や籾殻などを販売し

売り上げに結び付けている。

販売先の大半は農協であるが，米の一部が直

接販売という形で個配している（表6－23）。個

配先は南幌町内外と札幌市内の老人ホームへな

どが主な顧客となっている。法人化以前から

Ｃ－4農家を除いた各構成員が行っていた直接

販売をそのまま継続したものであり，配達も

各々の顧客に個配を行っている。統一ブランド

にして法人化直前まで行われていた販売戸数を

そのまま引き継いでいる。販売金額も統合後，

米価下落により2003年度は3,500円/10kg袋

だったものが引き下げて3,300円/10kg袋と

している。また元々Ｃ－1農家が行っていたが，

精米機販売との抱き合わせとして玄米売りも

行っており1,400円/俵である。社員は自家消費

分の米も会社から購入する形をとっており，そ

の価格は10,000円/俵である。今後は販路の拡

大と大口の取引対応を進めているが，特別な宣

伝広告は行わず，専ら既存の顧客による「口コ

ミ」を頼りにしている。このような中で，地域

に近接する夕張川河川敷に展開するゴルフ場の

経営者との取引関係から，レストハウス内のレ

ストランにおいて米の直接販売を行っており，

２～３人の新規顧客を得たが法人事業の柱とは

なっていない。

販売状況からも分かるとおり，法人経営耕地

面積に農産物売上高が規定される経営では，現

状の法人労働力構成の能力を超えるまでに借地

または所有面積が増加した場合に雇用労働力を

組み入れた新たな転作体系を築かねばならず，

その時点で法人の事業能力を制限する可能性が

あるのではないかと懸念される。つまり「自己

完結型」的に法人経営を保ちながら規模拡大を

進める速度よりも，農地が地域から放出される

速度の方が速かったら地域における担い手とい

う役割を果たせなくなってしまうのではないか

と考えたのである。法人経営の安定性を取るか，

地域内の農地の遊休化を許すかの岐路に立たさ

れる場面がくる危険性はないのかとの質問に対

して，聞き取り調査では全く問題はないという

返答を受けた。

㈲ライフの構成員は比較的若年層（平均年齢

49歳）からなり，地域の担い手である。法人化

前に規模拡大とそれに伴う機械投資が試みら

れ，それら機械・施設の効率的に運用するため，

作業受託への取り組みを法人化後開始してい

る。また共同運営化することで野菜（キャベツ）

の作付導入に応じた輪作体系の確立がなされ，

所得確保につながった。経営の統合により，法

人設立前の規模拡大および経営の累積赤字に起

因する重負債の構成員は，コンスタントに借入

金の返済をおこなうことも可能となった（表

6－24）。

農産物販売状況を見ると，キャベツがコメと

表6－19 ㈲ライフにおける作付面積

単位：ha

2003 2004

水稲 38.2 水稲 38.2

秋小麦 4.8 秋小麦 19.5

大豆 3.4 大豆 4.5

小豆 2.5 小豆 2.8

エン麦 6.1 エン麦 4.3

ビート 3.0 地力 4.9

ピーマン 0.3 キャベツ 5.1

飼料作物 5.6 ビート 3.4

蔬菜（白菜) 0.2 ピーマン 0.3

0.0 飼料作物 0.0

0.0 蔬菜（白菜） 0.3

資料：2004年聞き取り調査より作成。

注１：2003年のエン麦の内，533aはキャベツを後

作で作付。

２：飼料用エン麦と地力用エン麦とは補助金産

地づくり対策交付金の用件変更によって内

訳が変化。
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同様に重要な品目であることがわかり，同時に

キャベツ作は農協の野菜作振興にも寄与してい

る。個人経営で行っていたコメの直販事業は，

法人化後，商品企画や価格，販路などを統一し，

南幌町内外への販路を拡大し，大口取引対応を

進めている。

最優先課題として挙げられるのは，構成員が

同年代に属しているため，将来的なリタイアの

時期が重なり，将来的な法人経営の継承者（後

継者）の確保である。現在後継者は１名確保さ

れている。

農地流動化に果たす役割および離農跡地の受

け手として㈲ライフは，地域の要請に応じ，賃

貸借（公社の事業経由）および購入という形態

表6－20 ㈲ライフの所有機械・施設状況

機械・施設名 馬力・性能など 台数 備 考

CTR 160PS 1 2004年購入

10条植 1 2003年購入
RP

８条植 1

CB
８ 条刈・汎 用
リール

1

各種作業機械 複数台
会社名義
（新規購
入など） 乾燥機

40石 3
Ｃ－１から１台，Ｃ－２
から２台，各名義変更
（2003年）

45石 2 2005年購入

乾燥機倉庫 1
地区の旧生産組合より購
入

堆肥盤 140坪 1
町の振興基金より，483万
円。Ｃ－２温床畑を転換。

95PS 1 Ｃ－３

90PS 1 Ｃ－５より

79PS 1 Ｃ－１より
会社設立
前に各自
新規購入75PS 1 Ｃ－４より

CTR 70PS 2 Ｃ－３，Ｃ－４より

TR 62PS 1
Ｃ－１より

46PS 1

40PS 1 Ｃ－５より

32PS 1 Ｃ－４より

30PS 1 Ｃ－２より
リース
（構成員
より）

CB
６ 条刈・汎 用
リール

1 Ｃ－３より

45石 1 Ｃ－１より

38石 1

50石 1

40石 1 Ｃ－３より
乾燥機

30石 2

50石 1 Ｃ－４より

30石 2

40石 2 Ｃ－５より

乾燥機倉庫 3
３箇所に集約し，それぞ
れの乾燥機を配置。

資料：聞き取り補足（2004.12）調査より作成。

注１：乾燥機倉庫は，地区に存在していた旧青葉生産組合の倉庫であった（Ｃ－２，Ｃ－

５が加入していた）。

２：CTRはクローラトラクタ，TRはトラクタ，RPは田植機，CBはコンバインを示す。
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で対応している。法人としての規模拡大は，現

在のところそれほど意識されていないが，農地

の受け手としての地域の期待にもある程度応え

ている状況である。法人化に際した新事業の１

つである作業受託は，地域内の高齢農家からの

高い需要に応え，同時に将来的な農地受け入れ

先として期待されている。

第４節 小 括

小規模地域は，高齢化の進行により地域農業

の崩壊が数年後に控えているというまさに危機

的状況への対応を迫られていた。この課題に応

じたのは，農業生産法人㈲ライフであった。離

農跡地の受入が現在の主要な機能である。現在

のところ，個別経営の法人以前における機械化

から，農地受入に余地があるが，さらに安定し

た法人経営安定のために，キャベツの導入によ

る輪作体系の確立など，作付に工夫が見られる。

将来的な課題としては，後継者確保，新たな規

模拡大に対応した土地利用型作物の導入，新部

門における新規事業の立ち上げなどが模索され

ている。これらの方向性の具体化が，今後の課

題である。ただ，地域の高齢化問題への対応は

始まったばかりで，模索段階にある。

しかし，10ha以上の大規模層においても，離

農跡地を吸収し，規模拡大する余力があるかは

不明であり，現状の高齢化や後継者不足による

労働力不足問題と，それに起因する離農および

離農跡地の発生にどう対処するか，地域におけ

る対応が不可欠となっている。

註

(註１)Ｃ－3農家では既に後継者（22歳）は確

保されているが，また後継者予定としてＣ－

1農家に１名存在しているが現在（2004年）

就学中であるため，就農時期は未定である。

(註２)冬期間における雇用の場の確保に関し

ては，検討中にとどまっているが，今後の年

表6－22 ㈲ライフの農産物販売状況

単位：千円

2003年度 2004年度 備 考

米 18,939 32,000

特栽米 12,147 6,000 直販

秋小麦 237 11,060

大豆 851 1,000

小豆 3,858 2,600

キャベツ 20,125 21,220

ビート 4,034 4,000

ピーマン 3,350 3,360

副産物 212 406
稲藁，麦藁，籾殻等
白菜40万円含む（2003年度）

その他 7,639 395

小計 71,393 82,041

資料：総会資料と聞き取り調査より作成。

注：2004年度決算は，12月現在での暫定決算で，か

つ聞き取り調査から作成しているため確定金

額ではない。

表6－21 ㈲ライフにおける

作業受託実績（2003年度)

単位：ha，千円

委託側
農家

面 積 作 業 名 作物名 精算金
備 考

（地区名)

2.71 融雪 96
2.71 防除 麦 39
2.71 防除 麦 8
2.71 耕起・播種 麦 95
2.71 除草 麦 27
2.71 収穫 麦 125
2.71 ストローチョッパ 麦 46

16,624kg 半乾燥 麦 111
Ｃ－１ 16,624kg 運搬 麦 37

71,180kg 不明 水稲 830
10.08 収穫 水稲 706

機械運搬 4
もみ運び 121

10.08 田植 水稲 302
田植の労賃（10人） 水稲 80
肥料 水稲 567
除草剤 水稲 242

イ 4.18 スタブカルチ 33 鶴城

ロ 0.20 融雪 1

1.64 サブソイラ 23
ハ 0.00 もみ運搬 21

0.25 脱穀 小豆 15

3.02 代掻き 水稲 39
ニ 2.15 サブソイラ 30

1.40 播種 秋小麦 26

0.53 防除 小麦 13
0.53 防除 小麦 19

ホ
0.53 防除 小麦 20
0.53 収穫 小麦 31

ヘ 3.92 収穫 小麦 236

ト 1.25 播種 小豆 26 下石川

チ 0.53 脱穀 小豆 27

リ 2.38 脱穀 小豆 111 川向

ヌ 0.00 もみ運搬 44

ヲ 1.02 ロールベーラ 30 三重

1.60 播種 麦 40
ワ

6.85 サブソイラ 99

カ 0.15 脱穀 小豆 9

ヨ 5.76 ロールベーラ 153 川向

タ 3.42 ロールベーラ 92

レ 5.52 ロールベーラ 147

ソ 6.11 ロールベーラ 162 川向

資料：補足調査聞き取り調査（2004.12）より作成。
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間を通じての経営安定と機械や労働力の効率

運用を図るために喫緊の課題の１つである。

現在，冬期の兼業に関しては，構成員の自主

判断に任され会社としては一切関与していな

い状況である。

(註３)当初，月給制（12万９千円/月）であっ

たが勤務時間の差や休暇の日数に関わらず一

律ということに不満が噴出したため，2004年

より時給制（800円/時）に移行している。ま

た，固定のパートと臨時雇用は時給制でそれ

ぞれ750円/時，800円/時となっている。

(註４)法人が所有する土地の他に，Ｃ－1農家

には生前贈与で受けた土地が存在するため，

この土地は法人に貸し付けられてはいない。

Ｃ－1農家は自己所有地と法人に貸し付けて

いる土地の２種類の土地を有している。

(註５)土地の効率的な利用を図るべく，圃場事

業などとは別に法人独自で圃場整備を行って

いる。内容としては，採算性や産地作り対策

交付金等の補助金の面で有利な畑を水田に地

目換えするなどしている。整備としては，小

区画水田における畦畔撤去や暗渠工事，転作

田での勾配づくりなどがあげられる。また転

作田には暗渠が整っている圃場を中心に固定

化し，一方で水稲の作付は小さい圃場に集約

している。

(註６)効率的な機械の運用を図るべく，総台数

の見直しや適正な運用台数を目指すことに

なっている。また各構成員が有していた既存

の納屋などに各構成員の乾燥機を分散配置し

たり，作業体系や圃場の位置関係から，各倉

庫などにはトラクターをはじめ各種機械や作

業機の配置転換が行われている。

(註７)Ｃ－1農家の自己所有地の作業も受託

しているため，作業種類が多様である。

(註８)販売活動の中には，外部団体との連携な

どが考えられる。その中で岐美地区を中心と

した農家の奥さん方で構成される農産物・漬

物・野菜の直売グループ「みどり会」が活躍

に注目が出来る。みどり会の歴史は，南幌町

表6－24 ㈲ライフの負債の返済状況

農家番号 負債の種類 負 債 圧 返済状況

イ 土地，機械 ほとんどなし ○

ロ 土地，機械 年500万円ほどの償還負担 ◎

ハ 土地 経営的赤字 ◎

ニ 土地 ほとんどなし ○

ホ 土地，機械 ほとんどなし ○

資料：聞き取り調査より作成。

注１：返済状況での記号は，以下の通り。◎；滞り

なく返済，○；十分に返済している

２：返済の状況は，金額に基づくものではなく，

構成員それぞれのおおよその感じ方。

３：整理番号は，プライバシー保護の観点から前

掲げの表などの農家番号とは連動していな

い。なお，掲載に関しては当該法人より許可

を得ている。

表6－23 ㈲ライフにおける米の直販状況 単位：俵，戸，円/10kg

法人化直前 法 人 化 後 販売先，計画など

構成員 2002年度 2003年度 2004年度 ･南幌町内，町外（江
別，札幌）と札幌市
内の老人ホームへ

･個配は，主に月末に
集中している。

･販路の拡大と大口取
引対応を進める。

俵数
販売先
戸数

販売
金額

俵数
販売先
戸数

販売
金額

俵数
販売
戸数

販売
金額

c－１ 200 45 3,800

c－２ 50 ５～６ 3,600
400 70 3,500 400 70 3,300

c－３ 100 15 3,600

c－５ 100 ５～６ 3,500

資料：2004年12月補足調査聞き取りより作成。

注１：販売方法は，口コミによるもので個別配送を行っている。

２：個配は，各構成員が個別販売時代の顧客毎に行っている。

３：法人化後は，会社の統一ブランドで販売している。

４：2004年度からは小分け対応も実施し，10kg袋の他に30kg紙袋（料金値下げ）などがある。

５：米は全てほしのゆめで，精米で販売している。

６：法人とは別にc－１農家は，玄米60kgを 14,000円で個別に販売している。

７：社員価格は10,000円/俵である。
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で野菜作が本格化し始めた頃，地区内農家の

妻が主導して1981～２年頃に岐美地区の７

農家の妻たちが設立したものである。かつて

は直売所を上述したゴルフ場に設置していた

が，現在では撤退しており，町内の温泉施設

内にて販売活動を行っている。法人との関わ

りは特段なく，今後法人経営と提携するかな

どは未定である。

終章 総括と展望

第１節 各章の要約

南幌町農業をいくつかの指標により，５つの

地域に類型化した。類型化された地域の特徴に

対応しながら，個別経営の展開や法人化などが

行われている。以下では，各章の要約として，

類型により区分された地域における対応につい

てまとめた。

第２章は，大規模地域（類型１）についてみ

た。大規模地域ではＳ氏一族を対象として，大

規模経営の展開とその特徴を明らかにしてき

た。その特徴として，まず1980年代までの生産

組合による機械化対応がある。これは機械の作

業処理面積が個別面積よりも上回っていたこと

への対応であり，無駄な投資を抑える一方で農

地購入のための資金を確保することができた。

それによる規模拡大は，１つの地区内での限

界を生み，他の地区への出作とともに分家の段

階で移住を迫られることとなった。また，大規

模化は機械の共同利用を困難なものとし，機械

所有の個別完結型経営が志向されるようになっ

た。そして，そのような機械所有形態の効率的

な利用のために米麦一毛作を基本とした土地利

用が行われている。その結果，経費が低く抑え

られ，健全な経営を維持している。

こうしたことが引いては後継者確保につな

がっており，さらなる規模拡大を志向するよう

になっている。このような大規模農家は地域の

農地占有率で重要な位置を占めており，地域の

方向性を位置付けるという意味で地域対応に

なっているということができる。そして，米価

が低迷している近年においては一層の経費節減

が求められており，節税対策としての１戸１法

人化も模索される可能性がある。

続いて第３章の類型２では，大規模限界地域

における離農の多発と負債問題を詳細にみてい

きながら，その地域対応としての法人化に関し

ても考察を行ってきた。大規模限界地域では負

債問題と離農の多発が相互に関係し合って負の

連鎖に陥りやすいという特徴がある。これは地

域の農家にとっても個人では解決できない大問

題であるが，資金を融資している側の農協に

とっても死活問題となりかねない。Ｅ地区では

まさにこの問題が発生する直前となり，地域の

農家と農協の考えが合致する形で法人NOAH

が設立された。

法人設立後における各構成員の負債償還の状

況は順調であり，負債問題への地域対応として

の法人はひとまず有効に機能しているというこ

ができる。ただし，離農が本格化するのはこれ

からであり，法人は農地の受け手となって機能

していかなければならなくなる。そのためには

前提として法人経営の安定が必要であり，負債

対応としてだけではなく，新たな事業に取り組

んでいく必要がある。

第４章では，中規模地域（類型３）について

みた。中規模地域においては，比較的恵まれた

土壌条件の下で良食味米を生産しているが，農

家戸数の減少が緩やかで大規模化が進まず，そ

れにかわって集約化が進展している。また，共

同経営法人設立の以前より生産組合やMRCな

どの運営・利用の経験があった。

こうした複合化路線は比較的安定した営農の

展開をもたらしたが，1990年代に入って高齢化

が進み，後継者確保問題や労働力問題が現実化

した。それに対して設立されたほなみでは，効

率の良い作業体系の構築などにより労働力問題

を解決し，構成員の所得の安定にも寄与してい

る。しかし，後継者・新規参入者の確保による

担い手問題の解決には至っておらず，今後の課

題となっている。

第５章の兼業地域（類型４）においては，上

層農家による兼業農家への作業受委託関係が確

立していたが，兼業先の縮小や高齢化により離

農が多発し，農地流動化問題と地域内の労働力

不足問題として現れた。しかし，地域には農地

を積極的に受け容れるだけの余力がなく，小規
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模層への作業受託供給を必要としていた。これ

に対して，農地流動化と作業受託システムの継

続を前提とした法人が設立された。法人化は，

地域内の要請に応えるのみではなく，構成員と

して参加した大規模農家にも経営の継続を保障

した。

今後の課題としては，法人とは別の受託組織

も設立されており，フローアではカバーしきれ

ない地域の要求があったということであろう。

そこで，農作業受託事業の見直し，および新規

事業の展開が迫られている。また農地受入によ

る法人の規模拡大も進行している。

第６章の小規模地域（類型５）は，高齢化の

進行により地域農業の崩壊が数年後に控えてい

るというまさに危機的状況への対応を迫られ

た。この課題に応じたのは，ライフであった。

離農跡地の受入が現在の主要な機能である。現

在のところ，個別経営の法人以前における機械

化から，農地受入に余地があるが，さらに安定

した法人経営のために，キャベツの導入による

輪作体系の確立など，作付に工夫が見られる。

将来的な課題としては，後継者確保，新たな規

模拡大に対応した土地利用型作物の導入，新部

門における新規事業の立ち上げなどが模索され

ている。これらの方向性の具体化が，今後の課

題である。ただ，地域の高齢化問題への対応は

始まったばかりで，模索段階にある。しかし，

10ha以上の大規模層においても，離農跡地を

吸収し，規模拡大する余力があるかは不明であ

り，現状の高齢化や後継者不足による労働力不

足問題と，それに起因する離農および離農跡地

の発生にどう対処するか，地域における対応が

不可欠となっている。

第２節 総括と展望

本論文の課題は，南幌町農業の構造変化を整

理し，農協による地域農業戦略と地域特性に対

応した法人設立意義と展望を示すことであっ

た。

1990年代以降の農業情勢の変化により，農家

経済の悪化，負債問題の深刻化が進み，離農が

多発するなど，北海道稲作地帯の農業構造はド

ラスティックに変化してきた。その中で地域農

業は，転作部門を中心とした土地利用体系の再

構築を迫られている。つまり米麦偏向の作付体

系から，豆類や野菜作を取り入れ，輪作体系を

考慮に入れた土地利用体系への転換である。し

かし，実際には依然として米麦偏向路線の経営

が見られるように多様である。2000年以降もこ

のような構造は続き，離農の深化とそれに伴っ

て発生した離農地の受け手機能にも限界が見え

始めた。そのため農協としても何らかの対応を

迫られることになったのである。

それに対応し農協は，離農地を引き受ける受

け手の確保＝法人の設立という地域農業戦略を

行ってきた。具体的には，旧来からの負債累積

地帯への対応，中規模集約地域における後継者

対策，兼業地域における受託組織対策，小規模

高齢化地域における担い手対策に分けられる。

そして，南幌町においては地域農業戦略の下，

タイプの異なる法人が誕生した。それらは各地

域の拠点として配置された法人といえるのでは

ないか。

本論文で分析した法人の特徴は，農協の積極

的な支援のもと設立されており，地域における

法人の機能は，農協の地域農業戦略とも連動し

ているといえる。例えば機能の１つめとして累

積負債対策機能という点では，法人化により

個々の負債が円滑に返済できる所得体系の構築

が，農協による側面的な経営管理により対応し

ていることがいえる。

また機能の２つめとして，第３章で触れた遊

休地の発生防止を行ったように，農地保有合理

化事業を通した中間保有地の受け皿としての機

能があげられる。受け手が地域に存在している

ならば離農地が発生した場合，売買を中心とし

た農地移動が行われていた。しかし，1990代に

入り農地取得に伴う負債の増加が懸念されるこ

とから，売買による移動が停滞していた。その

ため公社を経由した売買移動に代わりつつあっ

たが，農家経営の先行き不安などによりその動

きは鈍化している。そこで法人が離農地の受け

手となることで，離農地の受け皿的機能を十分

に発揮しているのである。

さらに機能の３つめとして野菜産地形成にお

ける需給調整機能があげられる。第１章でも述

べたが安定的な野菜産地の形成を図り，かつ安
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定的な供給体制を構築する上で，法人による

ロットの確保の役割は大きい。この点では第４

章の中規模地域で展開しているほなみの事例な

どでも明らかである。

このよう点から法人は，一般的に言われる農

協との競合するものばかりではなく，農協との

パートナーシップを構築しながら，地域のなか

で積極的な役割を果たしうる存在といえる。

本論は，南幌町の農業構造変動に対応してと

られた農協の地域農業戦略における農業生産法

人の設立に関する実証的研究を行った。とりわ

け法人設立に焦点をあてたが，設立以来日が浅

く，その後事業や組織が変化することが考えら

れる。法人の萌芽期に注目したことから，本文

で提唱した農協と法人とのパートナーシップや

それを支える３つの機能は，このような法人の

変化により一定ではない。

今後も南幌町の法人調査・分析の継続は必要

である。また本文で扱った法人は農協の積極的

な支援によって設立した法人に限られており，

一般的なものとは言いがたい。今後は，比較研

究を農協と競合関係にある法人を考慮に入れた

うえで研究を進めて行きたい。具体的には都府

県の事例なども分析する必要がある。
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Summary

 

The objective of this study is to break
 

the farming structure in Nanporo town into
 

five types and review the change in agricul-

tural structure since the 1990s, and thereby
 

clarify the significance and the future pros-

pect of the farm corporation that was estab-

lished corresponding to the change.

This study consists of eight chapters.

The prologue describes the background of
 

this study and the issues to be addressed in
 

the study. Chapter 1 describes the change in
 

agricultural structure in the town and tries to
 

break the farming structure in the town into
 

five types. Chapter 2 reviews agricultural
 

management in the large-scale agriculture
 

areas. Chapter 3 deals with agricultural
 

debts and abandonment of farming in the
 

boundary areas for large-scale farming.

Chapter 4 describes the agricultural collectiv-

ization in the middle-scale farming areas.

Chapter 5 touches upon the shortage of labor
 

force and entrusted labor in the part-time
 

farming areas. Chapter 6 describes aging of
 

farmers in small-scale farming areas. In the
 

last chapter each chapter is summarized and
 

conclusions are made.

Major conclusions are as follows.

(1)Effective land use is possible by the farm-

ing corporation.

(2)The farming corporation plays a role as a
 

base of the region by holding the agricul-

tural land of the agricultural development
 

public corporation.

The base-type farming corporation has
 

characteristics as a regional alliance and is
 

an organization that has a partnership with
 

agricultural cooperatives.
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